
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

国立大学法人 大分大学 自己評価書 

 
 

 

2010 年度版 

 

 

 

 

 

 

平 成 ２ ３ 年 １ １ 月 

 

国 立 大 学 法 人 大 分 大 学 

 



 



大分大学 

1 

 
 
 

（１） 現況 
   ① 大学名 

国立大学法人大分大学 
    

② 所在地 
大学本部    大分県大分市 
挾間キャンパス 大分県由布市 
王子キャンパス 大分県大分市 

    
③ 役員の状況 

学長名 : 羽野 忠（平成 21 年 10 月 1 日～平成 23 年 9月 30 日） 

理事数 ： 5 名 

     監事数 ： 2 名（非常勤 1名を含む。） 

    
④ 学部等の構成 

     学部  ： 教育福祉科学部 
           経済学部 
           医学部 
           工学部 
     研究科 ： 教育学研究科 
           経済学研究科 
           医学系研究科 
           工学研究科 
           福祉社会科学研究科 
    

⑤ 学生数及び教職員数 
     学生数 ： 学部学生数    5,058 名（27 名） 

           大学院生数      739 名（59 名） 

教員数 ：            576 名 

     職員数 ：          1,012 名 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
（２） 大学の基本的な目標等 
 
本学は大分大学憲章が示す目標を達成すべく，有為な人材の育成に努めるとと

もに，教育・研究・医療・社会連携への取り組みを通して特色ある大学づくりを

目指し，もって総合大学としての機能の高度化や地域における「知の拠点」とし

ての役割を果たす。 
 

１）知識基盤社会に求められる人材の育成 
基礎的な学力に裏打ちされた高い専門知識とともに，柔軟な思考力と創造性 

を身に付け，知識基盤社会で活躍できる自立した人材の育成を目指す。時代や

社会の要請及び学問の発展に対応した人材育成を行うために，教育研究組織の

再構築を目指す。 
 
２）特色ある大学づくり 

大学の個性化と高度化を目指し，大学院レベルの教育で目指す「高度の専門 
職業人養成」，学部レベルの教育による「幅広い職業人養成」，及び全学的な

教育，研究，医療活動が役割を担う「社会への貢献」において，本学の特色を

発揮する。本学が「ナショナルセンター」に相応しい実績を有する分野につい

ては，「世界的な教育研究拠点」を目指す。 
 

３）地域社会との共生・発展 
大分県に立地する唯一の国立大学として，この地域における「知の拠点」と

して機能するとともに，地域の活性化に貢献する「リージョナルセンター」と

しての役割を果たす。 
 

４）発展を支えるマネジメント体制と安定した経営基盤の構築 
運営体制の改革と安定した経営基盤の構築に努め，弾力的で効率的な大学経 

営の実現を目指し，質の高い管理運営組織を整備する。 
 

○ 大学の概要 
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国立大学法人大分大学 機構図（平成２３年３月３１日） 
 

国立大学法人大分大学 

 

監事 

 

   学 長  学長室 

         理事（常勤 5 名） 

         副学長 5名（理事兼務 3名） 

         学長補佐 3名 

         学長特別補佐 1 名 

 

   役員会 

                

   経営協議会 

               各理事  理事室 

   教育研究評議会 

                 複数の部門会議 

   戦略会議 

 

   将来計画会議 

 

   人事政策会議 

 

   評価委員会 

 

 

 

監査室 

      

      【総務部】 

       総務企画課，人事課 

      【研究・社会連携部】 

       研究協力課，社会連携推進課，国際交流課 

       学術情報課(情報化推進室) 

      【財務部】 

       財務課，資金管理課，調達室，施設企画課 

       施設管理課 

      【学生支援部】 

        教育支援課，学生支援課，入試課， 

ｷｬﾘｱ開発課，学務課 

      【医学・病院事務部】 

       総務課，経営管理課，医事課 

       

教育福祉科学部事務部 

       経済学部事務部 

       工学部事務部 
 
 

大 分 大 学 
 
    学 部 
 
     教育福祉科学部   学校教育課程 
               情報社会文化課程 
               人間福祉科学課程 
 
               附属教育実践総合ｾﾝﾀｰ 
 
               附属学校園  附属小学校 
                      附属中学校 
                      附属特別支援学校 
                      附属幼稚園 
 
     経済学部      経済学科 
               経営ｼｽﾃﾑ学科 
               地域ｼｽﾃﾑ学科 
 
     医学部       医学科 
               看護学科 
 
               
 
                
  
       附属病院    28 診療科 
 
               中央診療施設 
 
               特殊診療施設 
 
               薬剤部 
 
               看護部 
 
               医療技術部              
 
     工学部       機械・ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ工学科 
               電気電子工学科 
               知能情報ｼｽﾃﾑ工学科 
               応用化学科 
               福祉環境工学科 
 
     大学院 
               図書館(本館・医学図書館) 
     学術情報拠点    情報基盤ｾﾝﾀｰ 
               医学情報ｾﾝﾀｰ 
  
     学内共同教育研究施設等 
 
     保健管理ｾﾝﾀｰ 

           

 【修士課程】 

   教育学研究科   学校教育専攻 

            教科教育専攻 

 

           【博士前期課程】 

   経済学研究科   経済社会政策専攻 

            地域経営政策専攻 

           【博士後期課程】 

            地域経営専攻 

 

           【修士課程】 

   医学系研究科   医科学専攻 

            看護学専攻 

           【博士課程】 

            医学専攻 

 

           【博士前期課程】 

   工学研究科    機械･ｴﾈﾙｷ゙ ｼーｽﾃﾑ工学専攻 

            電気電子工学専攻 

            知能情報ｼｽﾃﾑ工学専攻 

            応用化学専攻 

            建設工学専攻 

            福祉環境工学専攻 

           【博士後期課程】 

            物質生産工学専攻 

            環境工学専攻 

 

           【修士課程】 

  福祉社会科学研究科    福祉社会科学専攻 

 

 

 

 

       

 

 

全学研究推進機構 

      イノベーション機構 

      地域共同研究ｾﾝﾀｰ 

      国際教育研究ｾﾝﾀｰ 

      ﾍﾞﾝﾁｬｰ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ 

      福祉科学研究ｾﾝﾀｰ 

      高等教育開発ｾﾝﾀｰ 

      入学企画支援ｾﾝﾀｰ 

 

附属医学教育ｾﾝﾀｰ 

理事(常勤 5 名) 

事務局

 新 所管替 改編 名称変更 

附属先端分子ｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞｾﾝﾀｰ

附属地域医療学ｾﾝﾀｰ 
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国立大学法人大分大学 機構図（平成２２年３月３１日）      

 

国立大学法人大分大学 

 

監事 

 

   学 長  学長室 

         理事（常勤 5 名） 

         副学長 5名（理事兼務 3名） 

         学長補佐 4名 

         

   役員会 

                

   経営協議会 

               各理事  理事室 

   教育研究評議会 

                 複数の部門会議 

   戦略会議 

 

   将来計画会議 

 

   人事政策会議 

 

   評価委員会 

 

 

 

監査室 

      

      【総務部】 

       総務企画課，人事課 

      【研究・社会連携部】 

       研究・社会連携推進課，国際交流課 

       学術情報課(情報化推進室) 

      【財務部】 

       財務課，資金管理課，調達室，施設企画課 

       施設管理課 

      【学生支援部】 

        教育支援課，学生支援課，入試課， 

ｷｬﾘｱ開発課，学務課 

      【医学・病院事務部】 

       総務課，経営管理課，医事課 

       

教育福祉科学部事務部 

       経済学部事務部 

       工学部事務部 
 
 
 

大 分 大 学 
 
   学 部 
 
     教育福祉科学部   学校教育課程 
               情報社会文化課程 
               人間福祉科学課程 
 
               附属教育実践総合ｾﾝﾀｰ 
 
               附属学校園  附属小学校 
                      附属中学校 
                      附属特別支援学校 
                      附属幼稚園 
 
     経済学部      経済学科 
               経営ｼｽﾃﾑ学科 
               地域ｼｽﾃﾑ学科 
 
     医学部       医学科 
               看護学科 
 
               附属医学教育ｾﾝﾀｰ 
 
               附属地域医療学ｾﾝﾀｰ 
  
       附属病院    28 診療科 
 
               中央診療施設 
 
               特殊診療施設 
 
               薬剤部 
 
               看護部 
 
               医療技術部              
 
     工学部       機械・ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ工学科 
               電気電子工学科 
               知能情報ｼｽﾃﾑ工学科 
               応用化学科 
               福祉環境工学科 
 
     大学院 
               図書館(本館・医学図書館) 
     学術情報拠点    情報基盤ｾﾝﾀｰ 
               医学情報ｾﾝﾀｰ 
  
     学内共同教育研究施設等 
 
     保健管理ｾﾝﾀｰ 

           

 【修士課程】 

   教育学研究科   学校教育専攻 

            教科教育専攻 

 

           【博士前期課程】 

   経済学研究科   経済社会政策専攻 

            地域経営政策専攻 

           【博士後期課程】 

            地域経営専攻 

 

           【修士課程】 

   医学系研究科   医科学専攻 

            看護学専攻 

           【博士課程】 

            医学専攻 

 

           【博士前期課程】 

   工学研究科    機械･ｴﾈﾙｷ゙ ｼーｽﾃﾑ工学専攻 

            電気電子工学専攻 

            知能情報ｼｽﾃﾑ工学専攻 

            応用化学専攻 

            建設工学専攻 

            福祉環境工学専攻 

           【博士後期課程】 

            物質生産工学専攻 

            環境工学専攻 

 

           【修士課程】 

  福祉社会科学研究科    福祉社会科学専攻 

 

 

 

 

       

 

全学研究推進機構 

      イノベーション機構 

      地域共同研究ｾﾝﾀｰ 

      国際教育研究ｾﾝﾀｰ 

      ﾍﾞﾝﾁｬｰ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ 

      福祉科学研究ｾﾝﾀｰ 

      高等教育開発ｾﾝﾀｰ 

      入学企画支援ｾﾝﾀｰ 

     

理事(常勤 5 名) 

事務局

 新 所管替 改編 名称変更 
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はじめに 
 
 本学の基本的な目標等の実現に向けて，平成 22 年度当初及び平成 23 年の年
頭等の節目ごとに，「第 1期を助走区間と見ると，第 2期は間違いなく全速力で
疾走する区間であり，このためには，教育・研究・医療・社会連携・大学運営
の各分野において，計画の完全実施とともに，新たな積極的取組を進めること
が重要である」として，本学及び教職員が果たすべき課題に係る重要なメッセ
ージを全構成員に発信し，それらを受けて多様な取組を全学的に展開してきた。
こうした取組を財政面から支援する方策として学長裁量経費について，平成 22
年度は平成 21 年度より大幅に増額し（7,500 万円増），教育・研究をはじめ教職
員の資質向上，学生の教育及び生活環境の充実，大型研究プロジェクト等事業
の推進を図った。 
 基本的な目標の第 1「知識基盤社会に求められる人材の育成」については，
次の時代を担う若者を育て社会に送り出す仕事に携わっている大学は，社会が
求める人材像をしっかりと把握し，教育内容とともに教育方法の見直しが必要
なこと，そして FD 活動はじめ多様な改善への取組を図る必要があると指示し，
例えば，大分県と連携して「高大接続モデル事業」の一層の充実や，学習ポー
トフォリオシステムを活用した学習成果の評価についての適正化及び授業実践
の改善に努めた。また，人材に対する社会の期待に応え，卒業生の質保証に努
める取組では，「持続的就業力を育む地域連携型キャリア教育」を充実し，それ
らを推進する体制の中核として「キャリア教育推進会議」を立ち上げた。（5 頁
①参照）さらに，『大分大学の道標 2010－2015』や中期目標に掲げたように，
社会的な要請に応え，本学がめざす大学像の構築に向けて，中長期的なタイム
スパンで将来構想を早急に策定する必要があるとの問題意識のもと，平成 21 年
度に将来計画会議の下に設置した 2 つのワーキンググループ（大学院博士課程
検討 WG 及び教員養成系学部検討 WG）において，平成 24 年度概算要求をめざし
た学部・研究科改組案に関する検討を加速させるとともに，戦略会議において
中長期的な展望の下での新学部設置構想について検討を進めた。（9頁④参照） 
 また，基本的な目標の第 2「特色ある大学づくり」における人材養成について
は，概ね上述の「知識基盤社会に求められる人材の育成」の中で記載したとお
りであり，一方「社会への貢献」において本学の特色を発揮する課題について
は，「産学官連携活動による知的財産の創造」，「国際交流及び国際貢献の推進」，
「地域医療への貢献」等を通じて特色ある大学づくりを目指してきた。これら
の取組を制度的に発展させる仕組みづくりの一環として，平成 23年 4 月 1日か
ら従来のイノベーション機構を産学官連携推進機構に改組することを決定した。
さらに，本学が「ナショナルセンター」に相応しい実績を有する分野について
は，「世界的な教育研究拠点」を目指すという学長による提起と関連し，平成 21 
年度に設置した全学研究推進機構の機能を一層充実させ，重点領域研究プロジ

ェクトの推進を図ってきた。（6頁研究①,７頁医療④,７頁①,8頁③参照） 
 そして，基本的な目標の第 3「地域社会との共生・発展」の課題に関しては，
「大分県に立地する唯一の国立大学として，この地域における『知の拠点』と
して機能するとともに，地域の活性化に貢献する『リージョナルセンター』と
しての役割を果たす」という課題提起の下，本学が中核的な機関として(1)多方
面における地域医療の充実に貢献し，また(2)大分県下各自治体との多様な連携
を質量ともに充実させ本学が地域における知的・文化的拠点としての役割を担
うべく取組み，さらに，(3)産学官連携活動による知的財産の創造や，(4)大分
県内各大学・高等教育機関間の連携を推進した。（7頁医療④,7 頁①,8 頁②，④
参照） 
 最後に，基本的な目標の第 4「発展を支えるマネジメント体制と安定した経
営基盤の構築」に関して，平成 23 年の年頭のメッセージの中で，(1)広報及び
広報体制の充実，（2）人権擁護と法令遵守，（3）平成 22 年度計画の完全達成，
（4）効率性，戦略性のある財務運営システム等の改善，（5）監事監査への機敏
な対応，（6）環境および安全に配慮したキャンパスづくりを，主要に取り組ん
できた課題，或いは取組をさらに強化すべき課題として提起した。 
（1）については，本学に関するマスコミ報道等における情報量が大幅に増加す
る一方で，広報の一層の充実に向けて体制強化が求められ，平成 23 年度に広報
室を設置することを決定した。（10 頁⑥参照）（2）に関して，全教職員，法令な
らびに内部規則の遵守を強く求めるとともに，新たに策定した「大分大学安全
保障輸出管理ガイドライン」の周知徹底を図ることとした。さらに，男女共同
参画社会の実現と関わり，法において特に重要な課題として定められている一
方で，本学における取組がこれまで必ずしも十分といえない現状を指摘し，平
成22年度科学技術振興調整費による女性研究者支援モデル育成プロジェクトの
公募に『地域社会で育む「輝く女性研究者」支援』プロジェクトが採択された
ことを機に，「大分大学男女共同参画推進宣言」を策定し男女共同参画への取組
を強化した。（6 頁②，9 頁②参照）（3）と関わり，各年度計画の達成にむけて
の取組を具体的なアクションプランとして策定し，年 3 回の進捗管理を行って
きた。（8 頁①参照）（4）については，財務運営システムの改善は順調に進んで
おり，光熱水費をはじめとする経費の節約，及び剰余金の有効活用などに向け
て取り組んできた。（10 頁①，11 頁③参照）（5）については，（10 頁⑥参照）に
記述したとおりである。最後に，（6）について，省エネルギー型環境への転換
の課題，安全・安心なキャンパスづくり，さらには，効率性，戦略性に対応す
るスペースマネジメントの重要性並びに緊急性の指摘を受けた。これらに対応
して進められた一連の取組は，11 頁に記述したとおりである。 
 
 
 
 

○全体的な状況 
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1.教育研究等の質の向上の状況（附属病院，附属学校を設置する法人は，これ
らに係る状況も含む） 
 
 本学の基本的な目標等の実現を目指し，学長のリーダーシップによって策定
された「大分大学の道標 2010-2015」（平成 21 年度策定）と，その具体的表現
である中期目標・中期計画の達成に向けて，第 2 期中期目標期間の初年度の事
業を教育研究等の各領域において，着実に展開してきた。 

以下，平成 22 事業年度に主要に取り組んだ事業について記述する。 
 

≪教育≫ 
 ①本学が目指す人材育成及び特色ある教育内容と教育方法等の充実 
○「学問探検ゼミを核とした高大接続教育」（「質の高い大学教育推進プログ
ラム」選定）事業や大分県との「高大接続モデル事業」等を実施し，高校教
育と大学教育の接続に関する取組を実施した。教育プログラムについては，
外部評価報告書の総評において「大分大学の教育全体に拡大し，大分大学の
特徴ある高大連携プログラムを構築して全国に発信することが望まれる」と
学外関係者から高い評価を受けている。また，モデル事業については，本年
度新たに高校 3 年を対象とする「ビジネスセミナーⅡ」を開講し，県内高校
教員参加の成果報告会で教授法の普及を進めた。これらの成果を踏まえて，
大分県はさらに 3年の本学との連携事業の展開を決定した。【3】 

 ○社会の中核を支える自立した職業人育成を目指した「持続的就業力を育む
地域連携型キャリア教育」（「大学生の就業力育成支援事業 GP」に採択）のプ
ログラムのもとで，正課（教養教育，実学的専門教育）並びに正課外（就職
情報システム個別相談，就職支援プログラム，学生の自主的サークル）を通
じて就業力育成のための基盤を構築するとともに，本取組の安定的な運営と
充実をめざして，「キャリア教育推進会議」を立ち上げることとした。【5】 

 ○本学で行われた授業や講演会等の収録ビデオを，平成 22 年度にはオンデマ 
 ンドビデオ配信・共有サイト「大分大学グローバル・キャンパス」に前期 10 
科目 73 タイトル，後期 13 科目 134 タイトルと大幅に増加させて掲載した（平
成 21 年度前期 10 科目，後期 6科目計 143 タイトル）。さらに 23 タイトルのキ
ャリア講習会と学内講演会をビデオコンテンツ化し，学内外での活用環境を充
実させた。教養教育科目では，iPod Touch を用いた授業ビデオの視聴や学習
成果のオンライン共有，教員の質問に対して学生がリモコンで回答するという
双方向性を高めるツール（「クリッカー」と呼ばれるレスポンスカード）を導
入するなど，昨年度までにはなかったメディア活用型学習を実践し，学生参画
型授業を展開した。【9】 
○他大学にない新規の「形成的評価のためのポートフォリオシステム」を，「概 
算要求特別経費：動機づけと形成的評価を重視した学士課程教育開発」の支 
援により開発した。さらに開発にとどまらず，実際の授業で本システムを教

育成果の評価に活用，実践を展開している。また，今年度新たに設置した本学
初の教養教育教授法に関する研究会「ポートフォリオ研究会」は，全学の教養
教育担当教員 19 名が参加して，システムを用いた授業実践及び検証を行ってい
る。【11】 
○学生が主体的に参画する双方向的授業や学習の動機づけの深化を図る実体験 
学習を進めるため，平成 21 年度に学術情報拠点（図書館）に設置したグループ
学習スペース（協調学習コーナー）を，授業で積極的に利用してもらうよう各
学部等へ周知し，平成 22年度は前期 8科目，後期 7科目の授業を実施するとと
もに，授業以外に学生のグループ学習でも活用された。学生に対するアンケー
トでは，7割が「授業の課題や授業内容の理解に役立つ」と回答した。この結果
に基づき，耐震改修後の新図書館の新たな施設運用及び利用者サービスに反映
させることとしている。【17】 
 
②障がいのある学生に対する支援体制の充実と環境 
社会的にも高く評価されている本学のノートテイカー養成等，障がいのある学 

生に対する支援体制を一層充実させ，環境整備を進めた。従来からのノートテ
イカー養成講座（2 日間，学生 40 人受講）に加え，障がいのある学生との意見
交換を含めて「ノートテイクレベルアップ講座」（ノートテイカー延べ 35 人が
受講）を開催した。さらに，ノートテイカー向け「大分大学ノートテイク Q&A」
（改訂版）を配付した。平成 23 年 1 月には，身体等に障がいのある学生の支援
委員会を開催して，パソコン要約筆記の導入，タッチタイピング講座の実施と
ノートパソコンの整備を行うとともに障がいのある学生の支援に関するホーム
ページを開設した。また，各学部の状況を点検した際に医学部において体育館
にスロープがない等の問題点が判明し，体育館，福利施設にスロープ及び外階
段の手すりを設置して改善を行う等，支援体制と環境整備の両面に渡る充実を
図ることができた。【22】 
  
③豊かなキャンパスライフのための環境整備 
○旦野原地区の豊かなキャンパス作りのため講義棟や研究棟については，耐震 
改修に併せ講義棟の機能改善に努めてきたところであるが，図書館については 
耐震強度の不足に加え狭隘であることから，図書館のスペース拡充が長年の懸 
案であった。この問題解決のために，学内では移転改築を求める意見もあった 
が，学長のリーダーシップのもと学生の学習環境の改善を優先させることとし， 
耐震改修と同時に教育改革にも資する図書館機能の活用方策を検討し，現有施 
設の増築を含めた整備計画について，学内合意を得たうえで大学の重点課題と 
して概算要求を行い，平成 23 年度から増改修工事に着手する目途がついた。 
○グループワーク学習形式をとる学生参画型授業を効果的に進めるため，教養 
教育棟の 3教室に連結・分離可能な移動型机の設置，教育支援機器として，ク 
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リッカー400 台，iPod70 台，マイクロプロジェクター20 台，ノートパソコン 40 
台，教養教育棟には全教室にノートパソコンを設置した。また，演習室のうち 1 
室を自習室へ変更し，もう 1室はパソコン 8台とプリンタを設置して学生が自 
由に使用できるパソコンルーム兼自習室とした。また，教養教育棟南棟 3，4階 
のトイレを改修し，さらに耐震改修工事が完了した教養教育中棟には新たに学 
生ラウンジ 2室と自習室 1室を設置し，学生参画型授業への支援体制を充実さ 
せ，自学自習のための環境整備が実現できた。学部の教室関係では,自習室・学 
生控え室（工・経済学部）をコラボレーション机椅子・パーティション・無線 
LAN 整備により全面的に更新して自主学習機能を整えた。ゼミ室小中規模教室 
（教育福祉 13 室，経済 6室）を中心にした双方向授業およびメディアを活用授 
業の向上のための機器（コラボレーション机椅子，視聴覚機器新設・更新，無 
線ネットワーク環境）を整え，これらにより学生の主体的な学習を促進させた。 
【19】 
 
≪附属学校園に関する取組≫ 
○附属学校園の学内マネジメント体制等について，附属学校園在り方検討委員 
会が中心となって検討した。その結果，附属学校園の存在意義の明確化・活性
化に関連した附属学校園の活用方策については，「附属学校園の活用方策に関す
る報告書」を作成し，①学部と附属学校園の共同研究組織の立ち上げ，②学部
教員と附属学校園教員の情報交換会の常態化，③新しい教員養成カリキュラム
の効果の検証に関する調査・研究，④附属学校園を学部新任教員の FD の場とし
て活用，⑤「学部教員人材バンク」の充実を，5 つの提言として取りまとめた。
【56】【57】 
○公立学校教員の人事交流システムに関し，人事交流システムが十分確立して
おらず，公立学校等からの派遣教員の確保が困難といった課題が明らかとなっ
た。このため，附属学校園の教員と大分県の公立学校教員との人事交流を円滑
にし「教員にとって魅力ある」附属学校園をアピールするため，教育福祉科学
部副学部長を中心とした作業部会を立ち上げ，附属学校園の紹介パンフレット
「ふぞくインタラクティブ」を作成し，全県下の幼稚園及び小中学校・特別支
援学校等へ配布した。 
○附属学校園について，本学の「第 2期中期施設整備計画」に基づくバリアフ 
リー推進の観点から，附属中学校の体育館にスロープを設置した。【84】 
 
≪研究≫ 
 ①重点領域研究プロジェクトの推進 
 全学研究推進機構の重点研究推進経費研究プロジェクトは，平成 22 年 5 月 28
日から 6月 28 日の間に募集し，審査の結果 7件（人間環境科学領域 1件，生命
科学領域 1件，学際・複合・新領域 5件）を採択し，研究費（総額 3,845 万円）
を配分した。これら重点研究に関連した研究における外部研究資金(1,000 万円

以上)獲得実績として，平成 22 年度最先端研究開発戦略的強化費補助金（平成
22 年度からの 3 年間で約 4,500 万円），平成 22 年度科学技術振興機構戦略的創
造研究推進事業個人型研究（さきがけ：5 年間で上限 1 億円）及び平成 23 年度
環境省循環型社会形成推進科学研究費補助金の採択を挙げることができる。
【28】 
 
②競争的環境に対応できる研究実施体制及び研究環境整備の強化 
○平成21年度に設置した全学研究推進機構にコーディネーターを2名配置する
とともに，全学研究推進機構と共同で本学における生命科学系研究者の支援を
目的とする「医学部バイオラボセンター」を立上げ，俯瞰的視野から医工連携
の支援を行い，研究支援業務等を強化した。【31】 
○学長裁量経費ついて，次年度から新たに国際活動支援，ベンチャービジネス
支援，重点領域研究推進の 3 種類を加えることを決定した。これにより，学内
に設置されている公募関係経費を一元化し，学長のリーダーシップのもとで運
用する体制が整えられた。ベンチャービジネス支援では，本学研究者等の起業
家精神の養成と新産業を創出する先端研究の遂行を目的とし，実用化・起業家
に結び付く可能性のある事業を支援し，重点領域研究では，本学の重点研究推
進 4 領域（人間環境科学領域，福祉科学領域，生命科学領域，学際・複合・新
領域）に係るプロジェクトの支援を行う。 
○平成 22 年度文部科学省科学技術振興調整費による『地域社会で育む「輝く女
性研究者」支援』プロジェクトのもとで，女性研究者支援を推進するために，
平成 22 年 7月に学長特別補佐（女性研究者支援担当）を配置するとともに「女
性研究者サポート室」を設置した。平成 22 年 10 月には，学長を本部長とする
「男女共同参画推進本部」が「大分大学男女共同参画推進宣言」を策定し，こ
れに基づき女性研究者支援を当面の柱とする「男女共同参画行動計画」をとり
まとめ，事業を推進した。平成 22 年度は，男女共同参画及び女性研究者支援の
ホームページの開設，リーフレットの作成，旦野原及び挾間両キャンパスに「休
憩室・相談室」の開室，「研究者支援セミナー」，「女性研究者支援キックオフシ
ンポジウム」及び自己啓発セミナーの開催などを行った。また，学長裁量経費
の配分を受けて，女性研究者の研究の質及び意識の向上のため，女性枠研究奨
励賞 3 件(合計 50 万円)を授与し，学会参加費 3 件(合計 15 万円)を助成した。
さらに，データベース整備として，研究者・院生を対象に意識調査を実施し今
後の事業展開へ資することとした。【64-1】  
 
≪医療≫ 
①附属病院再整備による診療機能の向上 
 病院再整備推進委員会，病院再整備推進室及び専門的な事項を検討するため
の専門部会(外来，病棟，診療施設，管理，物流・搬送，看護・アメニティ，PET
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センター，救命救急センター)や WG（医事機能）を設置し，附属病院再整備計画
の理念である，患者ニーズへの対応，教育病院としての機能充実，管理運営の
合理化等について検討を行った。その結果，平成 22年 6 月までに基本設計が完
成，PET 検査棟については平成 22 年 8月に実施設計完了，10 月に着工，新西病 
棟については平成 22 年 9 月に実施設計完了，平成 23 年 1 月に着工となり，再
整備計画は順調に進行している。【45】 
 
②卒後臨床教育・専門教育の充実 
 平成 22 年 6 月，本学医学部附属病院の医師，研修医，看護師その他医療関係
者並びに医学部学生の医療技術の修得及び向上を図り，また患者に安全で高度
な医療を提供することを目的としたスキルスラボセンターを開設した。本セン
ターでは，高度患者シミュレーター，消化器・呼吸器内視鏡シミュレーター，
内視鏡手術シミュレーター，血管内治療シミュレーターから，心肺蘇生，静脈
血採血などの基本医療手技教育機材まで多くの機材を保有し，本学医学部生，
研修医，職員だけでなく，ふるさと医療人育成事業「地域医療を理解するセミ
ナー」や医学部祭に訪れる高校生に体験学習を実施している。また，これらト
レーニング用シミュレーターを利用し，専門医・後期研修医・研修医を対象と
した研修会を卒後臨床研修センターとスキルスラボセンターとの共催により企
画し，該当する診療科の協力を得て，合計 7回実施し 54 名が参加した。【50】 
 
③臨床研究の推進 
 早期臨床試験専用病棟(CTU:クリニカル・トライアルユニット)を有する総合
臨床研究センターにおいて，臨床試験担当医師，看護師及び臨床検査技師など
医療スタッフや厚生労働省の治験中核病院事業における人材育成対象者 4 名，
医学部学生への教育として OJT や講義を通し，治験や臨床研究に関する教育を
行うなど，医学部・附属病院をあげて治験中核病院事業に取組んでいる。平成
22 年度厚生労働省科学研究費補助金「グローバル早期臨床試験を推進するため
の大学病院ネットワークの中核病院としての基盤整備研究」が採択（平成 22 年
度 1 億 2,350 万円）され，この研究成果は，医学の進歩や医薬品の開発に貢献
できるものと期待される。 

また，PET-CT 及びサイクロトロンを導入し，GMP(医薬品及び医薬部外品の製
造管理及び品質管理の基準)対応の医学部附属先端分子イメージングセンター
を設置した。この機能を有する施設は全国的にも少なく，本学医学部附属病院
では放射線科と総合臨床研究センターが共同で，本施設で PET を用いた探索的
臨床研究に取り組む予定であり，今後の成果が期待される。【52-1】【52-2】 
 
④地域医療への貢献 
○本学医学部附属病院の救命救急医療に求められる重要な役割は，大分県下全
域を対象とした基幹施設として，様々な原因により生命の危機に直面した救急
患者の診察を担当することである。加えて，病院前患者搬送システムを構築す

ることも役割であるため，救命救急医療の充実策の一環として，平成 22 年 4 月
「ドクターカー運用要項」を策定，5月には県，各消防本部等へ配布し運用対象
疾患の周知を行うとともに，重篤患者の病院間搬送にも活用した。さらに，平
成22年 10月には，大分県地域医療再生計画に基づく救命救急機能強化のため，
大分県におけるドクターヘリ基地病院に決定され，次年度着工予定である救命
救急センター棟の屋上ヘリポートの設計に着手した。また，大分県からの要請
に基づき，県内外から広範囲に大規模災害，重大事故等の傷病者を最優先に受
け入れることとなり，現状の病床数の不足が予測される。このため，救急患者
を最優先に受け入れるための 9 床及び精神科救急用病床 5 床について，大分県
の合意を得て，平成 23 年 2 月末，厚生労働省へ増床協議書を提出した。これら
取組により，本学医学部附属病院が，大分県の救急医療に果たす役割は，今後
さらに大きくなると思われる。【47-1】 
○大分県がん対策推進計画に基づき，本学医学部附属病院を中心とした県下関
連医療機関との各種専門部会において，がん医療水準向上への取組を検討実行
するとともに，本院の腫瘍センター運営会議において，平成 23 年度の取組をも
見据えた「大分県がん診療連携拠点病院としてのがん医療水準向上への貢献策」
を策定した。平成 22 年度は，地域のがん医療に携わっている医療従事者を対象
とした研修会の実施（合計 16 回），終末期患者の緩和ケア外来を実施し在宅医
との連携，がんに関する治療法の知識を持った医師を育成する腫瘍内科専門医
カリキュラムを作成した。【47-2】 
○大分脳卒中クリニカルパスを構成する大分県下35医療機関と脳卒中パスの運
用を協議し，当該パスの関係施設への配布と紙面を通じた広報を行い，運用環
境を整備した。また，5大がん種毎の地域連携クリティカルパスを作成，がん連
携登録申請医療機関 180 施設との連携関係を確認し，平成 23 年 4月から当該パ
スの運用開始を決定した。【48-1】 
 
≪地域連携・国際交流≫ 
①地域との連携による知的・文化的拠点の形成 
○産学官連携活動を担ってきたイノベーション機構については，地域共同研究
センター，ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー，知的財産本部の 3部門が各々
異なる独立した組織でありつつも機構のコアセクターであるという，組織の二
重構造的性格の故に，従来から「窓口が不明確である」「連携が不十分である」
と指摘されてきた。この課題解決及び産学連携機能の充実を図るために WG を設
置し，平成 21 年 12 月から検討を行い，成案を得たうえで学内合意を経て，平
成 23 年 4 月に「産学官連携推進機構」として再編することを決定した。新機構
は，「産学官連携部門」と「知的財産部門」の 2部門で構成され，それぞれ専任
教員を 1名配置するとともに，「産学官連携部門」には 4名のコーディネーター
を常駐させ，共同研究や競争的研究資金に関する企画・調整，技術相談等，学
内との連携業務に対するワン・ストップサービスを提供し，本学での重点研究
を行う全学研究推進機構と密接な連携を保ちながら，産学官に係る各種業務を
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各部署と深い連携をもって推進することができると期待される。【29】 
○本学は，第 1 期中期目標・中期計画期間において，大分県下全ての自治体及
び有力企業等と順次協力協定を締結してきた。自治体との連携事業の推進にあ
たり，協定締結の意義をより明確にし，活性化するために，平成 22 年度は地域
連携支援コーディネーターによる自治体等訪問を積極的に実施（63 箇所，延べ
69 回）し，自治体等開催の意見交換会への参加やニーズ調査も行い状況分析を
行った。その結果，自治体等との連携事業実績は，地域連携支援コーディネー
ターを配置した平成 19 年度実績 113 件から確実に増加し，平成 22 年度は 207
件となった。また，ニーズとしてあった「医療分野における産業集積」，「地域
農産品の活用」，「低炭素化」等に関連した講演会を産学交流会で開催し，調査 
結果の反映ができた。さらに，これまで個別に開催してきた研究発表会につい
て，大分県産業科学技術センターと地域連携研究コンソーシアム大分が連携し，
合同研究発表会として 5 回開催し，自治体との連携を促進できた。なお，自治
体等との連携事業の推進において，地域活動への学生の参加要望が多く，次年
度に学生の地域活動への参加をサポートするシステムを構築する方向で検討を
進めることとした。【38】 
 
②産学官連携活動による知的財産の創造 
 平成 22 年 4 月に，MOT（技術経営）関係事業講座の講師として参加している
本学教授 1 名に MOT プログラムマネージャーの職名を付与するとともに，県内
企業の経営者等を対象にした人材育成事業として，「イノベーション・マネジメ
ント実践講座全 10 回」（延べ 121 名参加），大分市主催の「中小企業支援講座全
11 回」（延べ 202 名参加）を開催した。これらの講座には，リピーターとなり参
加する者も多く，県内企業からは毎年継続開催の要望が強い。また，地域の知
的財産基盤整備活動の新しい取組として，将来弁理士を目指す動機づけを促し，
特許法・商標法等を学ぶための初心者向け「弁理士チャレンジ講座全 4回」（延
べ 71 名参加）を開催し，地域ニーズに即した講演会等が実施できた。【39】 
 
③国際交流及び国際貢献の推進 
○大学院経済学研究科では，交流協定校である中国の大学(武漢・華中科技・中
南財経政法・対外経済貿易・深圳)の卒業生（卒業見込み者含む）を対象に，書
類選考及び現地での面接を通じ合格者を決定する新たな入学者選抜制度により，
平成 22 年 4月中国武漢市で面接を実施，4名が応募し 3名を合格とした。また，
次年度の選考では，平成 23 年 1 月に同様に面接を実施，5 名が応募し 4 名を合
格とした。さらに，中国の江漢大学外国語学部日本語学科の 3 年次修了者を本
学に 1 年間受入れ，所定の単位を満たせば江漢大学より学士の学位を授与する
という新たな受入れ方式について，平成 22 年 6 月，中国江漢大学から副学長等
が来学，中国江漢大学 3+1 共同プロジェクト WG において受入れ科目等の検討を
行い，平成 23 年 3 月には，本学担当理事及び教職員が江漢大学を訪問し，本学
に留学希望のある学生にヒアリングを実施，カリキュラムの要望・本学での指

導体制等について協議の上，平成 23 年 9 月から 5名を受け入れることを決定し
た。【42-1】 
○学長裁量経費の公募枠を見直し，次年度から新たに国際活動支援枠を設ける
ことを決定し，若手教員の国際会議講演への支援，多国間共同教育研究プロジ
ェクトや本学が主催する国際会議開催への支援を行い，国際化の推進と留学生
の受入れ増を目指すこととした。 
 
④学と学の中核的連携拠点の形成 
 「戦略的大学連携支援事業(GP)：地域連携研究・留学生支援・教育連携を柱
とする地方における高度人材養成拠点の構築」の事業費として，地域連携研究
コンソーシアム大分における連携大学等機関の研究推進及び企業との共同研究
等への発展を図るため，大分県内8高等教育機関（大分大学，大分県立看護科学
大学，大分県立芸術文化短期大学，大分工業高等専門学校，日本文理大学，別
府大学，別府大学短期大学部，立命館アジア太平洋大学）による「学・学連携
型研究助成事業」を公募し，企業連携・地域課題解決等を重視した研究課題5件
を採択し研究費の助成を行った。平成22年度に地域連携研究コンソ－シアム大
分が実施した大学間共同研究推進事業等に対して行われた外部評価では，本学
が地域の中核大学として継続して活動支援することが確認された。 
 こうした共同研究をさらに進めるための研究者情報の発信及び教員の意識高
揚を図るため，コーディネーターが各連携校を訪問し，120 名を超える研究者に
インタビューを行い，専門とする研究内容等について地域連携研究コンソーシ
アム大分のホームページで公開した。この内容について，県内の研究者が身近
に感じられ，専門的すぎず読みやすい内容にまとめられているとして，マスコ
ミ報道等で評価されるなど，社会的にも好評を得ている。【40】 
 
2.業務運営・財務内容等の状況 
 「大分大学の道標 2010-2015」（平成 21 年度策定）と，その具体的表現であ
る中期目標・中期計画の達成に向けて，第 2 期中期目標期間の初年度に計画さ
れた事業全てを厳正な進捗管理のもとで達成した。「業務運営・財務内容」等の
課題については，「社会環境の変化及び社会のニーズに迅速かつ的確に対応し，
存在感のある大学として発展するため，個性・特色を伸長した魅力を創生する
とともに，国立大学としての役割と責任を積極的に果たすマネジメント改革を
推進する」べく，諸事業を展開した。このことにより，業務運営・財務内容等
における諸事業37項目のうち6項目で「年度計画を上回って実施している」と，
また 31 項目を「年度計画を十分に実施している」と自己評価し，全体として平
成 22 年度計画については達成したと自己評価するものである。 
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≪業務運営等の改善≫ 
①年度計画の進捗管理と自己評価 
○第 2期中期目標期間の最初となる平成 22 年度から，年度計画の達成に向けた
取組を，各部局レベルまで掘り下げた具体的な取組（アクションプラン）とし
て策定し，実施する主体及び内容・方法を具体的に記載するとともに，何をも
ってアクションプラン達成を証明する予定か，計画段階で予め示すこととした。 
平成 22 年度においては，取組開始状況の確認のため 6月末現在，中間達成状況
の確認のため 9月末現在，そして終盤状況の確認のため 12 月末現在と，年 3回
の進捗状況管理を総務・企画部門会議のもとで行い，小まめに着実な進捗管理
を行うことで，状況把握ができた。これらの作業の終着点として，平成 23 年 3
月末までに平成 22 事業年度に係る業務の実績に関する報告書原案（学内様式）
を作成した。これは，第 2 期中期目標・中期計画期間における法人評価委員会
への提出様式に加えて，「教育研究等の質の向上の状況」も含めて，全ての項目
について進捗状況（4段階判定の結果）と，それらの判断理由（計画の実施状況
等）を記述したものである。なお，次年度は，年度計画とアクションプランの
一体性・整合性及び業務の効率性の観点から，進捗管理方法を検証し必要に応
じて進捗管理方法を変更することを決めた。 
○自己評価について，問題点の洗い出しを行った結果，データや膨大な資料収
集を行い，200 頁を超える自己評価書を作成していた従来の自己評価が各部局の
業務負担となっていたことが明らかとなった。そこで，それを軽減するために，
第 2 期中期目標期間の自己評価は法人評価と連動して行うとともに，それ以外
で学長が指示する事項について自己評価を行う方法へと見直し，平成 22 年 6 月
開催の評価委員会で「自己評価の実施について」を策定した。新しい自己評価
の実施方法においては，法人評価で作成する業務実績報告を準用し，上述の「平
成 22 事業年度に係る業務の実績に関する報告書原案（学内様式）」を自己評価
書とすることとし，平成 22 年度分から実施した。【75-1】 
○これまで自己評価と連動して収集してきた各種データについては，大学経営
等に活用するため，基礎データ（員数データ，実績データ等），保存データ（電
子的に保存しているデータ等），保管データ（印刷物でしか存在しないデータ）
という 3 つのカテゴリーに分類し，導入した評価基礎データ登録システムを利
用し引き続き収集する準備を行った。【75-2】 
 
②男女共同参画社会の実現に向けた取組 

平成22年度文部科学省科学技術振興調整費による女性研究者モデル育成に応
募し，平成 22 年 5 月に本学の『地域社会で育む「輝く女性研究者」支援』プロ
ジェクトが採択された。このプロジェクトを推進するため，平成 22 年 7 月に学
長特別補佐（女性研究者支援担当）を配置し，大学が一体となり男女共同参画
を推進し統括する組織として学長が本部長を務める「男女共同参画推進本部」
を設置するとともに，学長特別補佐を室長とする大分県内の大学で初めて女性
研究者サポート室を設置した。サポート室では，キャリアサポート(研究支援)，

環境サポート(育児・研究環境支援)，情報サポート(広報・啓発活動)，地域連
携サポート(地域社会との連携)を行うこととした。また，平成 22年 10 月に，「大
分大学男女共同参画推進宣言」を策定し，平成 22 年 10 月から平成 25 年 3 月ま
での間に実施する様々な取組を「男女共同参画行動計画」として取りまとめ，
公開ホームページで公表した。(行動計画に基づく平成 22 年度の取組は，1.教
育研究等の質の向上の状況の研究欄，業務運営の改善及び効率化に関する特記
事項へ記載) なお，啓発活動の結果，平成 22 年度は本学で初めて男性事務職
員が育児休暇を取得(8 日間と 12 日間)したことは，男女共同参画推進を前進さ
せる大きな一歩となった。【64-1】 
 
③学外委員等の意見への対応 
○ステークホルダー・ミーティングは，本学における各種取組について大学関
係者の意見を広く収集し，大学運営に活用しようと平成 21 年度に初めて実施さ
れた試みであり，学外者の意見を法人経営・大学運営に活用する取組として，
学内外から高く評価されてきたところである。平成 22 年度のミーティングは，
昨年度同様，学生，保護者，高等学校教諭，自治体関係者，企業関係者の計 12
名のステークホルダーで構成され，平成 21 事業年度に係る業務の実績に関する
報告書並びにその評価結果，第 2 期中期目標・中期計画等の内容をもとに実施
した。ステークホルダーからは，教育，研究及び社会貢献活動等において取組
を評価する意見のほか，更なる取組が期待される点，改善を要する点も挙げら
れ，次年度以降の大学運営に取り入れ活用することとした。 
○経営協議会は平成 22 年度に 8回開催した。大学の防犯体制に関する学外委員
の意見への対応として，各キャンパスの外灯を充実させ，また学内の建物への
入退出管理状況調査を実施し，時間外等における「建物への入退出管理ついて
（重要通知）」を発出し，入退出管理に関する意識啓発を図るなど，学外委員の
意見を大学運営に反映させている。学外委員の意見に対する取組は，本学公開
ホームページにも掲載している。 
 

④組織の見直しについて 

平成21年 7月，将来計画会議のもとに設置した2つのワーキンググループ（大 

学院博士課程検討 WG 及び教員養成系学部検討 WG）において，入学定員を含む組

織の見直しについて検討を進めた。この検討結果を今後の組織の見直しの方向

性として取りまとめ，平成 23 年 3 月開催の将来計画会議，経営協議会，教育研

究評議会及び役員会で審議し，決定した。見直しは次のとおりである。 

≪教員養成系学部について≫教育福祉科学部は，教員養成課程の入学定員を拡

充し，新課程を縮小する学部へと改組する目的で検討を行うこととした。 

≪大学院博士課程等について≫医学系研究科修士課程について，医科学専攻は

将来の臨床工学コース設置に向けて，また平成 23 年度に，東九州地域医療産業
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拠点構想に基づき臨床工学を取りいれたカリキュラム編成への検討を行うこと

とした。看護学専攻は，入学定員削減の方向で，平成 24 年度以降の概算要求等

に向けて調整を行うこととした。 

工学研究科博士後期課程は，平成 24 年 4 月に入学定員の削減に向けて平成 24

年度概算要求等を行うこととした。 
≪その他の修士課程及び博士課程について≫組織の設置後 4 年～10 年以上経

っているため，組織の検証を進め，必要に応じて組織やカリキュラムの見直し
を行うこととした。 
 

⑤「大学等事務系職員コンソーシアム in おおいた～ひろげよう大分の輪～」の 
開催 
本取組は，平成 21 年度大分大学 SD（スタッフ・ディベロップメント）公募事

業「大分大学職員の職能・意識向上 SD 研修」をさらに発展させ，大分県内の国
公私立大学（短期大学及び高等専門学校含む）の若手職員（主任級以下）を対
象とした SD 研修を実施し，研修を通じたコミュニケーション能力の向上及び大
学間交流の推進を図った。 
本学の若手職員 10 名が運営委員となり，本研修の企画立案・実施までを担当，

他大学の若手職員 23 名が参加し，これまであまり機会のなかった大分県内の若
手事務系職員の交流を図ることができた。この研修により得られた成果を大学
運営へ還元し，大分大学の活性化につなげていくことが期待される。 

 
⑥監事監査もしくは内部監査の対応状況 
平成 22 年度監査計画に基づき，監事による業務監査を 6 回（定期監査 3 回，

臨時監査 3 回）及び会計監査を 4 回，監査室による業務監査 1 回及び会計監査
を 3回実施した。 

平成 22 年 11 月に行われた監事による臨時監査では，「専任の広報担当の課長

級職員を任命し，最小限必要な数の広報担当職員を配置するなど，広報担当組

織の充実・強化を図るべきである」と指摘を受けた。広報戦略体制の拡充・強

化については，今年度中に広報室の設置，広報室長の公募を行うこととしてい

たが，今年度計画【76】で掲げた広報体制の見直しとも関係し，学長補佐（広

報戦略担当）と連携することによる広報体制の充実，大学に散在している前向

き，後ろ向きに関わらない各種情報の把握，広報誌やホームページ等のメディ

ア作成にとどまらない統一的，戦略的な広報活動の実施体制を目指すこととし

た。 
そのため，学長補佐（広報戦略担当）のもと広報推進部門会議を中心に，さ

らなる広報体制の充実について検討した結果，次年度に学長の下に新たに「広

報室」を設置するとともに，広報に関する専門的ノウハウを持った広報業務経

験者に的を絞り，広報戦略の企画立案，マスコミ対応を行うための広報室長を

採用することとした。 
平成 22 年度に実施されたいずれの監査においても，指摘を受けた事項につい

ては，回答期限を付して担当部署へ分析・確認を求め，講じるべき措置の検討
及び指導を行った。 
 

⑦若手教員を支援する取組 
若手教員支援（育成，増加に向けた）の取組の一環として，学長裁量経費に

若手研究者萌芽研究支援プログラム経費を設けている。このプログラムは，実
績・成果が必ずしも十分ではないが，着想・構想に独創性並びに発展性が期待
され，研究費の助成により成果が期待される萌芽研究を対象とし，特に，異な
る分野の若手研究者同士が共同して連携・融合研究に取り組む新たな学術創生
の萌芽となる課題や，積極的な文理融合型の萌芽研究課題を優先して支援する
もので，平成21年度からはグループ編成による企画のみならず，個人による企
画も申請を可能としており，申請者・分担者ともに各年度の4月1日現在で教授
を除く42歳以下の教員に限定している。平成22年度は，「若手育成の重要性」な
らびに「外部資金獲得力がまだ十分でない」などの点も考慮して審査を行った
結果，学内公募により申請のあった12件全てを採択した。平成22年8月には，平
成21年度分の学長裁量経費成果報告会を開催するとともに，公開ホームページ
に成果報告書を公表・周知することにより，若手教員の研究意欲の向上を目指
している。 
 

≪健全で戦略的な財務マネジメント等の推進≫ 
①予算配分における戦略的経費への重点化 
 平成 22 年度予算配分においては，大学が戦略的に取り組むべき課題を明確に
し，その課題に重点的に配分するため，平成 22 年度予算編成の基本方針に「予
算編成における新たな方針」を盛り込んだ。これにより，第 2 期中期目標・中
期計画の達成のための経費について，毎年度一定額を計画的に積み立て，事業
を支援することとし，中期計画「食堂スペースの拡充，学生寮の充実等，キャ
ンパス内生活環境を改善する。」を達成するため，平成 22 年度当初予算におい
て，「中期目標達成積立金」の予算を確保した。（年度当初予算額：3,000 万円） 
そして，新たな枠として教職員の資質向上のため，教員に係るサバティカル

研修や職員 SD 研修に係る予算を確保するとともに，とりわけ学生の教育環境・
生活環境の充実のために平成 22 年度予算枠 2,000 万円（前年度予算枠 1,228 万
円）を確保し，学長のリーダーシップのもとで予算配分が可能な環境の充実を
図った。 
また，従来の学長裁量経費の公募枠について次年度から新たに国際活動支援，

ベンチャービジネス支援，重点領域研究推進の3種類を加えることを決定した。
これにより，学内に設置されている公募関係経費を一元化し，学長のリーダー
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シップのもとで運用する体制が整えられた。 

 さらに，平成 23 年度以降における図書館改修に伴う設備整備費，国際交流会
館の改修及び附属病院再開発事業等に充当するため，年度途中における予算配
分の見直しを行い，所要額を全学的に捻出して予算を確保し約18億円程度を「中 
期目標達成積立金」とした。【60】 
 
②外部研究資金の獲得方策の改善等に関する取組 
運営費交付金が削減される現状を踏まえて，外部資金・競争的資金の獲得方

策の改善に向けた多様な取組を展開した結果，例えば平成 23 年度科学研究費補
助金において，採択率は平成 22 年度 31.4％から平成 23 年度 38.29％へ 6.89 ポ
イント上昇し，採択額にして 8,465 万円上回ることができた。 
全学的な取組として，（独）日本学術振興会職員を講師として「科学研究費補

助金の最近の動向について」と題する講演会を，また，（独）科学技術振興機構
職員を講師として「研究資金制度とその活用について」と題する研究者支援の
ためのセミナーを開催し，利用できる研究資金制度や採択されるポイントにつ
いての講演を実施した。ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーでは，外部資金
獲得や受賞等の情報収集を行い，年間 3回発行している「VBL ニュース」に掲載
し学内研究者へ情報発信を行った。 

各学部においては，平成 23 年度科学研究費補助金申請に係るプロジェクト委
員あるいは支援組織をそれぞれ設置し，申請書の作成指導を行うとともに，平
成 23 年度科学研究費補助金申請に係る学内説明会を実施し，担当教員及び事務
職員から申請書の書き方，申請書の評価ポイント等について説明を行った。 
他方，受託研究費，共同研究費及び受託事業経費の獲得に繋がる方策につい

ても改善のための取組を次のように進めた。地域連携研究コンソーシアム大分
ホームページに研究者情報発信サイトを作成し，研究者の専門領域等を公開す
ることにより，契約件数の増加及び契約金額の増収を図ることとした。 
受託事業経費については，平成 22 年 7月に設置された医学部附属基礎医学画

像センターが 11 月に稼働を開始し，CT 装置を利用し警察等外部機関の依頼によ
る死後画像検査を実施することにより，増収を図る環境を整えた。【68-1】【68-2】 
 
③省エネに関する取組 
 節約意識の向上，光熱水量を抑制し更なる経費抑制を行う仕組みとして，平

成22年度から全学共通経費（管理的経費）の枠内で措置されていたものを各部

局に予算額を配分し，過不足額について当該部局へのインセンティブ（負のイ

ンセンティブを含む。）となるよう仕組みを構築するとともに，次のような取

組を行った。 

・新たに，省エネへの環境を整えるため，省エネルギー推進委員会を設置し，

エネルギー管理推進者を各部局に配置して，管理区分にエネルギー管理推進員

を配置した。 

・各部局の光熱水量の使用実績の増減分析や省エネに向けた対応策の検討を行

った。 

・各部局の電気・ガスの目標使用量・目標使用率を設定し使用量の抑制を周知

した。 

・特別な事由を考慮して見直しのうえ，各部局の電気・ガスの目標使用量・目

標使用率を設定し，冬季の使用量の抑制について周知した。 

・対前年度比較の光熱水量の速報値を学内ホームページに掲載し，また，「冬の

省エネキャンペーン」を実施することで，本学構成員の省エネに対する啓発活

動に取り組んだ。 
・効果的に削減を行うため，データロガーによる各部屋の温度変化を調査した。 
 
≪戦略的で効率的なスペースマネジメント及び環境と安全に配慮したキャンパ 

スづくり≫ 
①戦略的で効率的なスペースマネジメントの構築をめざして 
「大分大学施設整備計画及び施設マネジメント計画」に基づき，施設の有効 

利用を図り，施設の効果的運用に資することを目的とし，使用している全ての
部屋（附属病院及び図書館を除く 2,440 室）を対象に施設の有効利用調査（書
面調査と現地調査）を行った。その結果を学内諸会議において評価を行うとと
もに，今回の調査から得られた基礎的情報をもとに，学内全室の使用者，使用
用途等が把握できる施設有効利用のため必要となるデータベースを完成させた。 
 大分大学医学部附属病院再整備計画に基づき，患者ニーズへの対応，教育病 
院としての機能充実及び高度医療の実践等のため，病棟の新営工事に着手した。 
また，包括的がん医療の実践等のため PET 検査棟の新営工事を完了した。【74-2】 
 
②環境と安全に配慮したキャンパスづくり 
 安全面強化のため，旦野原，挾間及び王子の各キャンパスの防犯外灯整備に
ついて，当初 2カ年で計画していた外灯の増設を単年度（平成 22 年度）で行っ
た。（旦野原 27 基，挾間 32 基，王子 12 基を増設） 
バリアフリーの推進については，附属中学校の体育館にスロープを設置，教

養教育棟及び教育福祉科学部に多目的トイレの設置を含めたトイレの全面改修
を行い，学生・教職員の環境整備を図った。 
また，安全・安心な施設環境を整備するため，老朽化した教養教育棟講義実

験室棟の耐震改修及び機能改善改修を行い，さらに平成 22 年度国立大学法人等
施設整備実施事業として施設整備費予算を確保し，挾間体育館（医学部）の耐
震改修及び機能改善を行った。【84】 
大学のキャンパスが，社会的な説明責任のもとで教育研究を積極的に推進す

る場であること，さらにそれが公共的性格を備えた空間であるという認識から，
真の意味で安心かつ安全な環境として構築するため，平成 23 年 4 月 1 日より，
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全てのキャンパスにおいて「敷地内全面禁煙」の実施を決定した（平成 23 年 1
月）こともその一環である。 
 

≪その他≫ 

①東日本大震災に対する支援について 

 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災に対する本学の支援活動は，次

のとおりである。 

〈募金活動〉 

 被災者支援のため，学長の呼びかけにより教職員から寄せられた義援金 839

万円，医学部附属病院の外来及び入院患者による義援金 40,661 円を，平成 23

年 3 月 31 日に大分合同福祉事業団を通じて被災地へ寄付した。また，学部学生

有志による街頭募金活動なども行われた。 

〈災害救援物資の発送〉 

 学内にストックしている簡易マスク 21,140 枚，トイレットペーパー1,728 ロ

ール，携帯カイロ 189 個，電池各種合計 118 個，ブルーシート 9枚，その他飲

料水，家庭用医薬品等の物資を，平成 23 年 3 月 22 日に発送した。 

〈図書館サービス〉 

学術情報拠点（図書館）では，関東・東北地方の大学に在学中の学生及び入

学予定者で震災により緊急帰省などのため，大分県近隣に滞在せざるを得なく

なった方を対象に，本学学生と同等のサービスを利用できることとした。 

〈医療支援〉 

 平成 23 年 3 月 12 日，大分県内の医療機関で組織され，本学医学部医師等が

所属する大分 DMAT が，宮城県仙台市に派遣され救急医療活動を展開した。 

〈経済的支援〉 

 震災により実家が被災し，経済的苦境にある学生への支援（授業料免除）を

案内した。 

〈危機対策本部の設置〉 

 大震災対応として，必要な情報を収集し共有するとともに，被災地域の学生

への修学支援，就職活動支援，研究者（大学院生，教員）への研究支援等，全

学的な対応策を具体化・策定し，実施するため「危機対策本部」の設置を決定

した。 
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Ⅰ大学の教育研究等の質の向上の状況 

１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

 （１）教育に関する目標 

  ①教育内容及び教育の成果等に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

○ アドミッション・ポリシーに応じた優れた学生を確保する。 
○ 「幅広い職業人養成」及び「高度の専門職業人養成」の機能向上を目指し，学生が確実に成長する学士課程教育，修士課程教育及び博士課程教育を行う。 
○ 学習への動機付けと意欲の向上に資する教育方法と研究指導を推進する。 
○ 学生の成長過程を検証し，教育成果を向上させる。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 

【1】 
高等学校の学習成果と学士課程教育に必 
要な能力・適性を適切に把握・評価する入
学者選抜を行う。（学部） 

【1】 

高等学校段階で習得しておくべき内

容・水準をアドミッション・ポリシ

ーに具体的に示し，選抜要項や説明

会等を利用して受験者側へ周知す

る。 

Ⅲ 

【1】 

アドミッション・ポリシーの記載において「大学までに身につけてほ

しい科目・教科」の項目を設け，高等学校段階で習得しておくべき内容・

水準を具体的に示した。併せてホームページ，入学者選抜要項，学生募

集要項に掲載するとともに，入学試験説明会，進学説明会等を利用して

受験者側へ周知を行った。 

【2】 
学士課程での学習成果，並びに高度専門職
業人及び研究者に必要な能力・適性を適切
に把握・評価する入学者選抜を行う。（大
学院） 

【2】 

現在実施している大学院入学者選抜

の妥当性の評価を行い，入学者選抜

方法の改善策を検討し，問題点を洗

い出す。 

Ⅲ 

【2】 

≪教育学研究科≫ 

平成 17 年度から 22 年度の入試における出身学部・卒業見込み・現職

教員等別の志願者数に関する調査を行い，志願者動向の把握を行った。

また，九州内の大学や大学院から入学者選抜システムに関する資料を収

集し，志願者増加に向けた取組の特徴について検討した。 

その後，教育学研究科を中心として，大学院入学者選抜システムで全

国の大学院が実施している入試広報の工夫について情報を収集し，整理

した。最終的に志願動向や教育学研究科を取り巻く社会情勢等の変化を

踏まえたうえで，教育学研究科の入学者選抜システムの妥当性を検討し

た結果，受験科目や試験日等において，改善すべき課題が整理できた。 

志願者動向を踏まえて，志願者が少ない区分の要因を検討するととも

に他大学大学院と本研究科の入学者選抜システムの差異について検討を

行った。 

また，他大学の入学者選抜システムにおける工夫と比較し，本研究科

平成２２年度実績報告書 

進捗状況の評価基準 
Ⅳ：年度計画を上回って実施している Ⅲ：年度計画を十分に実施している 
Ⅱ：年度計画を十分には実施していない Ⅰ：年度計画を実施していない 
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の入学者選抜システムの特徴と問題点を抽出した。なお，入試広報のあ

り方についてもあわせて検討し，潜在的な志願者獲得につながる進学説

明会を平成 23 年 1 月に 2回開催した。 

これまでに整理された課題や問題点を踏まえて，今後取り得る入学者

選抜方法の改善策を検討し，研究科委員会（平成 23 年 3 月 18 日）に報

告した。 

 

≪経済学研究科≫ 

今年度より博士前期課程において秋季入学の制度を導入し，推薦によ

る入学者選抜を行なった。8 月に中国で面接による 1 回目の入学者選抜

を行い，10 月に初めて秋季入学者を受け入れた。これにあわせて，秋季

入学者向けの教育プログラムを開始した。 

その後，秋季入学の 1回目の実施状況を検証したうえで，平成 23年 10

月入学の２回目の選抜時期を早めることなどを研究科委員会で決定し，

平成 23 年 1月に入学者選抜を実施した。 

 

≪医学系研究科≫ 

修士課程において，社会のニーズにあった入学者選抜を行うため，平

成22年6月2日開催の第3回修士課程小委員会で出願資格認定基準の検

討を行い，医科学専攻では出願資格認定基準を新たに設定し，看護学専

攻では基準を緩和した。平成 23 年度入試はこの新基準により実施した。 

博士課程において，多様なニーズに対応するため，新たな入学者受け

入れ体制を検討し，平成 22 年 6 月 18 日に行われた河北医科大学との学

術交流会議において，今後の学生交流の在り方として，本学大学院への

進学を推進することを確認した。また，平成 23 年 3月に開催した医学部

国際交流委員会で留学生支援に係る新規事業の検討を行った。 

 

≪工学研究科≫ 

各専攻(コース)は，７月の教務委員会及び入試委員会から依頼のあっ

た，博士前期課程におけるアドミッション・ポリシーの再検証と大学院

入学者選抜の妥当性の評価について,検討した。その結果を入試委員会に

諮ったが，特に現状での問題点は掲げられなかった。 

また，博士後期課程におけるアドミッション・ポリシーの再検証及び

大学院入学者選抜方法の改善策について検討を行った。この結果，入学

者数の状況と社会情勢の変化を鑑みて，今後博士後期課程の入学定員削
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減を含めて検討を進めることとした。 

 

≪福祉社会科学研究科≫ 

多様な分野から人材を求めるため，学校推薦入試（平成 18 年度），事

業所推薦入試（平成 19 年度），シニア社会人入試（平成 22 年度）を創設

し，入学者選抜方法の改善を行ってきたことにより，大学院創設から現

在までに，社会福祉施設，社会福祉協議会，医療機関など様々な分野か

ら入学者を得ることができた。 

しかしながら，募集人数に比べ，入学志願者数が 1.2 倍程度と少ない

こと（最近 3 年間の平均）を問題点として掲げ，入学者の質を向上させ

るためには，選抜方法の改善だけでなく，入学志願者の増加も必要であ

り，今後の入試に関する広報の強化を課題として掲げた。 

【3】 
本学と高等学校との連携を通じて，高等学
校教育と大学教育の接続方法等を充実さ
せる。（学部） 

【3】 

「学問探検ゼミを核とした高大接続

教育」（「質の高い大学教育推進プロ

グラム」選定）事業や大分県との「高

大接続モデル事業」等を実施すること

により，高等学校教育と大学教育の接

続方法等を充実する。 

 

 

Ⅳ 

【3】 

○学問探検ゼミを核とした高大接続教育 

前学期においては，通常授業の遠隔配信として「社会福祉概説」，「物

理学」の 2 つの授業を 6 つの高校（大分雄城台高等学校，大分鶴崎高等

学校，大分商業高等学校，日田高等学校，安心院高等学校，中津南高等

学校）に配信した。このうち中津南高等学校が今年度から新たに加わっ

た。 

 また，前年度から開始した「高校生のための特別講座」を今年度は「文

系チャレンジ講座」（全 4 回），「理系チャレンジ講座」（全 4 回）に改称

し対面授業と同時に遠隔配信を行った。対面授業には遠隔配信していな

い高校の中から毎回異なる 1校が来学して聴講する方式を採用した。 

 後学期においては，学問探検ゼミ（高校の教員と生徒，大学の教員と

学生という 4つの主体全てが参加する）を開講し，金曜 5 限と火曜 5 限

に大分雄城台高等学校，大分鶴崎高等学校，大分南高等学校の高校生計

13 人が参加した。また，「哲学概論Ⅰ」，「社会保障論Ⅰ」の 2 つの授業

及び「文系チャレンジ講座」（全 4回），「理系チャレンジ講座」（全 4回）

を 6つの高校に遠隔配信した。 

また，次の事業も実施した。 

・大学生が出身高校を訪問して自分が学んでいる学問について説明す

る「キャンパス大使」として 39 校に 64 人を派遣した。 

・ユニークなアイデアを高校生から募集する「高校生なるほどアイデ 

アコンテスト」を実施したところ，735 作品（802 人）の応募があ

った。 
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・学問探検ゼミに参加した高校生が研究室を訪問しインタビューを行

う「キャンパス・レポーター」を 2つの研究室で実施した。 

・高校・大学の教員が対等な関係で意見交換する「教員連携ワーキン

グ」（年 3回），「教員連携シンポジウム」（年 1回）を実施した。 

・AO・推薦入学合格者に入学前の学習課題を課す「高大接続学習」を

実施した。 

外部評価報告書において，7 つの事業別評価のうち 4 つの事業が最高

点である 4点（非常に優れている）であり，残り 3事業も 3 点（良好で

ある）の評価を受けた。また総評においても「全国の大学でも取組の少

ない分野における先駆的な試みとして高く評価できる」「大分大学の教育

全体に拡大し，大分大学の特徴ある高大連携プログラムを構築して全国

に発信することが望まれる」との高い評価を受けた。 

○高大連携モデル事業 

大分県教育委員会主催の「高大連携モデル事業」として，経済学部は

本年度新たに高校 3年を対象とするビジネスセミナーII を開講し，県内

の高校教員が参加する成果報告会において教授法の普及を進めた。これ

らの成果を踏まえて，大分県はさらに 3 年「産業人材育成推進事業」と

して本学との新たな連携を進めることを決定した。 

○高大連携協定に基づく連携事業 

大分雄城台高等学校との高大連携協定に基づき後学期授業の一部を開

放し，「ピアノⅡ」，「障害児臨床演習」，「中級演習」，「高大連携授業」に

計 13 人の生徒が聴講した。 

【4】 
導入・初年次教育を中心として，コミュニ
ケーション能力等を含むアカデミックス
キルの向上を図り，外国語能力の養成など
の国際性の涵養を含む教育の改善・充実を
進める。（学部） 

【4】 

体験活動やボランティアを組み込ん

だ教育により，コミュニケーション

能力向上を図る教育内容の改善と開

発を進めるとともに，「国際理解教育

ゼミナール科目」や TOEIC 等の全学

的実施により外国語能力の養成など

国際化に向けた教育を充実させる。 

Ⅲ 

【4】 

前学期においては，主題Ⅰの「学習ボランティア入門」，「ボランタリ

ー体験と自他発見Ⅰ・Ⅱ」の中で各種ボランティア活動を組み入れた授

業を行った。主題Ⅸの「自然体験活動の理論と実践」，「大分の水Ⅰ・Ⅲ」，

「里海と里山Ⅰ」の中では自然観察会，水辺スポーツ実習（カヌー），田

植え，ビーチ清掃活動，合宿授業等の体験活動を組み入れた授業を行っ

た。後学期においては，主題Ⅰの「ボランタリー体験と自他発見Ⅲ」の

中で各種ボランティア活動を，主題Ⅸの「大分の水Ⅱ・Ⅲ」，「里海と里

山Ⅱ」の中で稲刈り，川の生き物観察等各種体験活動を組み入れた授業

を実施した。 

国際理解教育ゼミナール科目として，前学期に「TOEFL 英語Ⅰ」，「留学

準備英語」，「留学英語Ⅰ」，「留学英語Ⅱ」，「表現技術」を，後学期に「TOEFL

英語Ⅱ」，「アカデミック・イングリッシュⅠ・Ⅱ」を開講した。 
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また，全学的に TOEIC-IP テストを 7 月 3 日，11 月 6 日，1 月 22 日に

実施し，それぞれ全学で 244 人，176 人，230 人が受験した。経済学部で

は，TOEIC-IP テストを別途実施し，成績評価に反映させている。 

なお，主題科目専門部会の検討を経て，12 月 24 日の全学教育機構運営

会議において「大分の水」，「学習ボランティア入門」，「留学準備英語」

等を来年度の開講科目として決定した。 

【5】 
養成すべき人材像を踏まえ，全学共通教育
とキャリア形成教育を体系的に関連付け
た専門教育を充実させる。（学部） 

【5】 

学士課程全体を展望できるキャリア

形成教育プログラムの開発を推進す

る。 

Ⅲ 

【5】 

大学設置基準の改正（持続的な就業力の育成）への対応について，「キ

ャリア教育推進連絡会議」に替えて，新たに「キャリア教育実施準備委

員会」を立ち上げて検討を重ねた結果，教育研究評議会において「大分

大学における大学設置基準に対応したキャリア教育の推進について」を

決定した。これに基づき，平成 23 年度から「キャリア教育実施委員会」

を設置することとした。 

教養教育全学共通科目主題Ⅰの科目として「キャリアデザイン入門」，

「職業とキャリア開発」を後学期に開講した。 

大学生の就業力育成支援事業 GP として「持続的就業力を育む地域連携

型キャリア教育－28 歳時に社会の中核を支える自立した職業人を産・

官・学・高で養成するための成果内外の取組－」が選定され，「キャリア

教育推進会議」を立ち上げて事業を推進することとした。 

主題科目専門部会の検討を経て 12 月 24 日の全学教育機構運営会議に

おいて「キャリアデザイン入門」，「職業とキャリア開発」等を来年度の

開講科目として決定した。 

【6】 
社会人・留学生などの多様な学習履歴を踏
まえたコースワーク（専門的知識，関連領
域及び研究技法に関する教育）と論文作成
指導及び学位論文審査を体系化したカリ
キュラム編成を行う。（大学院） 

【6】 

カリキュラム及び研究指導体制を検

証し，問題点を洗い出す。 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

【6】 

≪教育学研究科≫ 

多様な学習履歴を持つ社会人・留学生などの人数，構成比率を把握し，

大学院在籍者を対象にカリキュラム上の問題点を把握するために，学部

授業改善アンケートの活用など調査方法を検討した。その結果，3 月末

に学部授業改善アンケートの結果をとりまとめ，カリキュラムの検証と

いう観点から問題点を洗い出した。アンケートを分析した結果，カリキ

ュラムについては，専門科目の充実性，実践性などで高評価を得ており，

また，指導体制についても学生の要望に即した柔軟性に対して高評価が

見て取れる。一方で，社会人学生のための事務支援体制の充実，Wi-Fi

（無線 LAN 機器間の相互接続性）等の整備について問題点が指摘された。 

現行の論文・作品等の作成指導体制，学位審査体制，及び指導・審査

上の問題を調査するために，各専修・コース教員へのアンケートを実施
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し，各専修における調査結果を取りまとめた。 

 

≪経済学研究科≫ 

経済学研究科のカリキュラム及び研究指導体制について自己点検・評

価を行い，コースにより開講される授業・演習の数にバラツキがみられ

るという問題点が明らかになった。 

 

≪医学系研究科≫ 

修士課程の論文作成指導については，医科学専攻では「医科学演習」「医

科学特別研究」，看護学専攻では「特別研究」「実践課題研究」が，現行

カリキュラムに授業科目として位置づけられており，研究指導体制につ

いても特に問題はないとの結論となったが，医科学専攻の「医科学演習」

「医科学特別研究」については，シラバスに授業内容が記載されていな

いため，平成 23 年度からの「教育要項」に明記することとした。 

看護実践コース及び看護管理・教育コースについては，カリキュラム

の運営を通じた課題を看護専攻部会で検討した結果，教員の専門性を考

慮したカリキュラム編成が必要であるとの結論を，2 月開催の修士課程

小委員会及び研究科委員会において審議，了承し，平成 23 年 4月 1日か

らカリキュラムの一部改正を行うこととした。 

 

≪工学研究科≫ 

教務委員会（博士前期課程のカリキュラムと研究指導体制）並びに企

画委員会（教育組織）を中心に検討を行った結果，博士前期課程では，

教育指導体制の組織化について検討を継続し，博士後期課程については，

社会情勢の変化に対応すべく，その入学定員と，教育研究の指導体制を

見直すことを確認し，3月の工学部研究科委員会で決定した。 

 

≪福祉社会科学研究科≫ 

研究科で毎年度 2 回開催している学生と教員との懇談会を，4 月と 7

月に実施し，カリキュラムや研究指導体制のあり方に対する意見聴取を

行った。10 月に開催した修士論文中間発表会及び平成 23 年 2 月に開催

した修士論文発表会において，学生及び修了生を対象としたアンケート

を実施し，集計結果を取りまとめた。アンケート結果について，研究科

運営委員会及び研究科委員会において検討したところ，現状では特に問

題なく，好評価であることが確認できた。 
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【7】 
各研究科の定める教育目標に応じて，認定
資格教育，研究企画・管理能力と教育力の
育成等の教育プログラムを充実させる。
（大学院） 

【7】 

「高度の専門職業人養成」の観点か

ら現在の教育プログラムを検証し，

問題点を洗い出す。 

Ⅲ 

【7】 

≪教育学研究科≫ 

資格取得に関わる教育（臨床心理学コース）の現行のカリキュラム及

び教育力の育成等（他の専修）のため，独自の取組ついて，全専修・コ

ースへのアンケート調査を実施し，調査結果を取りまとめた。問題点と

して，各専修で教育力育成のための学外実践活動に濃淡があり，研究科

としての取組が組織的とは言い難く，また教育力育成のための授業科目

が一部不開講となっている等の指摘があった。 

 

≪経済学研究科≫ 

 該当なし。 

 

≪医学系研究科≫ 

博士課程医学専攻及び修士課程看護学専攻について，平成 20 年度にカ

リキュラムの全面または大幅な改正を実施しており，随時，関係委員会

（博士，修士課程小委員会）において成果の検証を行ってきた。なお，

平成 22 年度については，がん看護専門看護師教育課程認定について，平

成 22 年 7 月 15 日に兵庫県立大学看護学部にて事前審査を受け，7 月 28

日に日本看護系大学協議会へ申請書を送付した。審査の結果，平成 22

年 12 月 29 日付けで認定された。 

 

≪工学研究科≫ 

教務委員会と企画委員会を中心にカリキュラム編成並びに教育プログ

ラムの検討を行った。検討の結果，博士前期課程では，現行組織におけ

る教育カリキュラムとしては十分に機能しているものの，より充実した

教育指導体制の確立に向けて検討を継続し，博士後期課程については，

社会情勢の変化に対応すべく，その入学定員を含めて，教育研究の指導

体制を見直すことを確認した。 
 

≪福祉社会科学研究科≫ 

研究科の教育プログラムに関して，10 月開催の修士論文中間発表会及

び平成 23年 2 月開催の修士論文発表会において，学生及び修了生を対象

としたアンケートを実施し，集計結果を取りまとめた。アンケート結果

について，研究科運営委員会及び研究科委員会において検討したところ，

現状では特に問題なく，好評価であることが確認できた。 
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また，8 月には，教育研究成果の公開を促進する観点から，学内外で

修士論文を閲覧できるようにするため，申し合わせ及び閲覧申込様式を

新たに定めた。 

【8】 
学生が主体的に学習に参画する双方向的 
な教授方法（アクティヴ・ラーニング），
学習への動機付けの深化を図る実社会体 
験学習等の教授方法の開発・導入を進め 
る。（学部） 

【8】 

「水辺の地域体験活動による初年次

教育の展開」（「大学教育・学生支援

推進事業【テーマＡ】大学教育推進プ

ログラム」選定）等により，実社会体

験活動を取り込んだ教育内容・教授法

の開発を推進する。 

Ⅲ 

【8】 

前学期においては，主題Ⅰの「学習ボランティア入門」，「ボランタリ

ー体験と自他発見Ⅰ・Ⅱ」の中で各種ボランティア活動を組み入れた授

業を行った。主題Ⅸの「自然体験活動の理論と実践」，「大分の水Ⅰ・Ⅲ」，

「里海と里山Ⅰ」の中では自然観察会，水辺スポーツ実習（カヌー），田

植え，ビーチ清掃活動，合宿授業等の体験活動を組み入れた授業を行っ

た。 

後学期においては，主題Ⅰの「ボランタリー体験と自他発見Ⅲ」の中

で各種ボランティア活動を，主題Ⅸの「大分の水Ⅱ・Ⅲ」，「里海と里山

Ⅱ」の中で稲刈り，川の生き物観察等各種体験活動を組み入れた授業を

行った。これらの授業実践の中で教授法の開発を進めている。 

 体験活動を組み込んだ教授法開発では，例えば，合宿による集中講義

である「里海と里山Ⅰ」を設け，地域社会からのヒアリングによる社会

調査法教育や，外来生物駆除実践，里山小動物保護実践など野外教育法

を新たに開発した。また，地域環境団体から特別講師を招いた「大分の

水Ⅲ」を前後学期にそれぞれに新設し，学生が主体的に課題探求を行う

グループワーク教育技法を開発した。これらの成果については，「環境教

育推進ワーキング・グループ」が「大分の水 I，II」などの従来の授業

にも取り込むと共に，「環境教育交流研究会」によって学内外への普及を

図っている。 

また，ポートフォリオシステム策定導入 WG では，特別経費を用いて

教養教育棟及び各学部にクリッカー等学生参画型授業への支援設備を充

実させた。さらに，導入された教育機器（クリッカー）の回答と名簿を

関連づける「レスポンス管理システム」の開発を行い、7 つの教養，専

門授業で双方向性を強めた授業実践を実施した。 

なお，主題科目専門部会の検討を経て，12 月 24 日に開催した全学教

育機構運営会議において「大分の水Ⅰ」，「大分の水Ⅱ」等を来年度の開

講科目として決定した。 

【9】 
多様なメディアを活用し，授業形態の多様
化を図るとともに，自由な学習機会の拡充
を進める。（学部） 

【9】 

「大分大学グローバル・キャンパス」

等により多様なメディアを活用した

教育方法の充実を推進する。 

Ⅳ 

【9】 

今年度，グローバル・キャンパスに掲載した授業ビデオは前学期 10

科目 73 タイトル，後学期 13 科目 134 タイトルである(昨年度前学期 10

科目，後学期 6 科目計 143 タイトル)。また，23 タイトルのキャリア講
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習会と学内の講演会をビデオコンテンツ化した。 

教養教育科目「大分の人と学問」，「大分を探ろう」では，iPod Touch

を用いた授業ビデオの視聴及び学習成果のオンライン共有など，昨年に

はないメディア活用型学習を実践した。これら 2 つの授業は戦略的大学

連携 GP に関係しており，本学を含め 8つの高等教育機関に Web 配信を行

ない，インターネットを介した受講生間交流にも取り組んだ。 

以上のように,グローバル・キャンパスに掲載した動画コンテンツ数の

増加および新規の ICT 活用実践を行った。 

【10】 
複数教員による研究指導，国内外の学会参
加等の多様な指導方法を積極的に導入す
る。（大学院） 

【10】 

現行の複数教員による研究指導や

その他の指導法を検証し，問題点を

洗い出す。 

Ⅲ 

【10】 

≪教育学研究科≫ 

現行の論文・作品等の作成指導体制，学位審査体制，及び指導・審査

上の問題を調査するために，各専修・コース教員へアンケートを実施し

た結果，一部の専修で複数指導教員体制を敷いていないこと，指導教員

数が不足していること，学位審査日程が過密であること等の問題点につ

いて指摘があった。 

 

≪経済学研究科≫ 

経済学研究科の研究指導について自己点検・評価を行い，研究指導に

ややバラツキがあることが明らかになった。 

 

≪医学系研究科≫ 

12 月開催の博士課程小委員会及び研究科委員会で検討し，修学指導教

員及び研究指導教員の指導内容を明確化するとともに，複数指導体制を

整備した。 

 

≪工学研究科≫ 

教務委員会を中心に主指導教員，副指導教員体制による各専攻での指

導体制並びに公聴会の実施状況を検証した。その結果，工学研究科の各

専攻では，主指導教員,副指導教員体制がすでに導入されており，複数の

指導教員の下で狭い分野にとらわれることのない研究指導が行われ，広

い見識を身につけることができていることを確認した。また，公聴会に

ついては，専攻科の全教員が参加あるいは公開形式で実施しており，多

岐にわたる専門分野からの指摘，指導を受けることができる体制である

ことを確認した。一方で，企画委員会を中心に，組織の観点から指導体

制の強化について検討し，博士後期課程については，その教育研究の指
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導体制について見直すことを決定した。 

 

≪福祉社会科学研究科≫ 

研究科委員会において，複数教員による研究指導体制とその年間スケ

ジュールに関する報告を行った。10 月開催の修士論文中間発表会及び平

成 23 年 2 月開催の修士論文発表会では，教育研究の成果を公開する観点

から学外者の参加も可能とし，発表に対する複数指導教員による研究指

導を行った。さらに，これらの発表会において，学生及び修了生を対象

としたアンケートを実施し，集計結果を取りまとめ，研究科運営委員会

及び研究科委員会において検討を行ったところ，現状では特に問題はな

く，好評価であることが確認できた。 

【11】 
厳格な単位制度，授業の到達目標と評価基
準の明示を一層徹底し，学習成果の達成度
をより適正に把握する評価方法を策定す 
る。（学部・大学院） 

【11】 

学習ポートフォリオシステムの開発

等，「動機づけと形成的評価を重視し

た学士課程教育開発」（平成 22年度

特別教育研究経費）を通じて，学習成

果をより適正に把握する評価方法の

改善を推進する。 

Ⅳ 

【11】 

ポートフォリオシステム策定導入 WG では，全学の学習管理システム

(WebClass)と連携したポートフォリオシステムの導入を行った。また，

学びの目標設定活動記録，ふりかえりの支援ツールとして「画像アップ

ロードシステム」，「情報一覧システム」，「プロジェクト管理システム」

の開発を行った。 

また，授業の双方向化を促すためのクリッカーを導入するとともに，

利用説明会を教養教育棟(平成 22 年 9 月 27 日)，及び各学部（平成 22

年 12 月 9,13,14 日）で開催した。さらにクリッカーの回答と名簿を関連

づける「レスポンス管理システム」の開発を行った。 

ポートフォリオ活用実践普及 WG は，WebClass ポートフォリオを活用

した授業実践として，「成人教育方法入門」と「大分大学を探ろう」にお

いて利用し，来年度は「大分大学を探ろう」，「科学技術コミュニケーシ

ョンのデザインと実践」，「成人教育方法入門」などで利用する予定であ

る。 

今年度は新たに，全学の教養教育担当教員 19 名が参加した教養教育教

授法に関する研究会「ポートフォリオ研究会」が，本学で初となるポー

トフォリオシステムを用いた授業実践及びその検証を行っている。 

ポートフォリオ研究会による学習会を平成 22 年 11 月 24 日，平成 23

年 2 月 2日及び 3月 15 日に開催し，来年度開設する授業へのポートフォ

リオの導入に向けた講習を行った。 

ポートフォリオシステムの開発と導入により，形成的評価の支援環境

整備が進んだこと，WebClass ポートフォリオを用いた授業を実践したこ

と，ポートフォリオ研究会とクリッカー利用講習会を実施したことによ
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って，学生が自己評価をし，他の受講生や教員から相互評価を受けるこ

とにより，授業・学期途中での学習成果を把握する教育手法の学内浸透

が進んだ。 

【12】 
各研究科の教育目標に応じた学位取得プ 
ロセスを整備し，明示する。（大学院） 

【12】 

各研究科の学位取得プロセスが明示

されているか検証するとともに学位

取得プロセスについての問題点を洗

い出す。 

Ⅲ 

【12】 

≪教育学研究科≫ 

学位取得プロセスの明示について，各専修教員に対して現状のアンケ

ート調査を実施し，調査結果の特徴を分析した。分析の結果，複数教員

研究指導体制と論文審査の系統性の問題，中間発表会の時期と位置づけ

の問題，学位取得の適切さの評価の問題が明らかになった。 

 

≪経済学研究科≫ 

経済学研究科の研究指導について自己点検・評価を行い，学位取得の

プロセスについて検証した結果，適切であると判断した。 

 

≪医学系研究科≫ 

博士及び修士課程小委員会において，現状の検証を行い，医学系に係

る学位規則等の見直しを進め，平成 23 年 2 月開催の博士・修士課程小委

員会及び研究科委員会において規程改正を決定するとともに，学位申請

の手引きについて，学生便覧及びホームページに掲載することによって，

より丁寧な案内・周知を行った。 

 

≪工学研究科≫ 

学位取得プロセスについては，各専攻(コース)で検討した結果を教務

委員会に諮り，十分に機能していることを確認した。ただし，企画委員

会を中心に教育プログラムの組織的な改革についての検討が行われ，学

位取得プロセスを含めて社会情勢に対応した教育プログラムの見直し作

業を継続することを 3月の研究科委員会で決定した。 

 

≪福祉社会科学研究科≫ 

教務委員会において，学位取得や審査に関するプロセス及び作業項目

について，フローチャートなどの資料に基づき確認した。研究科委員会

においても，これまで整備してきた学位取得・審査に関わるプロセスや

体制について，順調な運営であることや好評価であることを確認した。

平成 23 年 2月には，研究科委員会において 9月修了に関する論文題目提

出等の手続きについて整備するため，「修士学位論文に関する細則」を改
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定した。 
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Ⅰ大学の教育研究等の質の向上の状況 

１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

 （１）教育に関する目標 

  ②教育の実施体制等に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

○ 学生の成長を目指す教育実施体制を充実させる。 
○ 教員の教育力向上のために，効果的な FD 等の組織的な取組を推進する。 
○ 教育目標に応じて，既存組織の改組を含む教育実施体制の再構築を推進する。 
○ 学術情報拠点を中心に，新しいサービスモデルを形成し学習・教育・研究を支援する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 

【13】 
大学全体の教育力を生かして，全学共通教
育の実施体制を一層充実させる。 

【13】 

全学共通教育の実施体制を一層充実

させるために，全学教育機構と教務

部門会議の役割を明確化し，教育実

施体制における関係整備と連携強化

を推進する。 

Ⅲ 

【13】 

全学教育機構と教務部門会議の役割明確化について検討した結果，全

学教育機構が実施面を担当し，教務部門会議が企画面を担当することと

し，平成 23 年 3 月に開催された教育研究評議会において関係規程（全学

教育機構規程，理事室及び部門会議規程）を改正した。 

【14】 
国内外の大学連携等を推進することによ
り，教育実施体制を充実させる。 

【14】 

「地域連携研究・留学生支援・教育

連携を柱とする地方における高度人

材養成拠点の構築」（戦略的大学連携

支援事業 GP）による教育連携プログ

ラムの開始など，県内国公私立大学

間の大学間連携を充実させる。 

 

 

 

 

Ⅲ 

【14】 

共通教育プログラムは，県内の 8 つの高等教育機関（大分大学，大分

県立看護科学大学，大分県立芸術文化短期大学，大分工業高等専門学校，

日本文理大学，別府大学，別府大学短期大学部，立命館アジア太平洋大

学）の連携授業として，前学期「大分の人と学問」及び後学期「大分を

探ろう」を実施した。授業テーマ及び他大学の学生とのグループワーク

に関して受講生から特に高い評価を得た。 

大分地域大学等連携講座は，大分大学が参画する 4 つの講座を開設し

た。連携講座の企画・調整にあたった生涯学習分科会は各機関の代表者

が集まり，今年度の取組を進めるとともに，来年度以降の機関間連携に

ついて基本方針を策定し，来年度も取組を継続することを決定した。 

今年度の取組は，以上のように具体的な授業科目と連携講座を開設し

た他，共通教育プログラムと連携講座を実施する機関間連携の組織とし

て「とよのまなびコンソーシアムおおいた」を設立し，大学間連携を推

進する体制を整備した。 

【15】 
全学教育機構を中心として，FD研修会等を

【15】 

FD 研修会等による点検検討を進める

 

 

【15】 

①継続的な FD 研修会として，以下の講演会，研修会を企画・実施した。 

平成２２年度実績報告書 

進捗状況の評価基準 
Ⅳ：年度計画を上回って実施している Ⅲ：年度計画を十分に実施している 
Ⅱ：年度計画を十分には実施していない Ⅰ：年度計画を実施していない 
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定期的かつ継続的に企画・開催し，教材・
学習指導法等の改善と充実を進める。 

とともに，検討結果をふまえた教育

プログラム開発・教育内容の充実を

推進する。 

 

 

Ⅳ 

 大学院 FD 講演会「大学院におけるキャリア教育の実施と課題 –奈

良女子大学での経験から-」（講師：出田和久教授（奈良女子大学）） 

で本大学院でのキャリア教育の方向性を検討した。 

 学部大学院合同メンタルヘルス講演会 

「発達に偏りをもつ学生への支援」（講師：森岡洋史教授（鹿児島

大学））により，近年の学生に特徴的な心身の変調を教職員が早期

発見する観点や手法等について研修した。 

 学内合同研修会「きっちょむフォーラム 2010」 

第 1 部:学生教職員教育改善研修会では，授業改善のためのビデオ

制作とボランティア活動を取り入れた授業実践の報告により，学生

の授業参加度を高めるために授業を改善する視点が提案された。 

②教育プログラム開発・教育内容の充実のため検討会の開催や，新たな

教育方法の開発・導入にむけての研究会を発足するなどした。 

 学内合同研修会「きっちょむフォーラム 2010」 

第 2部:FD ワークショップ「教育課題・教育実践検討会」では，教

育福祉科学部で新設された授業を題材として，系統的かつ段階的な

実践による教育効果について検討した。また，特別教育経費による

「ポートフォリオ研究会」の概要とともに，本学におけるラーニン

グ・ポートフォリオの導入が提起された。 

 今年度新たに本学で初の教養教育教授法に関する研究会「ポートフ

ォリオ研究会」が特別経費「動機づけと形成的評価を重視した学士

課程教育開発」を踏まえ，全学の教養教育担当教員（19 名）が参加

して，発足した。さらに，研究だけではなく，すでに実際の授業（「成

人教育方法入門」と「大分大学を探ろう」）において開発中の新た

な教授法による実践を展開した。また，ポートフォリオ研究会によ

る学習会を開催し，各学部数名の教員が来年度開設する授業へのポ

ートフォリオ導入に向けた研修を行った。 

 本年度より新たに導入した教育機器（クリッカー）の利用説明会を

各学部（計 4回）で開催した。さらに，研修だけでなく，実際にク

リッカーなど双方向性を強めた授業実践を 7つの授業で活用実施し

た。 

 

  上記のように，継続的な研修会を実施するとともに，教育改善への 

  新たな取組を開始した。 
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【16】 
時代と社会の要請，学問の発展に対応した
人材育成を行うために，入学定員の見直し
を含め既存組織の改組等，教育実施体制 
（教養教育実施組織，学部・大学院・セン
ター等）の再構築を行う。 

【16】 

将来計画会議等において，既存組織

の改組等，教育実施体制の再構築に

関わる検討を進め，見直しの方向性

を決定する。 

Ⅲ 

【16】 

平成 21 年 7月，将来計画会議の下に設置した 2つのワーキンググルー

プ（大学院博士課程検討 WG 及び教員養成系学部検討 WG）において，入

学定員を含む組織の見直しについて検討を進めた。この検討結果を今後

の組織の見直しの方向性として取りまとめ，平成 23 年 3 月に開催した将

来計画会議，経営協議会，教育研究評議会及び役員会で審議し，決定し

た。見直しの内容は次のとおりである。 

≪教員養成系学部について≫ 

教育福祉科学部は，教員養成課程の入学定員を拡充させ，新課程の入

学定員を縮小させるため，学部の改組に向けた検討を行うこととした。 

≪大学院博士課程等について≫ 

医学系研究科修士課程について，医科学専攻は，東九州地域医療産業

拠点構想に基づき，将来の臨床工学コースの設置に向けて，平成 23 年度

に臨床工学を取りいれたカリキュラムの検討を行うこととした。また，

看護学専攻は，入学定員を削減する方向で，次年度以降の概算要求等に

向けて調整を行うこととした。 

工学研究科博士後期課程は，平成 24年 4月から入学定員の削減に向け

た平成 24 年度概算要求等を行うこととした。 

≪その他の修士課程及び博士課程について≫ 

組織の設置後 4年～10 年以上経つため，組織の検証を進め，必要に応

じて組織やカリキュラムの見直しを行うこととした。 

【17】 
学術情報拠点を中心に情報の利用環境を 
整備するとともに，情報の利活用を支援す
る体制を整備する。 

【17】 

学術情報拠点(図書館・医学図書館)

における学術情報の利用環境改善の

ため，館内の再整備を行い，作られ

たスペースの効率的かつ効果的な利

用を推進する。 

 
Ⅳ 

【17】 

≪学術情報拠点≫ 

学術情報拠点（旦野原図書館）の利用環境改善としては，前年度に設

置したグループ学習スペース（協調学習コーナー）において，前学期 8

科目，後学期 7 科目の授業を実施するとともに，授業以外では学生の自

主的学習環境としてグループ学習等にも活用され，効果的な利用を促進

した。 

学術情報拠点（医学図書館）においても再整備（館内スペースの見直

し）を行い，利用の多いグループ学習スペースを 1室増設した。 

また，グループ学習スペースの利用効果を検討・評価するために平成

23年 1月から2月にかけてアンケートを実施した。アンケート結果では，

協調学習コーナーは授業の課題や授業内容の理解に役立つという学生か

らの意見が回答の 7 割近くあった。このアンケート結果は改修後の旦野

原図書館での新たな施設運用及び利用者サービスに反映させる予定であ



大分大学 

28 
 

る。 

さらに，狭隘化が著しい問題については，複本の抜き取り及び約 1，

200 冊の複本資料を廃棄するなど，効率的なスペース利用の促進を図っ

た。 

くわえて、耐震改修と同時に教育改革にも資する図書館機能の活用方

策として、現有施設の増築を含めた整備計画について，大学の重点課題

として概算要求を行い，平成 23 年度から増改修工事に着手する目途がつ

いた。 

【18】 
図書館と情報処理センターの機能を併せ 
持つ学術情報拠点の特色を生かした学 
習・研究支援環境を整備する。 

【18】 

学術情報拠点の特色を生かした新た

な学習・研究支援サービスを実施す

る。 
Ⅲ 

【18】 

≪学術情報拠点≫ 

図書館と情報基盤センターの機能を併せ持つ学術情報拠点において，

学術情報のサービスに係る企画・研究開発，及びその効率的な活用を目

的として平成 21 年度に学術情報室を設置した。この学術情報室の特色を

生かした新たな学習支援サービスとして，知能情報システム工学科が開

発したパスファインダー作成システムを初学者向け資料・情報収集支援

ツールとして，図書館で活用することを検討し，導入した。 
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Ⅰ大学の教育研究等の質の向上の状況 

１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

 （１）教育に関する目標 

  ③学生への支援に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

○ 豊かなキャンパスライフのための環境整備を行う。 
○ 学生生活支援を教育の一環と位置づけ，積極的かつ多面的に推進する。 
○ 組織的な学生相談体制を発展させる。 
○ 学生の共同参画を進め，正課外教育を充実させる。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 

【19】 
図書館，学生ラウンジ，情報ネットワーク
等，自学自習のための環境整備を推進す 
る。 

【19】 

学術情報拠点等と連携して学生参画

型教育に対応した教室や教育備品の

整備を進め，学生の自主的・主体的

学習を促す教育環境を充実させる。 

 

 

Ⅳ 

【19】 

≪教養教育棟，各学部≫ 

特別経費を用いて教養教育棟 25，26，27 号教室に連結・分離可能な移

動型机を設置した。また，教育支援機器として，クリッカー400 台，iPod70

台，マイクロプロジェクター20 台，ノートパソコン 40 台の導入を行い，

学生参画型授業への支援体制を充実させた。さらに機器整備にとどまら

ず，導入された教育機器（クリッカー）利用説明会を通じて全学的に普

及するとともに，実際に 7 つの教養，専門授業で双方向性を強めた授業

実践を実施した。 

教養教育棟の 5 つの教室にノートパソコンを常設した。これにより，

教養教育棟の全教室にノートパソコンを設置したことになる。また，9

つの教室の液晶プロジェクターを更新した。 

この他，演習室のうち 1 室を自習室に変更し，もう 1 室にはパソコン

8 台とプリンタを設置して学生が自由に使用できるパソコンルーム兼自

習室とした。教養教育棟南棟 3，4階のトイレ改修も行った。また，教養

教育棟中棟の耐震改修工事の完了に伴い，学生ラウンジ 2 室，自習室 1

室を新たに設置した。 

さらに，自習室・学生控え室（工・経済学部）をコラボレーション机・

椅子・パーティション・無線 LAN 整備により全面的に更新して自主学習

機能を整えた。ゼミ室の小中規模教室（教育福祉 13 室，経済 6室）を中

心とした双方向授業及びメディアを活用した授業への向上のために機器

（コラボレーション机椅子，視聴覚機器新設・更新無線ネットワーク環

境）を整え，これらにより学生の主体的な学習を促進させた。 

平成２２年度実績報告書 

進捗状況の評価基準 
Ⅳ：年度計画を上回って実施している Ⅲ：年度計画を十分に実施している 
Ⅱ：年度計画を十分には実施していない Ⅰ：年度計画を実施していない 



大分大学 

30 
 

  

≪学術情報拠点≫ 

全学教育機構運営会議で，学生が主体的に参画する双方向的な授業や

学習の動機付けへの深化を図る実体験学習を進めるため，学術情報拠点

（図書館）のグループ学習スペース（協調学習コーナー）を授業で積極

的に利用するよう 3つの学部の教務委員長及び研究科長に依頼した。 

また，プロジェクター等の教育備品の整備を進め，学生の自主的・主

体的学習を促す教育環境の充実に努めた。この結果，これらの備品を活

用し，前学期 8 科目，後学期 7 科目の授業を実施した。新規の先進的な

教授法として，学生参画型教育対応の教室を活用したこれらの授業実践

成果はマスコミ等でも紹介され，高く評価された。さらに，授業以外の

自主学習にも開放し，新たな教育・学習環境として効果的な利用を推進

した。 

【20】 
食堂スペースの拡充，学生寮の充実等，キ
ャンパス内生活環境を改善する。 

【20-1】 

福利厚生施設の改善について，原案

を作成する。 

Ⅲ 

【20-1】 

食堂スペースの拡充について，運営業者と意見交換等を実施し，食堂

スペース改善の構築に係るスケジュール等の原案を作成した。 

【20-2】 

学生寮の充実等について，学生のニ

ーズを把握するために調査を行う。 Ⅲ 

【20-2】 

第 1 段階調査として旧女子寮からの移転者を，第 2 段階として入居者

全員を対象としたアンケート調査を実施した結果，完全個室形態による

プライバシーの確保や，改修における施設・設備，備品等のアメニティ

ーの向上など，利用者の満足度が高いことがわかった。 

【21】 
大学独自の奨学金制度を設立するととも 
に，入学料・授業料免除制度を充実させる。

【21】 

既存の奨学支援制度について，体系

的な見直しを含めて検証し，自己資

金を使用してもなお教育の充実に効

果がある大学独自の奨学支援制度の

素案を作成する。 

Ⅲ 

【21】 

九州地区国立大学法人及び本学と同規模程度の国立大学法人を対象

に，大学独自の奨学支援制度に関する状況調査及び授業料免除の申請時

期・実施方式について調査を行い，調査結果を基に現行の授業料免除実

施可能額配分割合を変更した場合のシミュレーションを行うとともに，

大学独自の奨学支援制度について検討し，素案を作成した。 

【22】 
障がいのある学生に対する支援体制の充 
実と環境整備を包括的に推進する。 

【22】 

ノートテイカー講習会等，障がいの

ある学生に対する支援体制を充実し

環境整備を推進するために問題点を

洗い出す。 
Ⅳ 

【22】 

4 月 21 日，22 日にノートテイカー養成講座を開催し，学生 40 人が受

講した。また，6 月 30 日，7 月 1 日には，ノートテイクレベルアップ講

座を開催し，ノートテイカー延べ 35 人が受講した。その際，障がい学生

も出席して意見交換も行った。 

 10 月にはノートテイカー向け「大分大学ノートテイク Q&A」（改訂版）

配付した。 

平成 23 年 1月に，身体等に障がいのある学生の支援委員会を開催し，
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パソコン要約筆記の導入を決定し，タッチタイピング講座の実施とノー

トパソコンの整備を行うとともに障がい学生の支援に関するホームペー

ジを開設した。 

環境整備については，各学部の状況を点検した際に，医学部において

体育館にスロープがない等の問題点が判明したが，平成 23 年 3 月までに

体育館，福利施設のスロープ及び外階段の手すりを設置して改善を行っ

た。 

【23】 
外国人留学生に対して，学生の特性・個性
に応じた就職支援等を行う。 

【23】 

留学生が卒業後の進路を考える上

で，必要となる情報（就職情報，企

業情報，交流事業等）を活用するた

めの関係機関との協力体制を構築す

る。 Ⅲ 

【23】 

キャリア開発課，国際交流課及び留学生キャリアサポートセンター大

分（大学コンソーシアムおおいた開設）の三者による協力体制構築のた

め，大分地域留学生交流推進会議や留学生フェアへ，キャリア開発課長

が出席した。また三者による連絡会を開催し，情報交換を行うことで，

情報の共有及び協力関係の構築を図ることができた。三者連絡会は今後，

年 2～3回を目途に恒常的に開催する予定である。これら協力体制の構築

の中で，平成 22 年度に就職活動中の留学生 1名については，インターン

シップを実施し，採用試験対策，内定確認，内定後の在留資格を変更す

る際に企業対応を実施するなど，三者の連携により大分県内企業への採

用内定をバックアップした。 

【24】 
精神科医，臨床心理士，キャンパス・ソー
シャルワーカー，産業カウンセラー等の専
門家による組織的な学生相談体制を充実 
させる。 

【24】 

学内の相談体制について問題点を洗

い出すとともに，従来からの相談体

制や学生支援 GPによる取り組みを推

進する。 

Ⅲ 

【24】 

月 1回開催の学生支援 GP チーム会議において，学内の相談体制及び学

生支援 GP の今後の問題点について，毎回検討し，改善事項等を学生支援

部門会議等に報告している。 

具体的には，学内の各相談室（各学部，保健管理センター及び学生支

援課）間の連携を更に図るために，学生相談ミーティングを開催した。

また，学生支援 GP の拠点である「ぴあ ROOM」の運用やスタッフ配置に

関すること，教職員のニーズを把握するための FD アンケートの実施及び

学内教育改革フォーラムでの発表や学生支援 GP ホームページ改訂等の

活動が報告内容である。このような活動内容について，学生支援部門会

議及びメンタルヘルス専門委員会において，必要に応じて検討・確認を

行い，取組がスムーズに推進できるようにした。 

【25】 
就職・進路の個別指導と支援を学部等と全
学的組織が協働して実施する。 

【25】 

各学部（各学科・課程）での進路（進

学・就職）支援体制の現状を調査し，

全学的支援体制の在り方について問

題点を洗い出す。 

Ⅲ 

【25】 

各学部の現状をアンケート及び聞き取りで調査し，取りまとめた資料

を基に平成 23 年 1 月開催のキャリア開発部門会議で検討した。それを基

に平成 23年 3 月開催のキャリア開発部門会議で，次の問題点を洗い出し

た。全学的なものとして，留学生支援，専門外の業種・職種希望者及び
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公務員希望者支援，就業意識の低い者やメンタルケアが必要な者への対

応を問題点とした。学部固有のものとして，一般企業を志望する自由応

募者への支援，学部就職ガイダンス不参加者への対応，筆記試験対策へ

の対応を問題点とした。 

【26】 
大学開放事業等の大学行事において，学生
の参画を積極的に進める。 

【26】 

学生の大学行事への参画状況を調査

し，事業内容に関する学生のニーズ

を把握する。 
Ⅲ 

【26】 

全部局に対して，大学行事における学生の参画状況を調査する一方，

学生団体等との面談やアンケート調査により，学生側の意向やニーズを

把握するなかで，次回の入学式典における演出として，邦楽部の新規参

画を決定した。調査では，大学が行う行事やイベント等において，自分

たちのパフォーマンスが披露できる機会があれば，積極的に参画したい

意向が伺えるほか，大学を挙げて環境美化に取り組みたいなどの提案や，

地域の行事や他大学の催し等にも参加したいなどの要望が寄せられた。 

【27】 
課外活動施設・設備を充実させ，それを活
用したサークル活動やボランティア活動
及び学生による地域交流事業を活性化さ
せる。 

【27】 

課外活動環境の改善に向けた整備計

画に基づき，整備を順次行う。 

 

Ⅲ 

【27】 

平成 20 年 9月に策定した課外活動施設等の整備計画に基づき，体育系

サークルの部室の改修（旦野原キャンパス）や，体育館及びテニスコー

トの改修（挾間キャンパス）を行った。更に，植木等の剪定・枝打ちを

行い周辺環境の整備を行った。 
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Ⅰ大学の教育研究等の質の向上の状況 

１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

 （２）研究に関する目標 

  ①研究水準及び研究の成果等に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

〇 持続性のある基盤研究を創生し，重点的に取り組む領域について，国際的視野での独創的・先導的な研究を推進する。 
〇 社会，とりわけ地域社会・国際社会と連携した研究を創出するための体制を整備する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

【28】 
全学研究推進機構を軸として，人間環境
科学，福祉科学，生命科学及び学際・複合・ 
新領域の学問分野における独創的・先導
的研究を推進する。 

【28】 

全学研究推進機構において，独創的

先導的な研究を公募し，本学におけ

る重点４領域の学際的研究を推進す

る。 

Ⅲ 

【28】 

全学研究推進機構の重点研究推進経費プロジェクトは，平成 22 年 5月 18

日から 6月 28 日の間に募集を行い，審査の結果 7件を採択し，研究費を配

分した。 

領域名及び研究名は以下のとおり。 

領 域 名 研 究 名 

人間環境科学領域 ピロリ菌感染症による胃腫瘍発症機構の解明 

生命科学領 ケロイドの病態解明とそのモデルマウスの作成 

学際・複合・新領域 低速ダレクト駆動マイクロ電機の開発に関する研究 

学際・複合・新領域 腎がんのゲノム異常とシグナル異常の統合にる分子標的の同定 

学際・複合・新領域 産学連携による大分大学発の創薬研究プロジェクト 

学際・複合・新領域 ＣＯ２削減を目指した光エネルギー利用型低炭素燃料生産プロセ 

学際・複合・新領域 メディカルバ創製のめに新しい生体医療料の調製 

これまでに推進された重点研究は，最先端研究開発戦略的強化費補助金，

科学技術振興機構戦略的創造研究推進事業個人型研究（さきがけ）及び環

境省循環型社会形成推進科学研究費補助金の採択に繋がり，また，平成 23

年科学研究費補助金基盤研究 A（一般）1件，基盤研究（B）1件の申請への

基盤的研究となった。 

前年度に採択された平成 21 年度研究プロジェクト研究課題 24 件の評価

を行い，うち 11 件について，9月 28 日に研究成果報告会を実施した。 

また，若手研究者を含む教職員・学生等を対象に以下のとおり，全学研

究推進機構セミナーを開催した。  

 

平成２２年度実績報告書 

進捗状況の評価基準 
Ⅳ：年度計画を上回って実施している Ⅲ：年度計画を十分に実施している 
Ⅱ：年度計画を十分には実施していない Ⅰ：年度計画を実施していない 
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機構セミナー 
回数 日時 演題 講師 

１ 8 月 31 日(火)

18：00 

大学発起業心得 井出博之 

２ 10月22日(金)

18：00 

転写因子による骨格形成制御機構 小守壽文 

３ 11月25日(木）

18：00 

自然免疫センサーによる病原体認識

とシグナル伝達経路の活性化メカニ

ズム 

河合太郎 

４ 12 月 1 日(水)

13：10 

貴金属とその工業的利用 

（貴金属が拓く技術の夢） 

鶴見和則 

５ 2 月 14 日(月)

18：00 

Tsukushi による神経幹細胞の未分化

性維持機構 

太田訓正 

 

【29】 
イノベーション機構を一層充実させると 
ともに，研究相談等の窓口機能を強化す 
る。 

【29】 

イノベーション機構の整備を進め，

リエゾン活動を強化するとともに，

県内企業に対して技術相談等の申込

先について広く周知する。 

Ⅳ 

【29】 

産学官連携活動を担ってきたイノベーション機構については，機構を構

成する地域共同研究センター，ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー，知

的財産本部が異なる独立した組織でありながら，イノベーション機構のコ

アセクターであるという組織の 2重構造ゆえ，窓口が不明確であること，

また，十分な連携が取れていないことが従来からの課題であった。 

改組にあたり，平成21年 12月からWGを設置して各構成組織の設置目的・

業務内容を見直し，外部からの窓口の明確化を図るとともに，共同研究の

創出から特許化までの業務を一貫性と連携を持って行うことに視点を置き

検討を行い，平成 23 年 4月 1日付で産学官連携推進機構に再編することと

した。 

「産学官連携推進機構」は産学官連携部門と知的財産部門の 2 つの部門

で構成し，産学官連携部門では，産学官連携及び地域連携に係る共同研究・

受託研究の推進と人材の育成，地域産業における新しい技術シーズの創出，

ベンチャー精神に富む創造的人材の育成を行い，知的財産部門では，知的

財産の創出，権利化，管理，活用に関する支援，技術移転，起業相談など

の業務を行う。2つの部門には専任教員を 1名ずつ配置するとともに，産学

官連携部門に 4 名のコーディネーターを常駐配置し，共同研究や競争的研

究資金に関する企画・調整，技術相談，技術移転支援など，学内外との連

携業務に対するワンストップ・サービスを提供し，本学での重点研究を行

う全学研究推進機構と密接な連携を保ちながら，産学官連携に係る各種業

務を各部署と深い連携を持って推進する。 
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また，産学官連携推進機構の設置にあたり，パンフレットを作成して県

内企業・関係機関等に配布し，技術相談等の申込先について広く周知した。 

【30】 
研究成果を国内外に向けて積極的に情報
発信するとともに，社会への研究成果の
還元を推進する。 

【30】 

評価の高い学術雑誌に論文を発表

し，その掲載実績を公表する。セミ

ナーの開催等により，研究成果を社

会に公表・還元する。 

Ⅲ 

【30】 

≪教育福祉科学部≫ 

研究推進委員会で，教育福祉科学部短期プロジェクトを審議・承認し，7

月から募集を行い，6件のプロジェクトを採択した。また，研究推進委員会

において，論文の掲載実績の公表方法を検討し，平成 21 年の該当論文の掲

載実績を，学部ホームページの教育研究所欄に平成 22 年 12 月 24 日から掲

載し公表した。（平成 22年 12 月完了） 

 

≪経済学部≫ 

Ⅰ．論文掲載実績 

 
氏名 論文名 

掲載誌 掲載年月 掲載頁 
デイ・ステ

ィーブン 
The JCP: Destination Unknown 
JCSTP Vol.26 No.4 December 

2010 
542-570 

相浦洋志 Privatization of local public hospitals: Effect on budget, medical 
service quality, and social welfare’(with Yasuo Sanjo),  
International Journal of Health 
Care Finance and Economics Vol.10 

2010 275-299 

相浦洋志 Wholesale price discrimination and enforcement of regulation 
Economics Bulletin Vol.30, No.3 2010 2083-  91 

相浦洋志 "Signal-jamming" leads to "minimum differentiation" under 
demand uncertainty 
The Annals of Regional Science Vol. 
45 

2010 245-271 

大井尚司 「交通基本法制定への示唆―「福岡市公共交通空白地等及び移動

制約者に係る生活交通の確保に関する条例」のケースから」（寺島

浩幸･栃木善博･福留久大との共著） 
『運輸と経済』70 巻 8 号，運輸調査局 2010.8 4-1  
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Ⅱ．セミナー等 

 

１．経済学部講演会 
回

数 

日時 

会場 

演題 

講師 

第

１

回 

平22 年 6 月 28 日(月)13:10～14:40 

大分大学旦野原キャンパス経済学部棟（3階） 301 号教室 

『国家と文化 ―公民館，図書館，美術館の憲法理論―』 

駒村圭吾 氏（慶應義塾大学法学部教授，同法科大学院教授） 

第

２

回 

平成 22 年 11 月 16 日(火)10:40～12:10 

大分大学旦野原キャンパス教養教育棟第一大講義室 

『地域医療 －再生への処方箋－』 

伊関友伸 氏（城西大学経営学部ネジメント総合学科准教） 

第

３

回 

平成 22 年 11 月 25 日(木)13:10～14:40 

大分大学旦野原キャンパス教養教育棟第ⅰ大講義室 

『BIS 規制の呪縛と株主価値経営の破綻』 

坂本恒夫 氏（明治大学副学長・経営学部教授） 

第

４

回 

平成 22 年 12 月 13 日(月)13:10～14:40 

大分大学旦野原キャンパス経済学部棟 101 号教室 

『夏目漱石を論ず －21 世紀を生き延びるために－』 

小森陽一 氏（東京大学大学総合文化研究科教授） 

第

５

回 

平成 23 年 1月 13 日(木)10:40～2:10 

大分大学旦野原キャンパス経済学部棟 201 号教室 

『ベーシック・インカム  ～資本論新しいフロンティア』 

小沢修司 氏（京都府立大学公共政策学部長） 

 

２．地域経済研究セミナー（会場:経済学部第 1会議室） 
回

数 

日時 

報告者 

報告 

第

４

回 

4 月 21 日(水)13:10～14:30 

奥田憲昭（経済学部教授） 

「認知症に対する意識と介護状況に関する地域間比較研究 ～土着性

との関連を中心として～」 
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第

５

回 

5 月 19 日(水)13:10～14:30 

高見博之（経済学部授） 

「混合寡占と報酬制度」 

第

６

回 

6 月 30 日(水)13:10～14:30 

山浦陽一（経済学部准教授） 

「農山村の課題と展望－県内各地での模索－」 

第

７

回 

7 月 21 日(水)13:10～14:30 

薄上二郎（経済学部教授）・松隈久昭（経済学部教授）・ 

仲本大輔（経済学部准教授） 

「地域ブランドと雇用創出」 

第

８

回 

10 月 27 日(水)13:10～14:30 

丸山武志（経済学部教授） 

「アメリカ電気も自動車もないアーミッシュ社会」 

第

９

回 

11 月 17 日(水)13:10～4:30 

高島拓哉（経済学部准教授） 

「地域社会レベルのアンペイドワークを考える」 

第

10

回 

12 月 15 日(水)3:10～14:30 

加藤典生（経済学部講師） 

「原価企画の逆機能の克服を目指して：サプライヤーの疲弊問題を解

決するための管理会計の検討課題 

第

11

回 

1 月 19 日(水)13:10～14:30 

本谷るり（経済学部准教授） 

「企業の継続にむけた組織的能力 －大分県企業への調査より－」 

 

３．高大接続研究会 
回 日時 

会場 

内容 

第

10

回 

5 月 18 日(火)16:0～18:00 

経済学部 203 号教室・高等学校 5 校（大分雄城台高等学校・大分商業高

等学校・日田高等学校・安心院高等学校・大分鶴崎高等学校） 

（遠隔会議システムによる合同研究会(6 元中継)） 

・第 1報告：「IDE 高等教育フォーラム「学習させる大学」参加報告」藤

村賢訓（経済学部准教授） 

・第 2報告：「東京大学教養学部「高校生のための金曜特別講座」および

千葉県立東葛飾高等学校視察報告」 

甲斐耕司（日田高等学校教諭） 
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第

11

回 

6 月 15 日(火)16:30～18:00 

経済学部 203 号教室・高等学校 6 校（大分雄城台高等学校・大分商業高

等学校・日田高等学校・安心院高等学校・大分鶴崎高等学校・中津南高

等学校） 

（遠隔会議システムによる合同研究会(7 元中継)） 

・第 1 報告：「高大接続教育の一事業としての「高校生なるほどアイデ

アコンテスト」の取組」 

仲本大輔（経済学部准教授） 

・第 2報告：「東京都立国際高等学校視察報告および東京大学教養学部「高

校生のための金曜特別講座」に現地参加して」 

六田正文（大分雄城台高等学校教諭） 

第

12

回 

9 月 8 日(水) 

経済学部第 2 会議室 

報告者：甲斐隆文（経済学部特任教授） 

報 告：「高大接続のための「導入教育」の成果検証」 

第

13

回 

9 月 21 日(火)15:00～17:30 

（兼  専門高校生の進路選択に関するミニシンポジウム） 

経済学部 203 号教室・高等学校 4 校（大分雄城台高等学校・大分商業高

等学校・安心院高等学校・中津南高等学校） 

・第 1報告：「専門高校における卒業生の職業生活と在校生の進路意識－

大分県での調査から」 

中澤高志（明治大学経営学部准教授） 

・第 2報告：「地域産業構造と若者の就業行動－専門高校卒業生のキャリ

ア調査から－」 

阿部誠（大分大学経済学部教授） 

・第 3報告：「大分県内の高卒就職者の現状と課題－高卒就職者リサーチ

の結果分析をとおして－」 

小池楠男（大分県教育庁高校教育課産業教育指導班指導主

事） 

第

14

回 

1 月 20 日(木)16:30～18:00 

経済学部 203 号教室・高校 6 校（大分雄城台高等学校・大分商業等学高

校・日田高等学校・安心院高等学校・大分鶴崎高等学校・中津南高等学

校） 

・第 1報告：「学問探検ゼミの成果と課題」 

松岡輝美（大分大学経済学部准教授） 

・第 2報告：「高大接続・学問探検ゼミ参加報告 －高校教師の視点で－」 

首藤至道（大分鶴崎高等学校教諭） 
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○第 3 回大分県高大連携シンポジウム「高校教育と大学初年次教育の実質

的接続をいかに進めるか」 2 月 17 日(木)14:00～17:00 

基調講演：「高大接続の課題を考える ～教育接続と初年次教育～」 

濱名篤（関西国際大学学長 中央教育審議会専門委員） 

取組報告(1)：「高大接続に係る導入教育 ～高大接続学習と基礎数学～」

甲斐隆文（大分大学経済学部特任教授） 

取組報告(2)：「小中高一貫教育と高大接続教育」 

佐藤茂（大分県立安心院高等学校教諭） 

取組報告(3)：「学生から見た高校教育と大学教育」中村春菜・並松薫恵・

村上祐樹（大分大学経済学部 2年） 

意見交換：パネリスト：濱名篤・下田憲雄（大分大学経済学部長）・ 

甲斐隆文・佐藤茂・中村春菜・並松薫恵・村上祐樹， 

コーディネーター：宮町良広（大分大学学長補佐） 

会場：大分大学経済学部 101 号教室 

 

４．大分大学経済学部公開講座：「地域ブランドの現状と課題」  

各回 18:40～20:00，会場：大分市コンパルホール 309 会議室 
回

数

開催日 

内容 

第

１

回

9月 22 日(水) 

「地域ブランドの重要性とマーケティング」 

松隈久昭（経済部教授） 

第

２

回

10 月 7日(木 

「地域ブランドと競争戦略」 

仲本大輔（経済学部准教授） 

第

３

回

10 月 14 日(木) 

「地域ブランドと雇用創出・人材開発」 

薄上二郎（経済学部教授） 

第

４

回

10 月 21 日(木) 

「知識創造理論からみた地域ブランドづくりと支援」 

安部博文（経済学部非常勤講師） 

第

５

回

10 月 28 日(木) 

「パネルディスカッション  地域ブランドの現状と課題」 

太田清利氏（株式会社ざびえる本舗 代表取締役） 

浅利妙峰氏（有限会社糀屋本店  こうじやウーマン） 

薄上二郎・安部博文 
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５．地域経済研究センターシンポジウム：「これからの地域雇用戦略を考え

る」 

日  時：1月 22 日(土)13:30～17:00 

会  場：経済学部 101 号教室 

基調講演：「地域雇用創出の成功要因」 
伊藤実（日本労働政策研究・研修機構） 

報  告：「大分県の雇用・失業情勢」 
安蒜孝至（大分労働局職業安定部長） 

報  告：「地域雇用政策の進化と課題」 
佐口和郎（東京大学大学院経済学研究科教授） 

パネルディスカッション： 
コーディネーター：阿部誠（大分大学経済学部教授） 

 

６．地域経済研究センター後援シンポジウム：「地方圏における若者の仕事

と結婚・家族形成 －不透明な将来展望？－」 

日  時：1月 26 日(水)14:50～18:00 

会  場：経済学部 202 号教室 

主  催：地域若者問題研究会 

 

７．地域経済研究センター公開シンポジウム：「地方空港の活性化から大分

の未来を考える」 

日  時：2月 18 日(金)13:30～16:30 

会  場：iichiko 総合文化センター iichiko 音の泉ホール 

中間報告：「地方空港の活性化に関する研究」 

基調講演：スカイネットアジア航空(株) 佐竹俊哉氏 

パネルディスカッション： 

「地方空港の活性化から大分の未来を考える」 

パネラー：大塚久司氏（大分県総合交通対策課課長）， 

河野茂文氏（大分航空ターミナル(株)経営企画室室長）， 

安部喜代治氏（大分交通(株)取締役自動車部長）， 

佐竹俊哉氏（スカイネットアジア航空(株)取締役企画部長）， 

武藤康史氏（羽田タートルサービス(株)特別顧問）， 

宮本航也氏（日本航空(株)経営企画本部部長代理） 

コーディネーター：大井尚司（大分大学経済学部准教授） 
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８．現代経済学研究会 
回

数 

日時 

会場 

内容 

第

１

回 

12 月 17 日(金)13:00～15:10 

経済学部第 1 会議室 

報告(1)：「Optimal partial privatization in mixed oligopoly」 
中村保（神戸大学大学院経済学研究科教授） 
高見博之（大分大学経済学部教授） 

報告(2)：研究経過報告 
宇野真人（大分大学経済学部准教授）， 
小野宏（大分大学経済学部准教授）， 
村山悠（大分大学経済学部講師） 

第

２

回 

1 月 21 日(金)13:00～14:40 

経済学部 203 号教室 

報告：「世代間階層移動と所得格差」 
村山悠（大分大学経済学部講師） 

第

３

回 

2 月 23 日(水)13:00～14:50 

経済学部第 1 会議室 

報告(1)：「地域医療の問題と解決に関する理論分析」 
相浦洋志（大分大学経済学部准教授） 

報告(2)：研究経過報告 
井田知也（大分大学経済学部准教授）， 
高見博之（大分大学経済学部教授） 

第

４

回 

3 月 8 日(火)13:00～14:40 

経済学部第 1 会議室 

報 告 ： 「 Capital-Skill Complementarity and Aggregate 
LaborShares : Skill-Biased Technical Change vs. Capital 
Intensity」 
大住康之（兵庫県立大学経済学部教授） 

 

≪医学部≫ 

平成 22 年 11 月に医学部ホームページに 2009 年度業績を公表した。 

http://www.med.oita-u.ac.jp/campus/gyoseki.html 

学内の若手研究者の研究セミナー（医大ヶ丘研究会）を開催した。 

関連病院の医師にも周知して，研究成果を発表した。 
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≪工学部≫ 

研究委員会で，評価の高い学術論文の掲載実績と成果の公表方法につ

いて検討を行い，平成 17～22 年度までの学会賞等を受けた学術論文の

概要を工学部のホームページに掲載することとした。概要作成を対象

教員に依頼し，平成23年2月2日にホームページへの掲載を完了した。

また，セミナー等を以下のとおり開催した。 

 
回

数 

日時 

場所 

主催 

内容 

１ 3rd - 6th oveber,  2010 

COMPAL Hall, Oita, Japan 

大分大学 

The 11th International Workshop on 1&2 Dimensional Magnetic 

Measurement and Testing 

２ 28th-29th January, 2011 

Oita Universit, Oia, Japan 

大分大学 

The 13th Japan and Korea Joint Symposium on Applied 

Eectomagnetics 

３ 平成 23 年 2月 21 日（佐伯） 

平成 23 年 2月 28 日（中津） 

まな美市民ホール 

大分大学 

木造住宅耐震補強講習会 

演題「木造住宅の耐震補強とその効果」 

講師：井上正文 

４ 平成 23 年 3月 9日（水）13：30～17：40，  

10 日（木）9：30～12：00 

大分県労働福祉会館 （ソレイユ）７階 カトレアの間 

（財）大分県産業創造機構，大分県，大分大学， 

（独）科学技術振興機構 

大分県地域結集型研究開発プログラム『次世代電磁力応用機器開発技

術の構築』平成 22 年度研究成果発表会 
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≪福祉社会科学研究科≫ 

11 月 14 日に第 3回福祉社会科学講座を「地域における医療・介護・福

祉をつなぐ環
わ

―継ぎ目のない福祉社会をめざして」をテーマとして開催

し，福祉専門職をはじめとする多くの市民の参加があった。また，10

月 22～23 日には海外から研究者を招聘した福祉社会科学研究科国際交

流セミナーとして，講演会および国際シンポジウム「家族の変容と高齢

社会の課題」を開催した。このセミナーにも福祉専門職など多くの関係

者等が参加した。 
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Ⅰ大学の教育研究等の質の向上の状況 

１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

 （２）研究に関する目標 

  ②研究実施体制等に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

〇 競争的環境に対応できる研究実施体制の強化のため，若手研究者等の人材育成の目的を含めた研究支援方法などを確立し，研究の質の向上に取り組む。 
〇 学術研究の動向等に応じて，先進的研究推進のための環境を整備する。 
〇 研究成果を還元するため，効率的・効果的な実施体制の見直しにより，具体化を推進する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

【31】 
学部・研究科の枠を超えたプロジェクト
研究を推進できる研究実施体制を整備し，
迅速で効果的な研究成果を得るため，学内
外の若手研究者等の研究員を活用すると
ともに，必要な環境整備及び研究費獲得の
ための支援を推進する。 

【31】 

共同利用研究設備を整備し，全学研

究推進機構が積極的に研究支援する。

また，研究分野の枠を超えた若手研究

者の交流会を実施し，研究プロジェク

トの立ち上げ及び実施のための環境

を整備する。 

Ⅲ 

【31】 

全学研究推進機構では，共同利用研究設備を整備するため，医学部と共

同で医学部バイオラボセンターを設置した。同センターは，医学部共同利

用研究施設であり，同センターの管理運営については全学研究推進機構と

医学部が行っており，同センター規程にも明記している。 

 

前年度採択された平成 21年度研究プロジェクト研究課題 24件の評価を

行い，うち 11 件について，9月 28 日に研究成果報告会を実施した。また，

若手研究者を含む教職員・学生等を対象に全学研究推進機構セミナーを実

施した。（詳細は，事項 28 の判断理由欄に記載） 

 
女性研究者支援のため，平成 22 年度文部科学省科学技術振興調整費「女

性研究者支援モデル育成」事業に，本学が提案した「地域社会で育む『輝

く女性研究者』支援」が採択されたことにより，7 月に「女性研究者サポ

ート室」を設置し，室長には，本学では初めてとなる女性の学長特別補佐

を任命し，次に掲げる事業を実施した。 
○ 啓発活動として，文部科学省生涯学習政策局長を特別講師に迎えたキ

ックオフシンポジウム（12 月 16 日），自己啓発セミナー（平成 23 年 3

月 17 日）の開催 
○ 広報活動として，ホームページの開設や広報誌の発行 
○ 研究活動支援として，研究資金獲得のためのセミナーの開催（12 月

15 日）や研究費・学会参加費の補助 

平成２２年度実績報告書 

進捗状況の評価基準 
Ⅳ：年度計画を上回って実施している Ⅲ：年度計画を十分に実施している 
Ⅱ：年度計画を十分には実施していない Ⅰ：年度計画を実施していない 
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○ 研究環境整備として，旦野原及び挾間の両キャンパスに「休憩室&相

談室」の開室 
○ データベース整備として，研究者・院生を対象としたアンケート調査

の実施 
 

また，研究支援を行う技術職員の技術力向上のため各部門において，以

下の講習会やセミナーを開催し，学外で行われる研修等にも参加した。(※

印：学外) 

 

RI 実験部門 

・放射線業務従事者教育訓練講習会(4,5,6,7,10 月) 

※アイソトープ・放射線研究発表会(７月・東京) 

※放射線施設協議会総会・安全管理研修会 (8 月・東大) 

※蛋白質と酵素の構造と機能に関す九州シンポジウム(9 月・福岡) 

※放射線取扱主任者年次大会（11 月・京都） 

※放射線安全管理講習会（12 月・大阪） 

 

実験実習機器部門 

・「Bio-plex を用いた実験象とした「Multiplex 測定原理と主要なア

ッセイパネル」(5 月) 

・蛍光 in-vivo イメージング技術セミナー(6 月) 

・超遠心機講習会(6 月) 

※SHIMADZU フォーラム 2010 セミナー(6 月・大銀ドーム) 

※走査型電子顕微鏡 X線分析装置取り扱い講習会(7月・大阪) 

・蛍光顕微鏡説明会(7 月) 

※パラフィンブロック作製装置の取扱い講習(9 月・東京) 

・キーエンス社オールインワン蛍光顕微鏡講習会(9月) 

・QIAGEN 社製 QIAcube 取扱説明会(9月) 

・技術職員研修(9 月旦野原)（大分大学主催） 

・共焦点レーザー顕微鏡 CarlZeiss-LSM710 講習会(10 月) 

・ミリポアセミナー(11 月) 

・2 次元電気泳動解析ソフトウェア説明会(12 月) 

・次世代ゲノムシーケンサーセミナー(12 月) 

・ウエスタンブロッティング イメージング定量解析セミナー(12 月) 
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動物実験部門 

※日本実験動物技術者協会九州支部総会（4月・熊本県） 

※国立大学法人動物実験施設協議会（5月・愛媛県） 

・動物実験教育訓練（4,5,6,8,9,10,11,12 月） 

・初任者登録講習会（4,5,6,7,8,10,11,12 月） 

※日本実験動物技術者協会全国総会（9月・旭川市） 

 

学術映像部門 

※日本医学写真会(6 月・大阪) 

・大学院生・医学生へのプレゼンテーション技術向上のための教育支

援(6 月) 

※九州放送機器展セミナー(7 月・福岡) 

※JST 主催の SPP(サイエンスパートナーシッププログラム)における

教育支援(7月・安心院) 

※肝臓摘出術術中撮影の研修(8 月・東大) 

・医学部２年生へ対象の医用工学イントロⅡにおいて医学写真知識及

びプレゼテーション法の講義(10 月) 

※国際放送医療機器展及び放送機器報告会における研修(11 月・千葉) 

※女性研究者支援シンポジウムでの映像撮影支援 

(12 月・全日空ホテル) 
 

 

【32】 
部局の基盤研究を連携・融合し，全学研
究推進機構での研究実施体制を強化する。 

【32】 

部局の基盤研究を連携・融合するた

めの研究のマッチングを行ない，俯

瞰的視野から取りまとめる。また，

連携・融合の取りやすい組織形態へ，

全学研究推進機構の研究実施体制を

強化する。 

Ⅲ 

【32】 

全学研究推進機構では，俯瞰的視野から研究プロジェクトの連携・融合

を推進するため，前年度に採択された研究課題 24 件の評価を行い，うち

11 件について，9 月 28 日に研究成果報告会を実施した。また，若手研究

者を含む教職員・学生等を対象に全学研究推進機構セミナーを実施した。

（詳細は，事項 28 の判断理由欄に記載） 

さらに，重点研究推進経費プロジェクトは平成 22年 5 月 18 日から 6月

28 日の間に募集を行い，審査の結果 7件を採択し，研究費を配分した。 

また，全学研究推進機構にコーディネーターを 2名配置し，医学部バイ

オラボセンターを設置（事項 31 参照）するなど，俯瞰的視野から医工連

携の支援を行い，研究支援業務等を強化した。 
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【33】 
大学の技術シーズと産業界ニーズのマッ
チングを促進するための情報提供，教員と
企業等との共同研究や受託研究のコーデ
ィネーション活動，企業等に対するコンサ
ルティング活動を通して，知的財産の創
出・権利化を進めるとともに，知的財産に
対する意識を更に高める取組を組織的に
推進する。 

【33】 

企業等のニーズ発掘体制方策の作成

と大学の共同研究等のフォローアッ

プ強化により，大学技術シーズ及び

産業界ニーズのマッチング実効性を

上げる。また，教員等の知的財産に

対する意識向上のための取組とし

て，知的財産に関するセミナーを開

催する。 

Ⅲ 

【33】 

大学技術シーズ及び産業界ニーズのマッチング実効性を上げるため，以

下の取組を実施した。 

1.企業等のニーズ発掘体制方策 

地域連携支援コーディネーターによる県内自治体・金融機関等訪問，

自治体開催の意見交換会への参加により，地域並びに企業のニーズ調査

を実施し，地域連携における状況分析・問題点を取りまとめた。また，

ニーズ調査に対応した「医療分野における産業集積」，「地域農産品の活

用」，「低炭素化」等に関連した講演等を，大学と企業との交流の場であ

る「産学交流会」で実施し，また，講演会と研究成果発表会を兼ねた技

術交流会を開催し，地域の研究者及び経営者等のニーズについても情報

収集を行った。 

 

【参考：県内自治体等訪問先】 

○自治体  ：18 ケ所（延 24 回）  ○商工会  ：22 ケ所 

○商工会議所：10 ケ所       ○工業連合会：8ケ所 

○金融機関 ：5ケ所 

 

2.共同研究等のフォローアップ強化 

(1)特許出願案件等の情報提供 

月例のコーディネーター連絡会において，コーディネーターが関与し

た共同研究等の進捗状況報告に加え，届出のあった発明及び特許出願案

件等の情報提供を行い，共同研究の実績向上に寄与した。 

(2)共同研究推進のための研究室訪問 

コーディネーターが本学及び連携機関の研究室を訪問し，研究者イン

タビューを実施した。約 120 件にのぼるインタビューは新聞に掲載され

るなど好評を得ており，その情報はシリーズ化して地域連携研究コンソ

ーシアム大分のホームページに掲載している。 

(3)イベント等による本学シーズの PR 

○ 自治体と協働した研究発表会を 4回開催した。 

○ 6 月に開催された産学官連携会議（科学・技術フェスタ in 京都）に

おいて，「環境と健康をテーマに地域活性化に取り組む大分大学」をテ

ーマにブース出展を行った。 

○ 9月に開催されたイノベーションジャパンにおいて，3件のシーズ（医

学部 1件，工学部 1件，VBL1 件）についてブース展示を行った。 
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○ 12 月に開催された JST 新技術説明会において，本学から 3 件の発表

と企業向けの技術相談を行った。 

 

3.教員等の知的財産に対する意識向上のための取組 

(1)知的財産に関するセミナー等の開催 

知的財産本部で地域連携研究コンソーシアム大分の連携校へアンケー

ト調査を実施し，本学及び各連携校の要望に沿ったセミナー事業を下記

のとおり実施した。 

○知的財産セミナー：2回 

○技術移転セミナー：3回 

○安全保障貿易管理セミナー：1回 

○利益相反マネジメントセミナー：1回 

○弁理士チャレンジ講座（4回シリーズ）：1回 

【34】 
ベンチャービジネスの新たな展開となる 
独創的研究と教育を推進する。 

【34】 

学生の起業家精神の涵養とベンチャ

ーの啓発活動を促進するとともに，

プロジェクト研究の外部資金獲得を

目指す。また，これらの活動への若

手研究者の積極的な参加を呼びかけ

る。 

Ⅲ 

【34】 

学生の起業家精神の涵養とベンチャーの啓発活動を促進するために，ベ

ンチャー・ビジネス・ラボラトリーでは，大学発ベンチャー・ビジネスプ

ランコンテストを毎年度開催している。今年度は，ポスターの学内掲示，

ホームページの掲載のほか，学生が運営するポータルサイトへの掲載や

VBL セミナー参加学生への案内，学部教員への協力依頼など，積極的な参

加を呼びかけた結果，例年を超える 22 件の応募があり，審査の結果 2 名

が入賞し，10 月 1 日に表彰した。 

学生向け講座であるワークショップセミナーを 2回（7月,10 月），また，

工学部単位認定授業の「創造力養成講座」を 10 月～12 月の間に 7 回開催

した。 

また，子ども向け起業家精神教育のために県内の小・中学生を対象とし

た「第 9 回アントレプレナーシップセミナーfor Kids」を平成 23 年 3 月

19,20,26 日に実施した。 

学内研究者への積極的な外部資金獲得を啓発するため，外部資金獲得や

受賞等の情報収集を行い，年間 3回発行（7,12,3 月）している「VBL ニュ

ース」への掲載によって情報を発信した。また，ベンチャー・ビジネスの

萌芽ともなるべき独創的な研究開発を推進する「プロジェクト研究」を継

続して実施し，その成果として平成 22 年度においては次の外部資金獲得

につながった。 
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≪プロジェクト研究の推進により平成 22 年度に獲得した外部資金の状況

≫ 

・JST 戦略的創造研究推進事業個人型研究（さきがけ）：1億円（5年間） 

・公益財団法人中部電気利用基礎研究振興財団研究助成金：255 万円 

・経済産業省戦略的基盤技術高度化支援事業（分担）：131.8 万円 

 

なお，若手研究者向けの「プロジェクト研究 C（概要は下記のとおり）」

の募集にあたっては，ホームページや掲示の他，教員へのメール送信によ

り積極的な参加を呼びかけた結果，18 件の応募があり，審査の結果 10 件

を採択した。 

 

≪プロジェクト研究 Cの概要≫ 

○趣旨：大分大学において起業を目指し，新産業創造の種となる優れた

研究を遂進しようとする研究者および博士後期課程大学院生を

支援するため。特に，大学と地域社会へ活力を，また，世界へ

インパクトを与えようとする意欲的研究を対象とします。 

○対象：①本学教職員②本学非常勤研究員③博士後期課程大学院生 

④本学博士後期課程への進学を希望する修士課程大学院生 
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Ⅰ大学の教育研究等の質の向上の状況 

１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

 （３）その他の目標 

  ①社会との連携や社会貢献に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

〇 地域における学術情報の拠点として，地域社会に貢献できる情報発信サービスを提供する。 
○ 地域社会及び国際社会に開かれた大学として，地域社会，産業界，地方自治体及び国内外の大学との多様な連携・協力・支援関係を強化し，社会貢献を充

実させるための体制を整備する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 

【35】 
学術情報拠点を通して，本学が生産または
所有する学術情報を地域や社会に積極的 
に提供する。 

【35】 

大分大学学術情報リポジトリによる

情報発信を更に強化・充実すると共

に，大分県地域共同リポジトリの構

築を目指し，構築に係る問題点を洗

い出す。 

Ⅲ 

【35】 

（学術情報拠点） 

大分大学学術情報リポジトリからの情報発信を更に強化・充実するた

めの新たな登録コンテンツとして，教育福祉科学部芸術表現系卒業終了

研究プロジェクトの発表成果（2008 年度，2009 年度）を登録した。 

また，大分県地域共同リポジトリの構築について，大分県大学図書館

協議会のワーキンググループで勉強会を実施し，県内の各大学図書館が

現在もっている疑問点・問題点等を検証し，その結果を大分県大学図書

館協議会総会で報告した。問題点としては各大学ともに著作権処理やデ

ータ入力等による職員の業務負担の増加，経費負担方法，業務分担方法

等を挙げ，当面は経費負担を無くし，大分大学がシステムの管理を行っ

て，各大学がデータを登録する方法を提案した。 

今後，地域連携研究コンソーシアム大分との連携も含めて，構築を目

指し検討していくこととした。 

【36】 
大学開放事業などを継続的に進め，また，
各種の事業において，学生との協力関係を
構築するとともに，各部局や全学で実施す
る県民対象事業等の大学開放事業を推進 
する。 

【36】 

大学開放イベントやＪｒサイエンス

事業等への学生参加を促すととも

に，自治体との連携により，県民を

対象とした大学開放事業を推進す

る。 

Ⅲ 

【36】 

県民を対象とした大学開放事業等の実施にあたっては，学生との協力

関係及び自治体との連携推進を踏まえ，大学開放推進部門会議において

実施計画を策定した。各企画の実施にあたっては，各企画担当教員が学

生へ積極的に呼びかけ，下記のとおり実施した。 

（以下の全てが県民対象事業である） 

1.大学開放イベント（学生参加者数：396 名） 

2.Jr サイエンス事業（学生参加者数：209 名） 

平成２２年度実績報告書 

進捗状況の評価基準 
Ⅳ：年度計画を上回って実施している Ⅲ：年度計画を十分に実施している 
Ⅱ：年度計画を十分には実施していない Ⅰ：年度計画を実施していない 
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3.大分七夕まつりチキリンばやし市民総おどり大会 

（学生参加者数：57 名） 

4.活き 2プロジェクト（学生参加者数：43 名） 

学生プロジェクトチームから 15 件の企画提案があり，審査の結果 9

件を採択・実施。 

5.おおいた協働ものづくり展（学生参加者数：2名） 

6．「大分科学体験サポーター会議」との連携強化 

大分県が所管する本会議の参加団体として，本会議のポータルサイト

に本学の大学開放事業のサイトをリンクさせ，大分県と連携して市民

向けの情報提供を行った。 

【37】 
全学教育機構を中心として，公開講座・公
開授業等の大学開放事業に総合的に取り 
組む体制を整備する。 

【37】 

連携 GP等への取組及び地方自治体を

はじめとする地域の関係機関との連

携を進めるとともに，これらの取組

を推進するための体制整備の方針を

策定する。 

 

 

  

Ⅲ 

【37】 

地域連携研究・留学生支援・教育連携を柱とする地方における高度人

材養成拠点の構築（戦略的大学連携 GP）では，大分大学が参画する大分

地域大学等連携講座として計 4講座を開設した。連携講座の企画・調整

にあたった生涯学習分科会では各機関の代表者が集まり，今年度の取組

を進めるとともに，来年度以降の機関間連携について基本方針を策定

し，来年度の取組を継続させることを決定した。 

 また，「教育の協働」の推進を中心に，県及び佐伯市教育委員会との

協同による調査研究の実施，大分県「協育」アドバイザーネットや東国

東地域デザイン会議等と共催・連携した地域指導者の養成・交流会等を

実施するなどして，事業の充実及び取組のシステム化を図った。 

 こうした取組の中で築いてきたネットワークを生かしつつ,今後の生

涯学習・社会教育を推進するため，高等教育開発センターと個々の機

関・組織等とのネットワークの強化・充実，及びそれを基盤とした様々

な機関・組織等との総合的・複合的なネットワーク化（体制整備）の取

組に関する方針を策定した。 

 以上のように，講座の開設など関係機関との具体的連携を実施しつ

つ，推進体制を整備し，なおかつ来年度の連携継続を決定するなど計画

以上の成果を上げることができた。 

【38】 
地域社会との交流を促進し，大分県及び県
内全ての地方自治体との協力協定を実質 
的に推進することによって地域の活性化 
に寄与する。 

【38】 

県内の自治体との連携事業をさらに

推進し，地域のニーズに対応した交

流を促進する。 
Ⅳ 

【38】 

地域連携支援コーディネーターによる県内自治体等への訪問及び自

治体開催の意見交換会への参加により，地域のニーズ調査を実施し，地

域連携における状況分析を行った。 

また，これまでのニーズ調査の結果を反映させた「医療分野における

産業集積」，「地域農産品の活用」，「低炭素化」等に関連した講演等を産
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学交流会等で開催した。12 月には講演会と研究成果発表会を兼ねた技術

交流会を開催し，地域の研究者及び経営者等のニーズについても情報を

収集した。 

さらに，これまで個別に開催してきた研究発表会について，地域連携

研究コンソーシアム大分と大分県産業科学技術センターが連携し，合同

研究発表会として 5回開催し，自治体との連携を促進した。 

県内の自治体との連携事業実績は，平成 19 年度に地域連携支援コー

ディネーターを配置してから，Ｈ19：113 件，Ｈ20：166 件，Ｈ21：205

件，H22：207 件と確実な実績を残している。 

なお，自治体からは，学生が地域活動へ参加してほしいとの要望が多

かったため，平成 23 年度に，学生の地域活動参加をサポートするシス

テムの構築について，社会連携推進課と学生支援課において検討を進め

ることとした。 

 

≪自治体等訪問数≫ 

○自治体  ：18 ケ所（延 24 回） 

○商工会  ：22 ケ所 

○商工会議所：10 ケ所 

○工業連合会： 8 ケ所 

○金融機関 ： 5 ケ所 

 

≪産学交流会等の開催状況≫ 

○7月 29 日：大分市産学交流会（参加者 55 名） 

○12 月 6 日：宇佐市産学交流会（参加者 65 名） 

○12 月 16 日：大分技術交流会（参加者 115 名） 

○3月 4 日：大分大学技術セミナー（参加者 35 名） 

○3月 18 日：津久見市産学交流会（参加者 8名） 

 

≪合同研究発表会の開催状況≫ 

○11 月 19 日：第 1回合同研究発表会（参加者 31 名） 

○11 月 26 日：第 2回合同研究発表会（参加者 39 名） 

○ 2 月 16 日：第 3回合同研究発表会（参加者 47 名） 

○ 3 月 4 日：第 4回合同研究発表会（参加者 44 名） 

○ 3 月 15 日：第 5回合同研究発表会（参加者 41 名） 
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【39】 
産学連携活動によって，地域社会を担う中
核的人材の育成を促進する。 

【39】 

県内企業の経営者を対象とした MOT

講座を充実させるための体制を整備

する。また，人材育成及び産学連携

を促進するため，地域企業のニーズ

に合わせた講演会を開催する。 

Ⅲ 

【39】 

MOT 関係事業を積極的に推進するために，平成 22年 4 月に MOT プログ

ラムマネージャーを配置した。 

県内企業の経営者等を対象とした人材育成事業としては，「イノベー

ション・マネジメント実践講座」（6～8月），弁理士を目指す動機づけ，

特許法・商標法等を学ぶための「弁理士チャレンジ講座（4回シリーズ）」

（10 月）を開催し，大分市主催の「中小企業支援講座」を 11 回担当（全

45 回）した。 

また，地域企業のニーズに合わせた講演会については，地域の研究交

流グループの活動状況や地域連携コーディネーターによるニーズ調査

結果を参考とし，「医療分野における産業集積」，「地域農産品の活用」，

「低炭素化」等に関連した講演を下記の産学交流会等において開催する

とともに，地域の経営者及び研究者を講師とする講演会を 11 月～1月の

間に 5回開催し，地域におけるシーズ・ニーズの情報交換を行った。 

 

≪産学交流会等における講演の演題等≫ 

○7月 29 日：大分市産学交流会 

・演題：旭化成の医療機器事業と技術 

○12 月 6 日：宇佐市産学交流会 

 ・演題：柚子果皮の抗アレルギー能と国東でのオリーブ事業 

○12 月 16 日：大分技術交流会 

 ・研究発表：解析・分析技術の最前線（6件） 
・研究発表：産業振興と高付加価値製品開発（2件） 
・研究発表：低炭素化技術の革新（6件） 
・研究発表：産学連携と低炭素社会即応型システム電源の新展開 

（6件） 

○3月 4日：大分大学技術セミナー 

 ・演題：低炭素化社会に求められる電池の技術と材料 
 

≪講演会の開催状況≫ 

○10 月 25 日：ものづくりの重要性と 5S 活動について 

（参加者 40 名） 

○11 月  8 日：大分県の産業構造の変遷と知っておきたい面白技術論 

（参加者 42 名） 

○11 月 29 日：通信とファインセラミック部品（参加者 45 名） 
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○12 月 13 日：円高・デフレの経済－日本のモノづくりは空洞化加速 

～日本企業が望む人材とは～地場中小企業の商品開発事

例で考える－（参加者 40 名） 

○1月 31 日：『日本が変る』－低成長時代をどう生きるか！－ 

（参加者 41 名） 

【40】 
地域の公私立大学等との研究上の連携を 
深め，中核大学としての役割を果たす。 

【40】 

「地域連携研究コンソーシアム大

分」における大学間の共同研究を推

進する。 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 

【40】 

1.大学間の共同研究の推進・管理運営 

地域連携研究コンソーシアム大分では，大学間連携による共同研究の

促進に加え，地域企業や自治体との連携を行い，地域社会への貢献と新

たなシーズの発掘・発展を促すため平成 22 年 7 月に｢学・学連携型研究

助成事業｣を公募し，企業連携，地域課題解決などを重視した研究課題 5

件を採択した。 

各研究課題は各連携校の研究課題担当コーディネーターが管理し，進

捗状況については月例の地域連携研究コンソーシアム大分運営協議会

で報告し，管理運営を行った。 

また，共同研究促進に向けて，研究者情報の発信及び教員の意識高揚

を図るため，担当コーディネーターが各連携校を訪問し，これまでに 120

人を超すインタビューを実施した。その情報は，地域連携研究コンソー

シアム大分のホームページで公開し，その取組は地元新聞に掲載される

など好評を得ている。また，この取組によって人文系のシーズ発掘に成

果が現れ，「JST シーズ発掘試験」においては，これまで申請者のほとん

どを理工系の研究者が占めていたところが，平成 22 年度に初めて人文

分野からの申請があり，注目を浴びた。 

 

2.共同研究への参加意欲の向上と研究者ネットワーク構築の促進 

イノべーション機構は，JST との共催により公募説明会を開催し，ま

た，地域連携研究コンソーシアム大分運営協議会において公募情報を提

供するなど，各種情報の共有化を促進している。（公募説明会への参加

大学は，大分県立芸術文化短期大学，大分県立看護科学大学，大分工業

高等専門学校，日本文理大学，別府大学，立命館アジア太平洋大学。） 

また，各連携校での研究成果を広く企業等へ紹介するため，地域連携

研究コンソーシアム大分と大分県産業科学技術センターとが共催で合

同成果発表会を 5回開催し，県の商工労働部や大分県産業創造機構等の

担当者も参加する等，自治体との連携の効果が認められた。 
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3.大学間共同研究推進活動の外部評価 

地域連携研究コンソーシアム大分の在り方や実施事業について外部

評価を実施した。評価結果において，本学がその中核大学として引き続

き活動支援することを再確認し，また，次年度に連携校により組織し，

設置することとなった「大分県高等教育協議会」においても中核大学と

しての役割を担うこととなった。 

【41】 
福祉に関して，地域並びに国内外，特にア
ジア諸国の教育・研究機関との連携を強化
する。 

【41-1】 

「福祉のまちおこし研究事業」を通 

じて大分市等の地域並びに国内外の

教育・研究機関との連携を強化する。

Ⅳ 

【41-1】 

1.自治体との連携強化 

福祉科学研究センターでは，4 月に大分市と竹中校区の大分市竹中校

区地域生活基礎調査結果を基に同地域の活性化に向けた連携の在り方

について協議を行った。同様に 6 月に市長，副市長と協議を行った。5

月には大分市と竹中校区自治会共催の協働のまちづくり交流研修会に

参加して意見交換を行った。その他，同自治会と連携して随時調査を行

った。また，9月及び 10月に大分市及び同自治会と共催で防災地域づく

りをテーマにワークショップを開催した。9月及び平成 23 年 2 月には，

竹中校区の調査結果を踏まえ，大分県等と連携してフォーラム及び連続

講座を開催した。 

 

2.地域との連携強化 

福祉科学研究センターでは，松が丘団地自治会と連携して，朝市を核

とした地域活性化について継続調査を行ったほか，7 月には自治会役員

と耐震補強対策の推進及び調査について協議し，平成 23 年 3 月に調査

を実施した。11 月には松が丘地区住民交流会に参加し，協力した。12

月には，朝市の関係者にインタビュー及びアンケート調査を行い，大分

市及び自治会との今後の連携のあり方について協議した。 

 

3.教育・研究機関との連携強化 

(1) 福祉科学研究センターでは，英国の研究機関オックスフォード・ソ

ーシャル・リサーチ（オックスフォード大学のテレザ・スミス前教授が

代表）と文化と福祉による地域活性化及び地域住民による支えあい活動

（グッド・ネイバー・スキーム）をテーマとして共同研究の委託契約を

行った。10 月下旬に渡英し，現地での共同調査を行い，報告書を作成し

た。平成 23 年 3 月には，英国から研究者を招いて調査を踏まえた共同

研究会を開催した。 

(2) 福祉科学研究センターでは，5 月に韓国で尚志大学校の宋鄭府教授
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及び羽江原発展研究院の研究員と共同研究会を開催し，韓国からの訪日

研修プログラム開発と農村福祉をテーマとした今後の共同研究につい

て協議を行った。7 月に江原発展研究院と研究交流協定を締結し，韓国

からの訪日福祉研修ニーズ調査についての共同研究の委託契約を行っ

た。11 月には，日本での福祉研修受け入れ実施調査を宋鄭府教授と共同

で行った。同月，ニーズ調査の報告書を作成した。平成 23 年 2 月に訪

韓して調査を踏まえた共同研究会を開催した。 

 

単なる連携の強化にとどまらず，大分市における市長を始めとする幹
部及び幅広い関係課との継続的協力関係，竹中校区及び松が丘団地の自
治会との継続的な協力関係に基づき，具体的に，竹中校区における新コ
ミュニティ交通の改善，松が丘団地における朝市事業など地域の福祉の
向上及び活性化に繫がる事業を推進した。また，韓国及び英国の研究機
関とも連携関係に基づく具体的な共同研究が進んだ。 

【41-2】 

大分県等と連携・協力してフォーラ

ムや講演会を実施する。 

Ⅳ 

【41-2】 

1.第 14 回大分大学福祉フォーラムの開催 

平成 22 年 9 月 3 日，大分市コンパルホールにて「ふれあいと支え合

いが地域に元気をつれてくる―小規模集落の明日」をテーマに第 14 回

大分大学福祉フォーラムを開催した。 

基調講演は，㈱いろどり 横石知二代表取締役を講師に「人は誰でも

主役になれる～居場所と出番づくり～」と題して講演を行った。 

また，パネルディスカッションの冒頭には，福祉科学研究センターの

椋野美智子教授から「福祉のまちおこし調査研究」の報告があり，引き

続き，「地域の元気づくりと支え合い」をテーマに 4 名のパネリストか

らそれぞれの取組についての報告があった。参加者は，民生児童委員，

グリーンツーリズム大学の学生や行政職員等，約 400 名であった。 

 

2.第 1 回講演会の開催 

平成 22 年 10 月 10 日に「地域医療を考えるシンポジウム ～地域が

必要とする医療とは～」をテーマに別府ビーコンプラザにて開催した。

基調講演は，高知大学医学部家庭医療学講座教授の阿波谷敏英氏が「地

域とともに創る地域医療」を演題として行い，引き続き，シンポジウム

を行った。参加者は，医療関係者（医師，看護師，ケアマネージャー，

ホームヘルパー等），学生，行政および一般市民等，184 名であった。 
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3.第 2 回講演会の開催 

平成 22 年 11 月 7 日に旦野原キャンパス第１大講義室において，「障

がい児の地域医療ネットワークづくり」をテーマに，鹿児島子ども療育

センター園長の大迫より子氏が講演を行った。参加者は，障害児施設職

員，保育者，教員，一般市民等，約 50 名であった。 

 

4.第 3 回講演会の開催 

平成 23年 2月 19 日に旦野原キャンパス第 1大講義室及び教養教育棟
25 号講義室（サテライト会場）にて，「認知症の予防・早期発見と地域
ネットワークづくり」をテーマに開催した。基調講演は，医学部総合診
療部の吉岩あおいが行い，引き続きパネルディスカッションを行った。
参加者は，行政関係者，福祉関係者，認知症の家族の方等，約 400 名で
あり，当初の予定より申込者が多く急遽サテライト会場を用意した。 
 
単に大分県等と連携してフォーラムや講演会を実施しただけにとど

まらず，それによって大分県，大分県社会福祉協議会，県医師会，県看
護協会，県・市教育委員会，大分市，日田市など医療福祉教育に関わる
幅広い地域の行政や専門団体，住民と大学との関係が深まり，これをき
っかけに例えば障害児支援ネットワークづくりなどの協議が始まった。 
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Ⅰ大学の教育研究等の質の向上の状況 

１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

 （３）その他の目標 

  ②国際化に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

○ 国際社会に開かれた大学として，海外の大学等との多様な連携・協力・支援関係を強化し，国際交流を推進する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 

【42】 
アジア諸国をはじめとする国・地域などに
留意しつつ，優秀な留学生の戦略的な受入
れを推進し，卒業後のフォローアップにつ
いても強化を図るなど体系的な留学生受 
入れ体制を確保するとともに，学生の海外
留学を積極的に推進し，国際教育を向上さ
せる。 

【42-1】 

交流協定校等を中心に留学生の受入

れを推進するとともに，協定校と連

携して新たな受入方式を策定する。 

 

Ⅳ 

【42-1】 

NAFSA，EAIE，APAIE 国際会議・留学フェアへの参加による新規派遣先

の開拓，及び海外の交流協定校等への訪問，大学進学フェア参加などで

大学情報の提供を行った。 

大学院経済学研究科では，交流協定校である中国の大学（武漢大学・

華中科技大学・中南財経政法大学・対外経済貿易大学・深圳大学）の卒

業生（卒業見込み者を含む）を対象として，来日することなく，書類選

考及び現地での面接を通じて合格者を決定する新たな入学者選抜制度

（受入方式）により，4 月に中国武漢市で研究計画等に関する面接を実

施し，4名の応募があり，3名が合格した。また，次年度の選考にあたり，

平成 23 年 1月に中国武漢市で研究計画等に関する面接を実施し，5名の

応募があり，4名が合格した。 

医学部では，博士課程において，多様なニーズに対応するため，新た

な入学者受入れ体制を検討し，平成 22 年 6 月に行われた河北医科大学と

の学術交流会議において，今後の学生交流の在り方として，本学大学院

への進学を推進することを確認した。 

また，平成 22 年 6 月江漢大学からの新たな受入方式（江漢大学外国語

学部日本語学科の 3 年次修了者を本学にて 1 年間受入れ，所定の単位を

満たせば江漢大学より学士の学位を授与する）について，桑副学長，陳

日本語学科主任が来学し協議を行い，中国江漢大学 3+1 共同プロジェク

ト WG にて，受入れ科目等について検討を行った。平成 23 年 3 月には本

学理事（国際・社会連携担当）と教職員が江漢大学を訪問し，担当責任

平成２２年度実績報告書 

進捗状況の評価基準 
Ⅳ：年度計画を上回って実施している Ⅲ：年度計画を十分に実施している 
Ⅱ：年度計画を十分には実施していない Ⅰ：年度計画を実施していない 



大分大学 

59 
 

者と本学への留学を希望する学生に対してヒアリングを行い，カリキュ

ラムの要望・本学での指導体制等について打合せ，新たな受入れ方式を

策定した。その上で，平成 23 年 9 月から 5名の留学生を受け入れること

とした。 

【42-2】 

卒業後のフォローアップを図るた

め，海外同窓会を充実させるととも

に，ネットワークを構築する。 

Ⅲ 

【42-2】 

留学生 OB のネットワークを広げるとともに，優秀な留学生の受入れ，

及び卒業後のフォローアップを図るため，平成 23年 3月に中国武漢市か

ら大分大学中国同窓会長を招き，第 2 回同窓会の開催と今後の同窓会の

在り方について打合せを行った。これにより，平成 23 年 3 月 27 日に中

国武漢市において，第 2 回大分大学中国同窓会を開催し，中国同窓会と

の連携を深めるとともに，同窓会名簿を作成した。 

留学生の帰国前オリエンテーション（7月，平成 23年 1 月）において，

大分県が開設し，「留学生キャリアサポートセンター大分」が管理するソ

ーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）への登録について説明し

た。なお，3月末現在の登録者は 35 名であり，同システムにより，留学

生の現状を海外へ発信している。 

【42-3】 

短期交換プログラムによる学生の海

外派遣を促進するとともに，海外留

学推進のための新たな派遣先を開拓

する。 

Ⅲ 

【42-3】 

派遣留学生のための学習会を 5 月に，危機管理セミナーを 6 月に実施

した。また，次年度に派遣留学を希望する学生を対象に 10 月に全体・地

域別説明会，12 月に派遣留学生選考試験（面接）を実施し，平成 23 年 2

月には，「海外留学と安全管理セミナー」を実施した。 

経済学部では，平成 23年 1 月に IBP（インターナショナル・ビジネス・

プログラム）による留学成果の報告会を実施した。 

○参考：派遣留学生数 

平成 21 年度 12 名，平成 22 年度 23 名，平成 23 年度 21 名（派遣予定） 

また，平成 22 年 4 月には，レンヌ第 2 大学（フランス），ウーロンゴ

ング大学（オーストラリア），平成 23年 3 月には HU ユトレヒト大学（オ

ランダ）と交流協定を締結するとともに，NAFSA，EAIE，APAIE 国際会議・

留学フェアへの参加による新規派遣先の開拓及び海外の交流協定校等

（10 大学）への訪問などにより大学情報の提供を行った。 

【43】 
教員等の研究者の海外派遣をより一層推 
進するとともに，海外の大学等からの研究
者を積極的に受入れ，海外の大学との研究
上の交流を強化する。 

【43】 

国際共同研究のプロジェクトとして

発展する可能性のある研究活動の支

援体制を整備する。 

 

Ⅲ 

【43】 

7 月に理事（医療・研究担当）・理事（国際・社会連携担当）の連名に

より国際共同研究のプロジェクトとして発展する可能性のある研究活動

を支援するため「海外の大学等との国際共同研究プロジェクト調査」を

実施し，今後公募される外部資金の獲得に資する情報を速やかに文書に
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て通知し，併せて学内ホームページに情報提供するなどの支援体制の強

化を図った。 

また，国際共同研究を行っている海外の機関に若手研究者を派遣する

JSPS 平成 22 年度最先端研究開発戦略的強化費補助金「頭脳循環を活性

化する若手研究者海外派遣プログラム」の申請について，各学部等へ周

知するとともに，提出にあたっては，理事・各研究科長による学内検討

会を設け，5件の申請書をブラッシュアップし，1件「消化器感染症の最

先端研究と中米におけるフィールド調査」が面接の対象となり採択され

た。 

国際教育研究センターでは，オーストラリアのウーロンゴング大学か

ら1名の外国人客員研究員を受入れ，平成23年1月に同大学との共催で，

オーストラリア・カナダ・アメリカ・イタリア・中国・イギリス・ドイ

ツなどから約 60 名の研究者を集めて国際ワークショップを開催し，特色

ある研究を国際的に発信するとともに海外の大学との研究交流を進める

ことができた。 

【44】 
アジア諸国をはじめとする途上国の人材 
育成支援，開発協力などによる国際的貢献
活動に積極的に参加する。 

【44】 

アジアの協定校との学術交流を推進

するとともに，カリブ地域のドミニカ

共和国等に対する医療協力について，

専門家の受入・派遣等を推進する。 

Ⅲ 

【44】 

ガーナより，JICA 奨学生を 1名受入れている。また，JICA 海外ボラン

ティア募集説明会を 4月に実施し，7名が参加した。 

4 月にフランスのレンヌ第２大学・オーストラリアのウーロンゴング

大学， 5 月に台湾の高雄医学大学，8 月に韓国の江原発展研究院，平成

23 年 3 月に HU ユトレヒト大学と学術交流協定を締結した。 

寺尾教授は，1990 年から 2年間，JICA と本学による消化器疾患研究プ

ロジェクトの初代リーダーとして，ドミニカの消化器センターの設立に

携わり，帰国後も JICA 専門家として同国の医療協力プロジェクトに参加

したことが認められ，平成 22 年 9 月 13 日ドミニカ共和国科学アカデミ

ー名誉在外会員に就任した。平成 22 年度の主な活動としては，平成 23

年 2 月に広島大学において「大分大学・ドミニカ共和国医療協力の 20

年」と題して講演を行うとともに，JSPS 平成 22 年度最先端研究開発戦

略的強化費補助金で採択された「消化器感染症の最先端研究と中米にお

けるフィールド調査」の一環としてドミニカ共和国 UTESA 大学医学部で

平成 23 年 3月に講演を実施した。 

また，セルビア共和国から「セルビア国乳がん早期発見集団検診」に

係る研修員を 11 月 30 日～12 月 10 日の間受入れた。 

医学部医学科及び看護学科の学生は，9 月にフィリピンのサン・ラザ

ロ病院において，病棟実習・症例検討会及び講義・資料調査などの海外
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実習を行った。 

国際医療活動への体験学習事業（ベトナム社会主義共和国ベンチェ省

での口唇・口蓋裂患者治療活動）を 12 月 24 日～12 月 31 日の間実施し，

医学部学生 2名と工学部学生 1名が参加した。 
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Ⅰ大学の教育研究等の質の向上の状況 

１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

 （３）その他の目標 

  ③附属病院に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

○ 地域の中核病院としての機能を充実させ，地域医療・福祉の向上に貢献する。 
○ 医療安全への取組を強化し，医療の質を向上させる。 
○ 倫理観豊かな質の高い医療人を育成する。 
○ 臨床研究を推進し，先進的な医療技術を開発する。 
○ 経営改善に基づく，効率的な病院経営を行う。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 

【45】 
患者プライバシーの確保とアメニティの 
向上を実現させるとともに，臨床現場とし
て教育・研究機能を充実させるため，国の
財政措置の状況を踏まえ，附属病院再整備
計画を推進する。 

【45】 

附属病院再整備計画の理念に基づ

き，患者ニーズへの対応，教育病院

としての機能充実，管理運営の合理

化等を図るため，病棟，外来などの

専門部会を設置し，現状の問題点，

その改善策について検討を行い，基

本設計に盛り込むための具体案を策

定する。 
Ⅳ 

【45】 

再整備計画の推進及び関係部署との円滑な対応を図るため，附属病院

再整備推進委員会及び附属病院再整備推進室を設置するとともに，専門

的な事項を検討するための専門部会や WG を設置した。これらの委員会

において，附属病院再整備計画に掲げる，個室の増室や分散トイレ，相

談室の確保等，入院患者の療養環境の改善，学生・医療スタッフの教育

スペースの拡充，効率的な管理運営及びあたたかい安全・安心の医療の

提供を目指した部門配置や地域医療連携センターの充実等，コンサルテ

ィング会社や設計会社と連携を図り，問題点の洗い出しや要望の検討な

どについてヒアリングを行い，6月までに基本設計が完了した。 

○設置部会：病棟専門部会，外来専門部会，診療施設専門部会，管理

専門部会，物流・搬送専門部会，看護・アメニティ専門

部会，PET センター専門部会，救命急センター専門部会 

○WG：管理専門部会医事機能 WG 

 

PET 棟は 8月に実施設計を終え 10 月に発注し，新西病棟は 9月に実施

設計を終え 12 月に発注した。 

引き続き，運用面や備品等，詳細についても検討を行った。 

【46】 
診療機能を充実・レベル向上させるため，

【46】 

設備更新計画に基づき，先進的な医
Ⅲ 

【46】 

各診療科等からの要求に基づき設備更新計画を 10 月に策定し，先進

平成２２年度実績報告書 

進捗状況の評価基準 
Ⅳ：年度計画を上回って実施している Ⅲ：年度計画を十分に実施している 
Ⅱ：年度計画を十分には実施していない Ⅰ：年度計画を実施していない 
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先進的な診断機器や治療機器の導入等の
計画的設備更新を行う。 

療機器等の導入，更新を行う。 医療のためのレーザーマイクロダイゼクションシステム(顕微鏡にレー

ザー照射装置が接続された機器を使って，顕微鏡下で組織切片を観察し

ながら切片上の標的とする細胞塊をレーザーによって切り出し，採取・

回収する。)や，手術室のエネルギープラットフォーム(高周波電気手術

器)，内視鏡システム等，設備機器の更新を行った。また，最先端の画

像検査・診断法を取り入れ診療機能を充実させるため，PET/CT を平成

23 年 3 月に導入した。 

【47】 
地域住民が安心できる医療を提供するた
め，都道府県がん診療連携拠点病院・救命
救急センター機能，及びその他の政策医
療・地域医療への貢献策を策定し，実行す
る。 

【47-1】 

地域中核病院として救命救急医療の

充実策を策定する。 

Ⅲ 

【47-1】 

救命救急医療の充実策の一環として，地域の救急機関と連携し円滑な

救命救急活動を行うため，4 月に開催した救命救急センター運営会議に

おいて「ドクターカー運用要項」を策定し，5 月に県や各消防本部，消

防局へ配布した。運用要項によって対象疾患等を周知し，該当するケー

スには要請を呼びかけ，ドクターカーの効果的な運用に努めたほか，重

篤な患者の病院間搬送にもドクターカーを活用した。 

さらに，地域医療再生計画に基づく救命救急機能強化のため，大分県

におけるドクターヘリ基地病院を目指し，9 月に大分県ドクターヘリ基

地病院となる意向を大分県へ回答し，10 月に大分県救急医療対策協議会

における承認を経て，本院が基地病院として決定した。また，基地病院

の決定を受け，屋上ヘリポート等の設計に着手した。 

【47-2】 

大分県がん診療連携拠点病院とし

て，県のがん医療水準向上への貢献

策を策定する。 

Ⅳ 

【47-2】 

大分県がん対策推進計画に基づき，本院を中心とした県下の関連医療

機関との各種専門部会において，がん医療の水準を向上させる取組を検

討実行するとともに，本院の腫瘍センター運営会議において，本院とし

てのがん医療水準向上への貢献策を検討し，平成 23 年度の取組をも見

据えた「大分県がん診療連携拠点病院としてのがん医療水準向上への貢

献策」を策定した。 

○今年度すでに実行している具体的取組は次のとおりである。 

 ①地域のがん診療に携わっている医療従事者を対象とした各種研修

を腫瘍センター運営会議で計画し，5月 15，16 日に県内の医師を対

象とした「緩和ケア研修会」をはじめ，がん登録や地域連携クリテ

ィカルパス，相談支援，放射線治療に関する研修会など，計 16 回

開催した。 

②患者さんが在宅で適切な緩和ケアを受けることができるよう，専門

的な緩和ケアを提供できる緩和ケア外来の充実について，緩和ケア

支援部門で検討し，セカンドオピニオン患者の受け入れや，患者数
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の把握のため電子カルテに予約システムを作成した。 

③がん患者の意向を充分尊重した治療が適切に行われるよう，がんに

関する主な治療法の知識を持った医師を育成するプログラムを作

成し，カリキュラム案及びポートフォリオ案が 8月に完成した。ま

た，9 月より，養成候補医師数名を対象にこれらの案に沿って試行

を開始した。11 月に試行結果を分析し，平成 23 年 2 月に，カリキ

ュラム案及びポートフォリオ案の改訂版を作成した。 

【48】 
マグネット病院としての機能を強化し，地
域中核病院及び地域の医療機関とのネッ
トワークを構築する。 

【48-1】 

地域連携パスの導入に向けた地域医

療施設協同の作業部会の運営をはじ

め，講演会や研修会を通じた啓発活

動の展開により，ネットワークを構

築する。 

Ⅲ 

【48-1】 

回復期及び維持期の地域医療施設と連携して，脳卒中地域連携パスの

運用を開始するため，5 月と 9 月に大分脳卒中クリニカルパス情報交換

会を開催し，地域医療施設と脳卒中地域連携パスの運用について協議

し，当該パスを関係施設へ配布した。 

5 大がん地域連携クリティカルパスの策定作業実務者委員会が主体と

なり，県下関連医療施設と連携して 5大がん種毎のパスの作成に着手し，

パス策定作業実務者委員会の 5大がん種毎のグループによりパスが完成

した。11 月に開催した同委員会において委員へ公表した。また，パス協

力病院のネットワーク構築のため県下関係医療施設を対象にアンケー

ト調査を実施し，421 施設からの回答の内 251 施設（59.6%）は，がん術

後のフォローアップの病診連携に関心ありとの回答があり，当該パスの

運用を平成 23 年 4 月より開始することとした。 

11 月に，他病院の専門医師を講師に迎え地域医療施設参加型のがん診

療連携クリティカルパスに関する講演会を開催し，がんパスに関する情

報の提供を行い，参加施設間の意見交換と情報共有によって連携を強化

した。 

【48-2】 

検査外来を含めた前方支援及び後方

支援を充実させ，地域医療機関との

連携を強化する 

Ⅲ 

【48-2】 

○【前方支援：外来患者の受入れに係る支援(一般，検査両外来の受付】 

検査外来の広報用文書「検査外来のご案内」を作成し，10 月発行の病

院広報誌「かけはし」に添付し，地域医療機関へ発送した。 

○【後方支援：入院患者の退院(在宅及び転院)に係る支援】 

相談及び退院調整部門の充実を図るため，ソーシャルワーカーの紹介

リーフレットを作成し，6 月から入院患者を対象に配布し，院内周知に

努めている。入院した翌日までに訪室し，ベッドサイドで作成したリー

フレットを用いて，地域の医療機関や福祉施設等と連携を取り円滑な退

院をするための支援について患者や家族に直接説明することによって，

患者の理解度が増している。さらに入院した当初から患者の情報を容易
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に收集することができ，それに基づいてソーシャルワーカーのきめ細や

かなサービスが提供できることとなったなど，患者の至適支援活動に有

効に作用している。 

地域医療機関との連携強化を図るため，12 月に緩和ケア病棟を有する

3つの地域医療機関を訪問し，連携実務者との意見交換を行なった。 

【49】 
医療安全に関する体制の構築及び具体的 
取組を計画的に検証し，改善を行う。 

【49-1】 

病院職員への医療安全に関する意識

を向上する体制について検証し，改

善する。 

Ⅲ 

【49-1】 

病院情報管理システムの更新に伴い，平成 21 年 3 月に医療安全管理マ

ニュアルを改訂し，4 月にポケット版マニュアル第 2 版を作成し配付し

た。6 月に開催した医療安全管理セミナーにおいてマニュアルの説明及

び啓発を行った。また，7 月以降の院内ラウンドにおいて，ポケット版

マニュアルの携帯状況を確認しところ，7 月の調査では医師 34%，看護

師 78%，3 月の調査では医師 46%，看護師 75%であり，来年度以降も，引

き続き啓発を行うこととした。 

新規採用職員を対象とした医療安全研修の受講を徹底させるため，7

月に研修用のビデオを製作し，医療情報管理システムの生体認証を登録

する時にビデオにより受講させる研修体制を構築した。 

【49-2】 

患者参加型医療安全の推進策を策定

する。 

Ⅲ 

【49-2】 

患者参加の医療安全を推進するため，医療安全リーフレット「入院さ

れる患者さんへ～医療安全参加へのお願い～」を作成し，12 月から入院

患者への配布を開始した。リーフレットには，氏名の確認，院内での転

倒・転落に対する注意，薬の確認，病状治療についてしっかり伝え尋ね

ること等の具体的な取組を記載した。 

このリーフレットを配布する際に，患者に説明することによって，説

明する職員が恒常的に医療安全を意識することとなるという効果を期

待して，病棟看護師が配布することとした。また，このリーフレットを

評価するため，平成 23 年 3 月に職員に対して活用状況を調査し，平成

23 年度は患者の反応を調査する予定である。 

【50】 
質の高い専門医・専門薬剤師・専門看護師
を育成する教育等を充実させる。 

【50】 

専門医・専門薬剤師の育成に関する研

修会等の実施及び本学の看護学専攻

「がん看護専門看護師教育課程」への

進学支援体制を整備する。 
Ⅲ 

【50】 

専門医の臨床技能を向上させるため，専門医・後期研修医・研修医を

対象としたトレーニング用シミュレーターを使用した研修会を，卒後臨

床研修センターとスキルスラボセンターとの共催により企画し，該当す

る診療科の協力を得て，計 7回実施し 54 名が参加した。 

がん薬物療法の専門薬剤師育成の一環として，「薬剤師・看護師対象

がん薬物療法勉強会」と題し，薬剤部と大分県病院薬剤師会との共催に

よる研修会を 9月に開催した。当該研修会においては，本院腫瘍内科の
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医師を講師とし，最新の知見による「がん化学療法」の実際について講

演を行い，学内外の薬剤師と看護師，23 名が参加した。 

看護部において，自己啓発休業制度を利用し，「専門看護師教育課程」

へ進学するための推薦制度について検討した結果，9 月に「がん看護専

門看護師教育課程」への進学のみならず，それ以外の専門看護師教育課

程への進学も念頭に置いた「専門看護師の育成に関する推薦制度」を策

定した。 

【51】 
社会の要望に応える医療人を養成し，臨床
研修医の安定的確保のため，臨床研修カリ
キュラム・専門医養成コースを作成する。

【51】 

現有の臨床研修カリキュラム・専門

医養成コースを見直し，要望のある

専門医養成コースの増設について調

査し計画案を作成する。 

Ⅲ 

【51】 

卒後臨床研修センターにおいて，各診療科に現有の臨床研修カリキュ

ラム（以下，プログラムという）及び専門医養成コースの見直しを依頼

し，適切な治療のために病理診断が果たす役割は大きいが全国的に少な

い病理医の養成プログラム，歯科医師臨床研修病院として専門性を高め

た歯科口腔外科医の養成プログラム，出産・育児で医療現場を離れた女

性医師復帰のプログラムの 3件を新規に作成するとともに，腫瘍内科専

門修練プログラムの修正を行った。また，学生・初期研修医向けに，診

療科の特色や研修スケジュールなどを示したプログラムの概要を平成

23 年 2 月に卒後臨床研修センターのホームページに掲載した。 

※参考 

 ○新規：病理部後期研修プログラム，口腔外科専門医養成プログラム， 

女性医師復帰支援プログラム 

 ○追加修正：腫瘍内科専門修練プログラム 

【52】 
治験中核病院としての活動を推進し，新薬
の開発を進める。 

【52-1】 

クリニカルトライアルユニットで臨

床薬理試験などの早期臨床試験をさ

らに推進する。 

Ⅲ 

【52-1】 

クリニカルトライアルユニット（以下「CTU」という。）において，前

年度に臨床薬理試験，平成 22 年度厚生労働省科学研究費補助金「グロ

ーバル早期臨床試験を推進するための大学病院ネットワークの中核病

院としての基盤整備研究」が採択され，グローバル早期臨床試験（単回

投与試験）を実施した。引き続き，グローバル早期臨床試験「難治性呼

吸器疾患患者対象の第Ⅰ相試験（連続投与試験）」を行い，16 名につい

て予定どおり 7月に終了した。 

CTU において，APDD（医薬品開発機構）事業により，マイクロドーズ

臨床試験を東京大学及び摂南大学との共同研究で実施することとなり，

プロトコル（研究計画）を作成し，本院の臨床研究審査委員会において

承認し，平成 23 年 1 月までに当該臨床試験を実施し，完了した。 

また，CTU においては，平成 23 年度に設置される PET センターと連携

して分子イメージングを使用した治験を実施するため，附属病院再整備
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推進委員会の PET センター専門部会及び医学部附属先端分子イメージン

グセンター委員会に CTU 所属医師を配置し，実施体制の基盤整備を図っ

た。 

【52-2】 

病院内の臨床試験の支援体制を充実

させる。 

Ⅲ 

【52-2】 

総合臨床研究センターは，臨床試験担当医師や看護師，臨床検査技師

などの医療スタッフ，厚生労働省の治験中核病院事業における人材育成

対象者(4 名)，医学部学生に対して，On the Job Training や講義を通

し，治験や臨床試験に関する教育を行った。 

臨床試験責任医師が作成したプロトコル（研究計画）に対するアドバ

イスや校正を，総合臨床研究センター臨床研究支援部門において実施し

ており，データマネジメントに関しては，泌尿器科や消化器外科の自主

臨床試験や多施設共同研究のデータ収集を一元的に行った。 

第Ｉ相治験を計 3件行い，そのうち，腫瘍内科で行った第Ｉ相治験に

対しては，他科との連携により患者の安全性を確保できる体制を整備し

た。また，試験の支援に対してもデータマネージャーやプロジェクトマ

ネージャーなど CRC(Clinical Research Coordinator)だけでなく，様々

な役割分担を行うことにより，早期臨床試験の実施を円滑に行える体制

を整えた。 

臨床研究倫理セミナーを開催することによって，研究者に対する教育

の場を設けることができ，また，多施設共同試験を実施する場合などに

おいては研究会などの実施の際に，臨床研究倫理セミナーの DVD を貸出

し，大分大学医学部附属病院以外の病院やクリニックの先生方の研究倫

理の教育推進にも努めている。 

【53】 
疾病構造の変化に対応した高度医療・先進
医療を実現する臨床研究を行う。 

【53】 

疾病構造の大きな変化が予測される

診療科ごとに，先進医療を開発する

ための臨床研究を開始する。 

Ⅳ 

【53】 

内分泌・糖尿病内科及び消化器外科においては，肥満症，メタボリッ

ク症候群の患者への治療法として，従来の肥満症治療である食事治療と

あわせて先進医療である sleeve gastrectomy (袖状胃切除術)を併用し

た時の内科・外科的治療の有用性の検討を開始し，肥満症に対し sleeve 

gastrectomy (袖状胃切除術)を 17 例に施行した。併せて糖脂質代謝の

変化を解析中である。 

循環器内科においては，「心房細動の発症と合併症予防に関する研究」

― 合併症の発症に関与するリスクファクターの検索を開始した。 

JJ-RHYTHM Registry に登録した 30 名以上の患者を登録した。登録者の

なかにイベント発症がみられており，引き続きフォローアップを継続し

ている。 
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形成外科及び血液内科においては，末梢動脈閉塞症に伴う難治性潰瘍

に対する幹細胞移植を行い治療効果の有用性について検討を開始した。 

形成外科においては，1 例の末梢動脈閉塞症に伴う難治性潰瘍に対し

て幹細胞移植を実施し，完治した。 

腫瘍内科においては，消化器及び呼吸器がんの抗がん剤治療の臨床試

験とゲノム解析に基づいた個別化医療の可能性について検討を開始し

た。進行再発がんを対象に，PI3K および mTOR 阻害剤である新規分子標

的薬の Phase I study を開始したほか，新規薬剤の国際臨床試験も開始

しており，登録は順調に進んでいる。同時に，がん患者のゲノム異常の

網羅的解析より，胃癌の新しいがん抑制遺伝子候補として miR-375 を同

定し，現在その機能解析を行っている。 

消化器外科においては，体表に創を作らない新低侵襲治療手術の

NOTES（経管腔的内視鏡手術）の可能性について検討を開始した。動物

モデルにおいて手技の安全性を確認し，日本では最も早く臨床応用を開

始した。今年度は 4例に施行し，有用性の解析を行っている。 

心臓血管外科においては，大動脈瘤に対する新規低侵襲治療法の有用

性の検討を開始した。新しいオープンステントグラフトデバイスを用い

た弓部置換を 5例，通常は適応外とされる頚部全分枝閉塞しなければな

らない症例を 6例，腹部分枝バイパス併用ステントグラフトを 5例，腎

動脈開窓ステントグラフトを 1例実施した。 

放射線科においては，320 列検出器 CT を用い脳･頭蓋内検査を開始し，

頸椎移行部動・静脈解剖等の検討を開始した。設定したプロトコル（研

究計画）に基づき 50 症例の検討を行い，その結果を元に英文ジャーナ

ルへ投稿し，その内容は The British Journal of Radiology（BJR 

oct.2010;84:831-840）に掲載された。 

また，放射線科において，胸部・腹部大動脈疾患のステントグラフト

留置後の大動脈リモデリングの検討を開始した。腹部大動脈領域におい

ては，60 例の検討を終え，ワークステーションを用いたコンピューター

画像解析を行っている。引き続き症例を蓄積し，胸部大動脈領域におけ

る研究も推進する。APCCVIR2010(9th Asian Pacific Congress of 

Cardiovascular & Interventional Radiology)(2010/6/1～4，Seoul)及

び ECR2011(European Society of Radiology)（2011/3/3～7）にて発表

した。 

総合診療部においては，ヘリコバクター・ピロリ(ピロリ菌)陰性化時

代での機能性ディスペプシア患者の病態解明と有用な治療法の検討を
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開始した。外来患者の中から，機能性ディスペプシア患者 170 名につい

て症状とピロリ菌感染の有無，内視鏡所見について解析し，結果につい

て平成 23年 2 月開催の日本病院総合診療医学会において発表した。 

また，総合診療部において，認知症と生活習慣病－ Alzheimer 型認知

症と動脈硬化の関係について研究を開始した。糖尿病，高血圧症は，ア

ルツハイマー型認知症と関連を認めたが，総コレステロール，LDL コレ

ステロール，中性脂肪，ABI，PWV は関連が認められず，引き続き詳細に

解析を行っている。中間結果を日本総合診療医学会雑誌に掲載した。 

並びに，総合診療部において，カプセル内視鏡を用い，長期低容量ア

スピリン内服患者での小腸粘膜病変解明とその予防開発を開始した。健

常人ボランティアを用いた，低用量アスピリン小腸粘膜傷害についての

臨床試験が 8月に完了し，論文投稿中である。10 月の日本消化器病学会，

11 月の日本潰瘍学会に発表した。 

【54】 
附属病院のガバナンスを明確化する体制 
を整備する。 

【54】 

附属病院のガバナンスについて検討

するＷＧ等を設置し，現状での問題点

を洗い出す。 Ⅲ 

【54】 

7 月にワーキンググループを設置し，医療・研究担当理事及び病院長

の権限・責任の明確化，附属病院独自の多様な雇用形態での医療系職員

の採用，人員配置の適正化，柔軟な予算執行等について検討を行った結

果，総人件費 1％削減が足枷となり，承継職員の給与増につながる手当

の新設など，給与面での処遇改善ができないこと等を現状の問題点とし

て挙げ，平成 23 年 3 月に開催した病院運営委員会へ報告した。 

【55】 
社会環境の変化に柔軟に対応できる戦略
的病院経営を行う。 

【55-1】 

診療報酬改定を含めた診療報酬請求

に適切に対応するとともに，その内容

を分析し，効果的・効率的病院経営を

実行する。 

Ⅲ 

【55-1】 

経営戦略室において，診療報酬改定に伴う，増収要因・減収要因を明

らかにするため，各月毎の実績による影響率を算出し，増収・減収の要

因について分析を行った。 

 今回の改正で，処置・手術，基本診療料，指導・管理料や DPC 係数の

増加分等で増収を得られたが，薬剤・材料の点数引き下げの影響で減収

になった項目もあった。 

DPC における診断群分類コーディングの精度を向上させるため，5 月

に専任の DPC 担当職員として，医事課診療報酬指導係に診療情報管理士

1名を配置(採用)した。毎月上旬に，前月の入院レセプトを対象として，

DPC 診断群分類のコーディングを実施しており，その成果を，「DPC コー

ディング実施症例変更項目増減点数一覧表」に記載して，DPC コーディ

ング委員会に報告している。 

【55-2】 

経営基盤の安定を図るため，増収又

 

 

【55-2】 

検査部において，検査結果の即日報告を推進し経費の削減を図るた
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は経費削減策を立案し実行する。 

 

 

 

Ⅲ め，以下のとおり外注検査項目の院内取込を行った。これにより，外注

時には翌日から 5 日後となっていたものが，90%は即日報告，残り 10%

は翌日に報告することができ，報告の迅速化が実現した。 

4 月：自己抗体関連 15 項目(H21 実績 21,714 件，21,982,057 円)の取

込を実施した。 

6 月：可溶性 IL-2R(H21 実績 4,000 件，8,861,440 円)の取込を実施し

た。 

10 月：尿 Na,K,Cl を追加した。 

11 月：遺伝子検査(HCV.HBV)(H21 実績 1152 件,305.9 万円)取込を実施

また，即時報告の実施を目的に，24 時間対応の緊急検査項目の

充実に取り組んだ。 

12 月：白血球分類を追加した。 

院内取込により，外注した場合と比べ，約 85%程度の経費で実施する

ことができ，年間で約 508 万円の経費削減ができた。 

○放射線部における業務量の増大，手術部での撮影業務対応のため，放

射線技師を 5名（平成 21 年度 2名，平成 22 年度 3名）増員した。 

○CT，MRI の検査件数を増加させ，いずれも昨年度実績平均を上回る増

収及び検査待ち日数の短縮を実現した。 

・CT 検査総数 20,900 件，（H21 年度比 2,419 件増加，約 5,000 万円増

収）（平成 23年 3 月 31 日） 

・MRI 検査総数 7,520 件，（H21 年度比 262 件増加，約 950 万円増収）

（平成 23年 3 月 31 日） 

・CT 検査待ち日数 11 日（平成 23年 2-3 月平均）（H21 年度 23 日） 

・MRI 検査待ち日数 16 日（H21 年度 20 日） 

生殖補助医療を拡充するため，4月に胚培養師 1名を配置した。 
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Ⅰ大学の教育研究等の質の向上の状況 

１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

 （３）その他の目標 

  ④附属学校に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

○ 附属学校園の組織・業務運営の改善を図り，大学・学部と附属学校園との教育研究上の連携を強化する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） 

【56】 
附属学校園の学内マネジメント体制及び
地域に開かれた運営体制の整備を図り，公
立学校との人事交流・地域貢献等に関する
基本方針を策定して実施する。 

【56】 

これまでの附属学校園の学内マネジ

メント体制等の機能の効果を検証

し，改善のための素案づくりに取り

組む。 

Ⅲ 

【56】 

附属校園在り方検討委員会が中心となって，組織運営・業務運営に関
する問題点を検討し，①附属学校園の人事交流のシステムが十分に確立
していないため公立学校等からの派遣教員の確保が困難になっている
こと，②附属学校園の設置目的や存在意義に照らして，現状の教育課程
や校園間の連携協力等にさらなる整合性が求められること，などの具体
的な検討結果を示した(平成 23 年 1月 7日上記委員会作成『附属学校園
の活用方策に関する報告書』)。こうした問題意識の下,学部は附属学校
園の組織運営・業務運営に関する学内マネジメント体制（「附属学校園
運営会議(仮称)」等）の構想案を作成した。この構想案は，一部指摘を
受けたため年度末時点で修正段階にある。しかし，改善の指針について
の変更はない。 

【57】 
大学・学部と附属学校園が連携し，園児児
童生徒一人一人の教育的ニーズ（理数教
育，国際理解教育，ICT能力育成，異学校
種間の接続教育及び特別支援教育など）を
踏まえた教育課程及び指導方法について
の先導的・実験的な調査研究を行うととも
に，地域の教育課題に対応した調査研究を
推進する。 

【57】 

これまでの大学・学部と附属学校園

連携を見直すとともに，附属学校園

の活用の在り方について検証し，附

属学校園の園児児童生徒の教育的ニ

ーズや地域の教育課題等に対応する

調査研究推進のための素案づくりに

取り組む。 

Ⅲ 

【57】 

これまでの学部・附属学校園の連携上の課題等を分析し,附属学校園
の活用方策について検討した結果を，5つの提言(学部と附属学校園の共
同研究組織の立ち上げ，新しい教員養成カリキュラムの効果の検証に関
する調査研究の遂行，等)にまとめ, 平成 23 年 1月 7日『附属校園在り
方検討委員会報告書』として完成させた。この報告書が年度計画に記し
た素案に相当する。 

 

 
 

平成２２年度実績報告書 

進捗状況の評価基準 
Ⅳ：年度計画を上回って実施している Ⅲ：年度計画を十分に実施している 
Ⅱ：年度計画を十分には実施していない Ⅰ：年度計画を実施していない 
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○項 目 別 の 状 況 

 

Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 

（1）業務運営の改善及び効率化に関する目標 

  ①組織運営の改善に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

○ 社会環境の変化や社会のニーズに対応するため，柔軟かつ機動的な教育研究組織の整備及び安定的・効率的な大学経営を実現するための学内資源配分など， 
戦略的マネジメント改革を推進する。 

○ 学長がリーダーシップを発揮しつつ，PDCAサイクルを活用した運営体制において，激変する環境の変化に適切に対応し，全学的な視点に立った機動的な大
学運営を遂行する。 

○ 公平性及び客観性を確保しながら，柔軟で多様な人事システムを構築するとともに，優秀な人材の確保を行う。また，中長期的な観点に立った適切な人員（人
件費）管理を行う。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 

【58】  

教育及び研究の実施体制の充実・改革に向

けて，教育研究組織の弾力化を推進する。

【58】 

大学院博士課程及び教育福祉科学部

の入学定員も含めた組織の見直しを

検討し，見直しの方向性を決定する。

Ⅲ 

【58】 

平成 21 年 7 月，将来計画会議の下に設置した 2つのワーキン

ググループ（大学院博士課程検討WG及び教員養成系学部検討WG）

において，入学定員を含む組織の見直しについて検討を進めた。

この検討結果を今後の組織の見直しの方向性として取りまとめ，

平成 23 年 3 月に開催した将来計画会議，経営協議会，教育研究

評議会及び役員会で審議し，決定した。見直しの内容は次のとお

りである。 

≪教員養成系学部について≫ 

教育福祉科学部は，教員養成課程の入学定員を拡充させ，新課

程の入学定員を縮小させるため，学部の改組に向けた検討を行う

こととした。 

≪大学院博士課程等について≫ 

医学系研究科修士課程について，医科学専攻は，東九州地域医

療産業拠点構想に基づき，将来の臨床工学コースの設置に向け

て，平成 23 年度に臨床工学を取りいれたカリキュラムの検討を

行うこととした。また，看護学専攻は，入学定員を削減する方向

で，次年度以降の概算要求等に向けて調整を行うこととした。 

 

平成２２年度実績報告書 

進捗状況の評価基準 
Ⅳ：年度計画を上回って実施している Ⅲ：年度計画を十分に実施している 
Ⅱ：年度計画を十分には実施していない Ⅰ：年度計画を実施していない 



大分大学 

   73 

工学研究科博士後期課程は，平成 24 年 4 月の入学定員削減に

向けた平成 24 年度概算要求等を行うこととした。 

≪その他の修士課程及び博士課程について≫ 

組織の設置後 4年～10 年以上経つため，組織の検証を進め，必

要に応じて組織やカリキュラムの見直しを行うこととした。 

【59】 

学長のリーダーシップの下，社会情勢を見

据えた戦略的経営を実行するための具体

策を策定し実行する。 

【59】 

戦略的経営を実行するための体制整

備について検討し，問題点を洗い出

す。 

Ⅲ 

【59】 

上記年度計画【58】の実施状況に加え，第 1期の戦略会議にお

いて検討してきた，今後の人口の推移等社会状況を踏まえた本学

の規模や学生数の規模をどのように維持するかという議論を基

に，第 2期の戦略会議において，本学に求められる教育研究の分

野について長期的な教育・研究の方針，とりわけ本学における新

たな組織（学部構成のあり方）について検討し，検討の結果を，

平成 23 年 3 月に開催された第 8回将来計画会議に「戦略会議に

おける新たな教育組織に関する審議の中間とりまとめ」として提

案し，審議した。 

審議の結果，「戦略会議における新たな教育組織に関する審議

の中間取りまとめ」を基に，全学で議論する体制として，将来計

画会議の下に検討 WG を設置することとした。 

 

【60】 
予算配分については，一定の枠を留保し，
教育研究環境整備や教育研究の活性化に
つながる戦略的経費への重点化を行う。 

【60】 

本学の総予算から一定枠を留保し，

本学の重点研究領域に基づいた大型

プロジェクトを支援するための経費

確保を計画する。また，中期目標の

達成に向けた戦略的経費を増額さ

せ，教育支援及び学生支援に重点を

置いた配分ができるよう，予算確保

を計画する。 
Ⅲ 

【60】 

大型プロジェクト支援経費については，全学研究推進機構主導
による「重点領域研究推進プログラム」に係る予算を学長裁量経
費により確保し，予算配分を行った。また，特別経費(プロジェ
クト)及び GP に係る本学負担分の経費補助や事業期間終了後の
継続支援を学長裁量経費により確保し，予算配分を行った。 
戦略的経費については，中期計画「食堂スペースの拡充，学生

寮の充実等，キャンパス内生活環境を改善する。」を達成するた
め，新たに「中期目標達成積立金」の予算を確保した。また，従
来，予算確保を行っていなかった教員に係るサバティカル研修や
職員の SD 研修に係る予算を学長裁量経費により確保し，予算配
分を行った。 

教育支援及び学生支援に重点を置いた配分については，従来，

学生の教育環境・生活環境を充実させるため，学生支援経費につ

いては，全学共通経費で支援してきたが，これに学長裁量経費の

重点化枠として予算枠を増額確保（約 800 万円増）し，例年以上

の予算配分を行った。 

（参考） 

対平成 21 年度比 62.9％増（学長裁量経費平成 21 年度予算
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1,228 万円，平成 22 年度予算枠 2,000 万円） 

【61】 

全学及び部局における運営体制の問題点

等について，機動的・戦略的な運営の観点

から点検を定期的に行い，その点検結果に

基づき必要な改善策を講じる。 

【61】 

第１期中期目標期間中の実施事項を

踏まえ，「法人化に関する検討結果（平

成１６年２月策定）」の検証を行い，

第２期中期目標期間中に実施すべき

課題を抽出する。 

Ⅲ 

【61】 

平成 22 年 8月 26 日付けで，関係部署に「法人化に関する検証

結果（平成 16 年 2 月策定）」の検証を依頼し，その検証結果をと

りまとめた。検証結果は各理事の確認後，平成 23 年 2 月に開催

した総務・企画部門会議において報告した。上記検証結果により

抽出した「教職員の処遇に本人の業績が適切に反映されるシステ

ムの構築」「運営体制の変更に柔軟に対応できる機能を持つ事務

組織の構築」等の課題解決に向けて，平成 23 年度以降の年度計

画において取り組むよう，各理事へ依頼した。 

 

【62】 

教員については，教員評価システムの運用

により，評価委員会で教育活動を適切に評

価し，優れた教員に対する支援方策を実施

するための合理的な教員評価システムを

段階的に整備する。また，教職員の処遇に

本人の業績が適切に反映されるシステム

を構築する。 

【62-1】 

大学教員評価を実施し，教員の活動

を適切に評価するシステムであるか

検証し，問題点を洗い出す。 Ⅲ 

【62-1】 

平成 19 年度から平成 21 年度の教員の業績について，評価を実

施し，平成 23 年 3 月に開催した評価部門会議において，各学部

からの意見をもとに検証を行った。特に，教員業績データ入力シ

ステムと教員評価調書との連携が悪いとの問題が明らかになり，

今後検討することとした。また，教員の業績と評価結果が必ずし

も一致していないことも問題点として上がった。 

 

【62-2】 

本人の業績が処遇に適切に反映され

るシステム素案を作成する。 Ⅲ 

【62-2】 

本人の業績が処遇に反映されるシステムの素案を総務・企画理

事室で作成し，平成 23 年 3 月に開催された総務・企画部門会議

において提示した。今後，本会議で検討を進め，システム案を作

成することとした。 

 

【63】 
大学運営上重点的な分野及び戦略的に取
り組む分野に対応できる人事システムを
構築する。 

【63】 

現行の人事システムが重点的及び戦

略的に取り組む分野に対応できるシ

ステムであるかという視点から検証

し，問題点を洗い出す。 

 

Ⅲ 

【63】 

平成 23 年度人件費目標額についての各学部へのヒアリングに

基づき，平成 22 年 10 月に開催した人事政策会議において人件費

削減に関する方針を決定した。この方針を踏まえ，関係理事から

提示された重点的及び戦略的に取り組む分野について，現行の就

業規則，任免規程及び給与規程等の人事制度が柔軟に対応可能な

ものとなっているかを検証し，問題点の洗い出しを行った。 

【問題点】 

○ 社会情勢等を踏まえた給与面の処遇を機動的に行える制度

の整備（高額な職員の採用を可能とする給与制度。1,000 万円

以上の給与） 

○ 非承継職員の任期問題，年俸制導入（退職金を措置しない職

員の制度化） 
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【重点的及び戦略的に取り組む分野】 

○ 大学教育改革関連情報を収集し，それを踏まえた上で，教育

改革に取り組むことができる人材の配置・FD 活動の重要性を

認識しつつ，教員と共にその活動を支援できる人材の配置・他

大学，学部団体との連携による教育活動を企画，立案できる人

材の配置・アウトリーチ型学生支援の中核となる専門職員（カ

ウンセラー等）の配置 

○ 国策医療，政策医療に対応可能な体制の整備・医療安全管理

部門の充実・教員が教育研究に専念できるための研究支援体制

の充実・若手研究者が自立して研究に専念できる体制の整備・

女性研究者が実質的な機会均等を得るための支援体制の充

実・科学コミュニケーション活動の推進 

○ 中国語を母語とする専任教員の国際教育研究センターへの

配置・アジアからの正規留学生の受入れ数及び本学学生の海外

派遣数の増加・社会連携分野の事務体制の見直し・産学官連携

体制の充実と自治体及び金融機関との包括協力協定の実質的

推進 

○ 教育組織改革のための基礎知識を有する人材の配置・国立大

学法人の会計システムに関する知識を有する人材の配置・法令

等に豊富な知識を有する人材・労務対策に詳しい人材の配置 

【64】 
男女共同参画を推進しつつ，実践的経験や
識見を有する学外者等，国内外の優秀な人
材の積極的登用を実施する。 

【64-1】 

男女共同参画宣言（仮称）を策定す

る。 

Ⅳ 

【64-1】 

平成 22 年度科学技術振興調整費による女性研究者モデル育成

事業に応募し，平成 22 年 5 月，『地域社会で育む「輝く女性研究

者」支援』プロジェクトが採択された。このプロジェクトを推進

するため，平成 22 年 7 月 1日に学長特別補佐（女性研究者支援

担当）を配置した。また，平成 22 年 7月 26 日には，大学が一体

となって，男女共同参画を推進し統括する組織として，学長が本

部長を務める「男女共同参画推進本部」を設置するとともに，学

長特別補佐を室長とする県内の大学で初めてとなる女性研究者

サポート室を設置した。（主な業務は，研究支援を主としたキャ

リアサポート，育児支援を主とした環境サポート，データベース

の整備や広報活動を主とした情報サポート，地域連携研究コンソ

ーシアム大分や行政機関との連携を主とした地域連携サポート） 

平成 22 年 10 月 25 日，「大分大学男女共同参画推進宣言」を策

定し，さらにその基本方針の具体化に向けて，平成 22 年 10 月か

ら平成 25 年 3 月までの間に実施する様々な取組を「男女共同参
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画行動計画」として明確化し，公開ホームページに公表した。こ

の行動計画に基づき，平成 22 年度は以下の事項を実施した。 

○ 平成 22 年 11 月 17 日，男女共同参画及び女性研究者支援の

ホームページを開設した。 

○ 平成 22 年 12 月 15 日，（独）科学技術振興機構から科学技術 

振興調整費業務室長を迎え，研究者支援セミナー（JST）を開

催，約 90 名が参加した。 

○ 平成 22 年 12 月 16 日，『地域で育む「輝く女性研究者」支援

について』と題し，文部科学省生涯学習政策局長を講師に迎え

女性研究者支援キックオフシンポジウムを開催。本学関係者を

はじめ，他大学関係者，県内自治体，NPO 等約 160 名が参加し

た。 

○ 平成 23 年 3 月 17 日，自己啓発セミナー「アサーティブなコ

ミュニケーションスキルを学ぼう」を開催した。 

○ 平成 23 年 3 月 18 日，豊後大野市が開催した「女性の市政講

座」においてサポート室長による男女共同参画の講義を行っ

た。 

○ 学長裁量経費の配分を受け，女性研究者の研究の質や意識の

向上を図るため，女性枠研究奨励賞及び学会参加費の助成を決

定した。平成 22 年 11 月に公募し，奨励賞には 8件，学会参加

費には 5 件の応募があり，審査の結果，奨励賞 3 件（合計 50

万円）及び学会参加費 3 件（合計 15 万円）を決定し，平成 23

年 1 月 12 日に学長から奨励賞及び学会参加費助成通知書を授

与した。 

○ 平成 23 年 1 月，女性教職員，女子大学院生のための休憩室

及び相談室を開設した。 

○ 女性研究者支援に関する News Letter を発行（年 4回）し，

FAB レポートやリーフレットを発行した。 

上記の啓発活動を行った結果，平成 22 年度に，本学で初めて 2

名の男性事務職員が育児休暇を取得（8日間と 12 日間）した。 

【64-2】 

実践的経験や識見を有する学外者等

の積極的な登用が必要な部門を洗い

出す。 
Ⅲ 

【64-2】 

各学部から，実践的経験や識見を有する学外者等の積極的な登

用が必要な部門として，高大接続教育室，先端分子イメージング

センター，基礎医学画像センター，スキルスラボセンター，バイ

オラボセンター，救命救急センター，医療情報部，病院診療録管

理係・地域医療係・診療報酬指導係，工学部における実践的技術
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者教育・キャリア教育などの部門が提示された。 

【65】 
全学的な視点から，全体の教職員に係る人
件費管理を一体的に行い，適正かつ効率的
な人事管理を実施する。 

【65】 

全体の教職員に係る人件費管理を一

体的に行い，適正かつ効率的な人事

管理を可能とする視点から，現行の

人件費シミュレーションの改善を行

うとともに，それに基づく人事政策

等を策定し，可能なものから実施す

る。 

Ⅲ 

【65】 

 平成 22 年 6 月及び 7月の人事政策会議で，これまでの職位毎

による採用者全体の給与額実績の平均を用いた人件費シミュレ

ーションを提示した。平成 22 年 10 月に，職種毎に削減策を講じ

ることを盛り込んだ平成 23 年度の削減策を提案し，同意を得た。

これを検証するため，平成 23 年 1 月に教員採用予定等調査を実

施し，採用者の年齢ごとの平均給与額を用いる等，より実態に近

いデータでのシミュレーションを実施したところ，多様なデータ

を示すことができた。その結果，平成 23 年度の人件費削減目標

を達成可能であると判断でき，効率的な人事管理が行われている

ことを確認した。 

 

 ウエイト小計  
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 

（1）業務運営の改善及び効率化に関する目標 

  ②事務等の効率化・合理化に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

○ 事務処理の効率化・合理化を目指した業務改革を実行する。 
○ 運営体制の変更に柔軟に対応できる機能を持つ事務組織を構築する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 

【66】  

事務改革会議において，現行業務の検証を
行い，これを踏まえた，効率的・合理的業
務への改善を実行する。 

【66】 

効率的・合理的業務改善を推進する

ために，業務手順説明書を適切に更

新する。 

Ⅲ 

【66】 

平成 22 年 9 月 2 日に業務手順説明書を更新し，新たに構築し

た業務可視化システムに，最新の業務手順説明書データを移行し

た。このシステムの稼働により，業務手順説明書を業務担当者に

よってリアルタイムに更新することが可能となり，引継時の労力

軽減が期待できる。また，業務担当者が業務スケジュールを入力

することによって，管理者(主として管理職)が構成員の業務の進

捗を容易に確認できるようになったほか，構成員の超過勤務時間

を，業務手順書に記載した業務別に把握することが可能となり，

効率的・合理的業務改善のための基礎データが収集できるように

なった。 

 

【67】 

学長・理事等の支援を行うとともに，教学

組織と密接に関わるなど，大学運営の専門

職能集団としての機能を発揮できる事務組

織を構築する。 

【67】 

理事の所掌業務に応じた事務組織と

なっているか，大学運営の専門職能

集団としての機能を発揮しているか

等の検証を行い，必要に応じて，よ

り効果的に支援できる事務組織に見

直しを進める。 

Ⅲ 

【67】 

事務改革会議構成員（課長以上）を対象に，運営組織に関する

アンケートを実施し，理事の所掌業務に応じた事務組織となって

いるか，大学運営の専門職能集団としての機能を発揮しているか

等について，意見をとりまとめた。とりまとめた意見について，

事務改革会議において検証を行った結果，総務担当理事が所掌す

る学内共同教育研究施設等管理委員会については，担当事務を社

会連携推進課から総務企画課に移管した。また，知財業務につい

ては，平成 23 年 4 月 1 日に産学官連携推進機構が設置されるこ

とに伴い，医療・研究担当理事の所掌から，国際・社会連携担当

理事の所掌に移管した。 

 

 ウエイト小計  

 ウエイト総計  

平成２２年度実績報告書 

進捗状況の評価基準 
Ⅳ：年度計画を上回って実施している Ⅲ：年度計画を十分に実施している 
Ⅱ：年度計画を十分には実施していない Ⅰ：年度計画を実施していない 
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 

（２）財務内容の改善に関する目標 

  ①外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

○ 科学研究費補助金などの外部研究資金及び寄附金の拡充並びにその他の自己収入の確保に向け全学的に取り組む。 
○ 附属病院においては，国立大学の附属病院としての使命を踏まえた機能強化を行い，財政基盤を確立する。 
 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 

【68】 
科学研究費補助金，受託研究費及び寄附金
等の外部研究資金を積極的に獲得するとと
もに，戦略的に自己収入の確保を行う。 

【68-1】 

科学研究費補助金申請書作成指導の

ための支援組織をつくり，申請者の

申請書作成能力の向上を図る。また，

受託研究費及び寄附金等の外部研究

資金を積極的に獲得するため，申請

書の書き方に関する情報交換会を実

施する。 

Ⅲ 

【68-1】 

(全学)   

7 月 20 日に（独）日本学術振興会の職員を講師に迎え「科学

研究費補助金の最近の動向について」と題し，講演会を実施した。 

また，外部資金獲得のため，12 月 15 日に（独）科学技術振興

機構の職員を講師に迎え，研究者支援のためのセミナー「研究資

金制度とその活用について」を開催し，利用できる研究資金制度

や採択されるポイントについての講演を実施するとともに，学内

研究者への積極的な外部資金獲得を啓発するため，外部資金獲得

や受賞等の情報収集を行い，年間 3 回発行（7，12，3 月）して

いる「VBL ニュース」へ掲載することにより情報発信を行った。 

外部研究資金を積極的に獲得する方策の一環として，平成 23

年 3 月 29 日に開催した研究戦略・推進部門会議において，平成

23 年度中に寄附金の受入れを増加させるため，インターネット

等を活用して学内外への情報発信機能を強化することとした。 

 

（教育福祉科学部） 

学部で採択した科学研究費補助金の一覧表を作成し，今後，検

討するための資料とした。科学研究費補助金への申請支援のた

め，学部の各コースから科研費プロジェクト委員を選出し，委員

による研究計画調書の学部内チェックを行なった。また，新規採

択者から閲覧の承諾のあった研究計画調書を閲覧可能とし，採択

率の向上を図った。 

9 月 24 日に，平成 23 年度科学研究費補助金申請に係る学部内

 

平成２２年度実績報告書 

進捗状況の評価基準 
Ⅳ：年度計画を上回って実施している Ⅲ：年度計画を十分に実施している 
Ⅱ：年度計画を十分には実施していない Ⅰ：年度計画を実施していない 
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説明会を実施した。10 月以降も引き続き教員個人へのメール送

信等を行なった。 

（経済学部） 

平成 18 年 5 月に発足した，経済学部科学研究費補助金戦略プ

ロジェクト委員会は，以下のとおり活動した。 

・5 月 14 日締め切りの「研究活動スタート支援」に向けて，新

任教員 3名に対し説明し，申請（書類作成）のための支援を行

った（3名全員応募）。 

・9 月 22 日 に経済学部第 2 会議室において，基盤研究(B)等大

型申請に関する勉強会を開催した。 

・9月 24 日に経済学部第 1会議室において，平成 23年度科学研

究費補助金申請に係る学部内説明会を実施した。 

（医学部） 

科研費申請書作成支援委員（3名）を選定し，個別に申請書の

チェックや指導を行っている。さらに医学部長裁量経費を活用し

て，全講座に羊土社の「科研費獲得の方法とコツ」を購入して配

布した。9月 22 日に平成 23 年度科学研究費補助金申請に係る学

部内説明会を開催し，申請書の書き方を指導した。 

（工学部） 

申請書作成の支援を行うため，申請書事前チェック WG を設置

した。9 月 6 日に WG のメンバーを 5 つの異なる専門分野から選

出し，9 月 13 日から 9 月 30 日にかけて提出された申請書 35 件

のチェックを行い，申請書を申請者に返却した。研究委員会が支

援組織となり科研費プロジェクト員と協力して，申請書の書き方

に関する平成 23 年度科学研究費補助金申請に係る学部内の説明

会を 9月 27 日に実施し，申請書の書き方について採択されるた

めの具体例を解説し，審査委員経験者 2名による申請書作成に関

するアドバイス，及び意見交換を行った。さらに，学部内で過去

3 年以内に採択された研究課題の申請書を閲覧できるシステム

を構築し，9月 13 日より希望者が自由に閲覧できる状態にした。 

（参考） 

本学の科学研究費補助金申請率 92.0％ 

・教育福祉科学部申請率 88.8％ 

・経済学部申請率 81.0％ 

・医学部申請率 94.9％ 

・工学部申請率 93.3％ 
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【68-2】 

外部資金の獲得に繋がる新たな方策

を策定する。 

Ⅳ 

【68-2】 

外部資金のうち，科学研究費補助金，受託研究，共同研究，受

託事業及び寄附金について，下記のとおり新たな増収方策を策定

した。このことにより，科学研究費補助金については，前年度よ

り 7.3％採択率が上回った。 

<新たな増収方策> 

科学研究費補助金については，各学部において申請書の作成を

支援する方策をとることとし，申請書の書き方に関する情報交換

会や勉強会を 9 月 22 日，9 月 24 日及び 9 月 27 日に開催した。

このことによって，採択率を上げ，増収を図ることが期待できる。 

受託研究，共同研究及び受託事業については，研究者の専門領

域やパーソナリティー等を公開する方策をとることとし，地域連

携研究コンソーシアム大分のホームページに研究者情報を発信

するサイトを作成した。このことによって，契約件数や契約金額

が増加し，増収を図ることが期待できる。また，医学部基礎医学

画像センターを設置し，警察等外部機関の依頼に対し，CT 装置

を用いた死後画像検査を実施することによって，受託事業費の増

収を図った。 

寄附金については，平成 23 年度中に受け入れる寄附金が増加

するよう，インターネット等を活用した学内外への情報発信機能

を強化することとした。 

 

【69】 

本学の知的財産を活用し積極的に公募事業

に申請する。 

【69】 

公募事業等外部資金獲得やロイヤリ

ティー等の収入を獲得するために，

知的財産本部が中心となってライセ

ンス活動を積極的に行う。 

Ⅲ 

【69】 

 （知的財産本部） 

1.コーディネーターと連携したライセンス活動 

イノベーション機構のコーディネーター連絡会等において特

許関連情報を提供し，コーディネーターの要請に対する秘密保持

契約等の関係書類の開示を行い，コーディネーター活動の中で，

ライセンスにつながる知的財産案件を紹介することで，技術移転

活動を促進した。 

また，経済産業省「創薬シーズ等のアライアンス促進事業」に

よるネットワーク（シーズとニーズのマッチングシステム）に参

加し，ライフサイエンス分野におけるライセンス活動を促進し

た。 

 【平成 22 年度ライセンス契約等の状況】 

・ライセンス契約：1件（50 万円） 

・譲渡契約   ：1 件（10 万円） 
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2.公募事業説明会の実施・公募情報の提供 

シーズの活用促進を目的とした，JST の A-STEP 公募説明会を 2

回開催（平成 22 年 5 月，平成 23 年 3 月）し，知的財産本部のホ

ームページ，地域連携研究コンソーシアム大分のホームページを

活用し，本学及び地域連携研究コンソーシアム大分の連携機関に

所属する教職員に対して公募情報の提供を行っている。 

【平成 22 年度 JST A-STEP 申請・採択状況】 

・申請 29 件 ・採択 3件 

【平成 21 年度 JST A-STEP 申請・採択状況】 

 ・申請 62 件，採択 21 件（※ただし，平成 21 年度は補正予算

により 2 次募集があったため，申請・採択件数とも増加し

た。） 

 

3．研究室訪問によるフォローアップ 

知的財産本部では，研究者の要望に応じて研究室の訪問を行

い，技術相談や公募事業の申請を支援し，ライセンスに関する相

談等に対応した。 

また，コーディネーターが本学及び連携機関の研究室を訪問し

て研究者インタビューを実施し，地域のシーズ発掘，研究者の意

識啓発に取り組んだ。120 件にのぼるインタビューは新聞に掲載

されるなど好評を得ており，その情報はシリーズ化して地域連携

研究コンソーシアム大分のホームページに掲載している。 

【平成 22 年度における研究室訪問回数】 

①知的財産本部：50 回 

②コーディネーター  

・本学（医学部を除く）及び連携校：174 回 

・本学医学部          ：180 回 

【70】 
外部研究資金を確保するために，研究シー
ズ等のデータベースを充実させるとともに
学外への積極的な公表を行う。 

【70】 

研究シーズ等のデータベースについ

て，情報の充実及び学外者の利便性

を向上するための改善策を講じる。

Ⅲ 

【70】 

コーディネーターによる研究室インタビューを実施し，その内

容をホームページに掲載するなど，文系，医学系の研究シーズ情

報を充実させ，さらに学外者が利用しやすい技術シーズデータベ

ースとするため，下記のとおり検索機能等を付加し，利用者と管

理者双方の利便性向上を図った。 

≪利用者≫ 

1.フリーキーワード検索が行える。 

2.研究者の所属別一覧からの検索が行え，学部ごと，学科（分野）
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ごとの表示が可能である。 

3.検索の画面には，従来なかった全ページに対する検索（PDF フ

ァイルの検索）機能がある。 

≪管理者≫ 

1.管理画面では管理者がリアルタイムで変更が可能であり，追加

もできる。 

【71】 
附属病院においては，地域医療の中核病院
としての役割と責任を果たすため，計画的
な機能強化を行い，毎年度病院収入等の目
標額を設定し，安定した財政基盤を確立す
る。 

【71】 

病院経営企画部門会議において機能

強化策を計画するとともに，病院収

入等の目標額を設定する。 
Ⅲ 

【71】 

関係部署からの提案やヒアリング等に基づき，病院経営企画部

門会議において，病理部の体制等の機能を強化し，急性期看護補

助体制加算の届出に伴う看護助手の確保，児童精神科の標榜，診

断群分類検証システム「DPC ナレッジ」の導入，リハビリテーシ

ョン部スタッフの増員等について決定した。 

前年度実績，診療科の現況調査等に基づき，7月の病院経営企

画部門会議において病院収入等の目標額を設定した。 

 

 ウエイト小計  
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 

（２）財務内容の改善に関する目標 

  ②経費の抑制に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

（１）人件費の削減 
○ 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）に基づき，平成18年度以降の５年間において国家公務員に準

じた人件費削減を行う。更に，「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年７月７日閣議決定）に基づき，国家公務員の改革を踏まえ，人件
費改革を平成23年度まで継続する。 

（２）人件費以外の経費の削減 
○ 経費抑制に対する点検・見直しを行うとともに，教職員の意識改革を進めることにより，更に経費の抑制を推進する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 

【72】 
「簡素で効率的な政府を実現するための行
政改革の推進に関する法律」（平成18年法
律第47号）に基づき，国家公務員に準じた
人件費改革に取り組み，平成18年度からの
５年間において，△５％以上の人件費削減
を行う。更に，「経済財政運営と構造改革
に関する基本方針2006」（平成18年７月７
日閣議決定）に基づき，国家公務員の改革
を踏まえ，人件費改革を平成23年度まで継
続する。 

【72】 

総人件費改革を踏まえ，平成１７年

度人件費から５％以上削減する。 

Ⅲ 

【72】 

総人件費の 5％を削減するために，平成 22 年 6 月，7 月，10

月，12 月及び平成 23 年 1 月に開催した人事政策会議において，

人件費シミュレーションを提示し随時管理を行った結果，平成 20

年度末に決定した施策に基づき，平成 22年度末に 5％以上の削減

が実現できた。 

 

【73】 
経費抑制に対する点検・見直しを行うとと
もに，光熱水量の使用実績及びゴミの排出
量を公表することなど，教職員の意識改革
を進め，更にインセンティブを与えるよう
な予算配分などを行うことにより，光熱水
量及びゴミの排出量等について，毎年度抑
制目標を定めて，計画的に削減する。 

【73】 

光熱水量について，各部局において

抑制する仕組みを構築する。また，

光熱水量について，大型研究の推進

等特別な事由を除き，対前年度比

１％の削減に取り組むとともに，ゴ

ミの排出量等について，建物改修等

特別な事由を除き，前年度を下回る

削減に取り組む。 

Ⅱ 

 

【73】 

光熱水量を抑制できるようにするため，全学共通経費の枠内で

措置していた光熱水量の経費を各部局に予算を配分し，各部局に

おいて抑制等を行った場合に，当該部局へのインセンティブとな

る仕組みを構築した。 

また，光熱水量を対前年度比 1％削減するため，下記のような

取組を行った。 

 省エネに向けた環境を整えるため，新たに省エネルギー推進委

員会を設置し，エネルギー管理推進者を各部局に配置して，管

理区分ごとにエネルギー管理推進員を配置した。 

 各部局の光熱水量について，使用実績の増減分析や省エネに向

けた対応策の検討を行った。 

 各部局の目標使用量・目標使用率を設定し使用量の抑制を周知

 

平成２２年度実績報告書 

進捗状況の評価基準 
Ⅳ：年度計画を上回って実施している Ⅲ：年度計画を十分に実施している 
Ⅱ：年度計画を十分には実施していない Ⅰ：年度計画を実施していない 
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した。 

 各部局の目標使用量・目標使用率について，特別な事由を考慮

して見直し，設定した。また，冬季の使用量を抑制するよう周

知した。 

 対前年度比較の速報値を学内ホームページでの公表や，「冬の

省エネキャンペーン」を実施したことで，本学構成員の省エネ

に対する啓発活動に取り組んだ。 

 効果的に削減を行うため，データロガーを用いて各部屋の温度

変化を調査した。 

以上のような取組を実施したが，大型研究の推進等（教育研究

活動の充実のための新規設備の導入，教育環境の新たな整備等）

や気候などの特別な事由を除いても，光熱水量については，対前

年度比１％の削減を達成することができなかった。 

ゴミの排出量については，各キャンパスの排出状況について，

学内ホームページでの公表や，ゴミの分別方法の周知などによ

り，建物改修等の特別な事由を考慮しないにもかかわらず，前年

度と比較して全学で 1.7％減少した（3月末現在）。 

 ウエイト小計  
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 

（２）財務内容の改善に関する目標 

  ③資産の運用管理の改善に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

○ 戦略的な施設等の整備・維持管理及び保有資産の見直しを行い，効率的・効果的な資産の運用を行う。 

 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 

【74】 
「第２期中期施設整備計画」及び「第２期
中期施設マネジメント計画」に基づき，戦
略的な施設等の整備・維持管理及び保有資
産の見直しを行い，資産の効率的・効果的
運用を行う。 

【74-1】 

鶴見臨海研修所，中津江研修所の処

分について，地方公共団体と協議を

行う。 
Ⅳ 

【74-1】 

佐伯市，日田市と各研修所の具体的な利用計画について協議を

行い，利用計画は無いとの回答を得た。また，大分県南部振興局，

大分県西部振興局及び県関係部局とも協議を行い，同様の回答を

得た。次年度以降は，一般競争による売却の手続きを行うことを

決定した。 

 

【74-2】 

施設の効率的・効果的な利用を行う

ため，旦野原・挾間キャンパス施設

の利用状況についての点検調査を実

施する。 

Ⅳ 

【74-2】 

施設整備計画及び施設マネジメント計画に基づき，全キャンパ

スの全室（附属病院及び図書館を除く 2,440 室）について，書面

調査と現地調査による施設の有効利用調査を行い，諸会議におい

てその結果を評価した。このことにより，学内全室の使用者，使

用用途等が把握できる施設有効利用のためのデータベースが完

成した。  

 

 ウエイト小計  

ウエイト総計  

 

 

 

 

平成２２年度実績報告書 

進捗状況の評価基準 
Ⅳ：年度計画を上回って実施している Ⅲ：年度計画を十分に実施している 
Ⅱ：年度計画を十分には実施していない Ⅰ：年度計画を実施していない 
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 

（３）自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

  ①評価の充実に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

○ 各種評価の検証・改善を行い，効率的かつ適切な評価を実施する。 
 

 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 

【75】 
評価委員会で各種評価システム等の検
証・改善を行うとともに，ICTを活用して
情報の体系的な収集・共有化を図り，評価
作業の効率化と負担の軽減を推進する。 

【75-1】 

評価委員会で，各種評価システムに

関する問題点を洗い出す。 

Ⅲ 

【75-1】 

自己評価について，問題点の洗い出しを行った結果，現行では

膨大なデータや資料を収集し，分厚い評価書を作成していたこと

が各部局の業務負担となっていたことから，これらを軽減するた

め，第 2期中期目標期間の自己評価は法人評価と連動して行うと

ともに，それ以外で学長が指示する事項があれば，評価項目を追

加する方法へと見直し，平成 22 年 6 月に開催した評価委員会に

おいて「自己評価の実施について」を策定した。新しい自己評価

の実施においては，法人評価で作成する業務実績報告を準用し，

学内様式として判断理由（計画の進捗状況）の記載欄を設け，法

人評価の評価基準に基づき，4段階の判定を行うこととし，平成

22 年度分から実施した。 

認証評価については，第 2サイクル（次の 7年間）を迎えるに

あたり，今後の認証評価機関の動向に注目しながら，評価基準等

について，認証評価専門委員会で確認し，次年度以降に評価委員

会で報告し，本学の対応を検討することとした。 

 

【75-2】 

大学情報データベースを活用して，

学内の各種評価基礎データを収集す

る。 

Ⅲ 

【75-2】 

大学情報データベースを活用し，以下のとおり収集を開始また

は収集の準備を整えた。 

教員業績登録システムは，平成 22 年 7 月から教員業績データ

の収集を開始した。 

 

平成２２年度実績報告書 

進捗状況の評価基準 
Ⅳ：年度計画を上回って実施している Ⅲ：年度計画を十分に実施している 
Ⅱ：年度計画を十分には実施していない Ⅰ：年度計画を実施していない 
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中期目標・中期計画進捗管理システムは，第 2期中期目標期間

から実績報告書の様式が変更になったこと，本学では年度計画の

進捗管理をアクションプランレベルで実施していることから，運

用方法を検討したが，自己評価の管理システムとして運用する方

向で準備した。 

評価基礎データ登録システムは，自己評価と連動して収集して

いた資料等を収集する目的で構築したが，自己評価の方法が変更

になったことにより，収集項目，（独）大学評価・学位授与機構

のデーターベースシステムとの連携等を再確認し，システムの調

整及びテストを行った。データ収集時期の関係もあり，来年度か

ら本格運用することとした。 

 ウエイト小計  
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 

（３）自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

  ②情報公開や情報発信等の推進に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

○ 「開かれた大学」づくりの一環として，広報体制を一層充実させるとともに，情報公開を更に推進する。 

 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 

【76】 
広報を効果的に推進するために，事務体
制，広報誌の編集局などを常に見直しなが
ら時代の要請に対応できる広報体制を構
築し維持する。 

【76】 

学長補佐（広報戦略担当）のもと，事

務体制を含めた広報体制を見直す。 

Ⅲ 

【76】 

広報誌やホームページ等のメディア作成にとどまらない，統一

的・戦略的な広報活動を展開するため，学長補佐（広報戦略担当）

の下，広報推進部門会議を中心に，本学の広報体制の見直しにつ

いて検討した結果，学長の下に新たに広報室を設置する等，今後

の広報体制整備の指針となる「大分大学の新たな広報体制につい

て」を策定した。 

 

【77】 
情報公開の状況を検証し，その結果を定期
的に公表する。 

【77】 

平成 21年度における情報公開や情報

発信等の状況を検証し，情報公開を

推進するとともに検証結果を公表す

る。また，検証結果における改善点

は，広報推進部門会議で審議のうえ

改善する。 

Ⅲ 

【77】 

広報推進部門会議において，平成 21 年度にホームページ上で

公開している情報について，他大学等で公開している情報などを

参考に，公開内容の検証を行った結果，他大学と比較しても十分

な情報を公開していることを確認した。またトップページについ

ては，一部の分かりづらいバナー名称を変更（「就職情報」→「キ

ャリアサポート（就職情報）へ」）し，「大学特報」と「ピックア

ップ」に掲載する情報について，基本方針を策定した。 

これらの改善内容は，平成 23 年 3 月に公開ホームページに反

映させた。 

 

 ウエイト小計  

ウエイト総計  

 

平成２２年度実績報告書 

進捗状況の評価基準 
Ⅳ：年度計画を上回って実施している Ⅲ：年度計画を十分に実施している 
Ⅱ：年度計画を十分には実施していない Ⅰ：年度計画を実施していない 
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 

（４）その他業務運営に関する重要目標 

  ①施設設備の整備・活用等に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

○ 施設の整備・活用にあたっては，環境と安全に配慮したキャンパスづくりを推進する。 
○ CIOのもとに学術情報基盤コンソーシアムによる学内情報システムの全体的最適化を考慮したICT環境の整備を進める。 
○ 情報管理の徹底を図り，情報セキュリティを向上させる。 

 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 

【78】 
「第２期中期施設整備計画」及び「第２期
中期施設マネジメント計画」に基づき，施
設設備の整備・活用を行う。 

【78-1】 

大分大学医学部附属病院再整備計画

に基づき，施設・設備の老朽化，機

能劣化と狭隘解消のため，病院再整

備に着手する。また,老朽化した教養

教育棟の機能改善，耐震改修を行う。

Ⅳ 

【78-1】 

大分大学医学部附属病院再整備計画に基づき，高度医療の実践

等のため病棟の新営工事に着手した。また，包括的がん医療の実

践等のため PET 検査棟の新営工事を完了した。老朽化した教養教

育の講義実験室棟について耐震改修及び全面改修を行った。  

さらに，平成 22 年度国立大学法人等施設整備実施事業として，

施設整備費予算を確保し，挾間体育館について耐震改修及び機能

改善を行った。 

 

【78-2】 

「第２期中期施設マネジメント計

画」に基づき，施設パトロールを実

施し，財政状況を踏まえ，計画的な

修繕を推進する。 

Ⅲ 

【78-2】 

施設パトロールを実施し,緊急性の高い外壁のひび割れ,雨漏

り,壁タイルの浮き,外灯,フェンス及び側溝の不良箇所について

予算を確保し,修繕を行った。 

 

【79】 
本学の環境方針に基づき，省エネルギー・
温室効果ガスの削減・３Ｒ（リデュース（廃
棄物の発生抑制），リユース（再使用），
リサイクル（再生利用））の推進により環
境負荷の少ない施設等整備を行う。 

【79】 

本学の環境方針を踏まえ，省エネ型

空調機器・照明等を導入することに

より，省エネルギー・温室効果ガス

の削減を行う。施設整備については

３Ｒを踏まえ，環境負荷に配慮した

工事を行う。 

Ⅲ 

【79】 

病院再整備における PET 検査棟新営工事及び病棟新営工事の
設計において省エネ型空調機及び LED 照明を採用し，既存システ
ムと比較するとエネルギー使用量を 11.5％削減し，温室効果ガ
スを 41.1％削減した。 
構内外灯設備工事においては高効率照明を採用することによ

って，エネルギー使用量を 46.8％削減し，温室効果ガスを 47.1％
削減した。特別教室棟改修工事においては省エネ型空調機や高効
率照明を導入し，エネルギー使用量を 27.0％削減し，温室効果

 

平成２２年度実績報告書 

進捗状況の評価基準 
Ⅳ：年度計画を上回って実施している Ⅲ：年度計画を十分に実施している 
Ⅱ：年度計画を十分には実施していない Ⅰ：年度計画を実施していない 
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ガスを 37.2％削減した。 

また，環境負荷に配慮するため，PET 検査棟新営工事及び病棟

新営工事の設計において，再生資材である再生クラシャラン，再

生アスファルトや，グリーン購入法に基づいた資材である床シー

ト，タイル，照明器具，便器等を採用した。さらに，PET 検査棟

新営工事及び病棟新営工事においては，コンクリート塊等の再資

源化を実施した。 

【80】 
全学的なICT戦略を企画・立案し，ICTコン
プライアンスを推進する。 

【80】 

最適化計画(平成 20 年 3月 31 日)を

見直し，次期基盤情報システムを設

計して最適化を生かした運用につな

げる。 

Ⅲ 

【80】 

（学術情報拠点） 

平成22年 3月～平成22年 8月にかけて7回開催された仕様策

定委員会において，次期基盤情報システムの最適化を目指し，更

新時期，契約形態，システム構成の見直しを行い，平成 22 年 8

月に「教育情報システム」と「基盤情報システム」の 2種類の仕

様書を作成した。 

教育情報システムについては，学生教育用の PC 等は，教育環

境の充実のために契約期間を 60 カ月から 47 カ月に短縮した。 

基盤情報システムについては，ネットワーク機器等は対応年数

を考慮し，契約期間を 60 カ月から 71 カ月に延長することで経費

の節減を図った。 

今回の契約期間変更により，今後，年度末の過密した業務状況

下でのシステム更新等が回避され，最適化が生かされた運用につ

ながる。 

また，全学的な ICT 戦略の一つとして，分散配置されていたメ

ールサーバを，ドメインを含めて一元化した。これにより利用者

の利便性が向上した。 

 

【81】 
情報セキュリティに関する体制を整備す
るとともに，教職員及び学生のセキュリテ
ィ意識を向上させる。 

【81】 

情報セキュリティポリシーの見直し

と実施手順を充実させる。そして見直

した情報セキュリティに対する実態

調査を行う。 

Ⅲ 

【81】 

（学術情報拠点） 

情報セキュリティ委員会で，情報セキュリティに関する体制を

整備するため，情報セキュリティポリシーを見直し，マニュアル

や手続き方法等の実施手順を政府統一基準に準拠させるよう見

直した。これをもとに，平成 23 年 1 月から 2 月にかけて，教職

員に対する実態調査（アンケート形式）を実施したところ，情報

セキュリティポリシーは，教職員の 3分の 2程度が把握している

結果にとどまった。このことから，教職員の情報管理をより一層

徹底するため，これまでの「情報セキュリティポリシー」をより

厳格な「情報セキュリティ基本方針」に改め，公開ホームページ
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に掲載し周知を図った。 

 ウエイト小計  
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 

（４）その他業務運営に関する重要目標 

  ②安全管理に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

○ 施設設備の安全と環境等に配慮した信頼性のある教育研究環境と危機管理体制の整備を行う。 
 

 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 

【82】 
安全管理・事故防止等に関する全学的な安
全衛生管理体制を見直し，施設設備の再点
検を行い，改善計画を策定し，安全性等を
強化する。 

【82-1】 

教職員の安全衛生管理体制につい

て，問題点を洗い出し，安全衛生管

理体制を見直す。 

Ⅲ 

【82-1】 

旦野原，挾間，王子の 3つのキャンパスのうち，旦野原キャン

パスについて，平成 22 年 5 月及び 6 月に開催した衛生委員会に

おいて，次の問題点を掲げた。 

・現行の体制が機能していない(安全衛生と他の業務との住み 

分けが明確でない） 

・学生の安全衛生問題をどうするのか 

・衛生管理の専門家の育成の必要性 

これを受け，安全衛生管理体制の見直し案を作成し，平成 23

年 2 月に開催した安全衛生管理委員会において提示した。今後，

安全性を強化した体制とするため，更に検討を行うこととした。 

 

【82-2】 

学生の安全衛生管理体制について，

問題点を洗い出し，安全衛生管理体

制を見直す。 

Ⅲ 

【82-2】 

各学部の安全衛生管理体制の問題点として次の事項を洗い出

した。 

 時間外の教室等での学習中の安全 

 建物の老朽化等に伴う危険性 

 学生対象の AED・心肺蘇生講習会の未実施及び学内交通安全

等 

また，各学部及び全学的な改善策として次の事項を検討・策定

し，安全衛生管理体制を見直した。 

 学生の建物への入退室管理の徹底 

 不動産関係については必要に応じて教育環境整備事業，営

繕事業等として要求 

 

平成２２年度実績報告書 

進捗状況の評価基準 
Ⅳ：年度計画を上回って実施している Ⅲ：年度計画を十分に実施している 
Ⅱ：年度計画を十分には実施していない Ⅰ：年度計画を実施していない 



大分大学 

94 

 学生対象の AED・心肺蘇生講習会の実施 

 学部特有の安全管理については学部において事案毎に学生

に周知徹底 

 学生生活案内及びこまったときのなんでもハンドブックの

関係項目の充実等 

【83】 
災害，大規模事故等の危機に備え，予防対
策，発生時対策等を視野に入れた危機管理
体制の確立・整備を行う。 

【83-1】 

大学全体のリスクを洗い出し，それぞ

れのリスクに対する個別マニュアル

等の整備状況を調査する。 

Ⅲ 

【83-1】 

危機管理委員会において，大学内のリスクを洗い出し，個別の

マニュアル等の整備状況を調査し，「大分大学の危機管理に係る

対応一覧」としてとりまとめた。 

 

【83-2】 

緊急度の高いものから予防対策，発

生時対策等を含めた個別マニュアル

等の整備計画を立てる。 Ⅲ 

【83-2】 

危機管理委員会でとりまとめた「大分大学の危機管理に係る対

応一覧」に基づき，各部局へ個別マニュアルとして整備すべき事

項を照会した。その回答をもとに，危機管理総括担当理事のもと

「危機管理マニュアル等整備計画」を策定した。今後は，この整

備計画に基づき，緊急度の高いものから個別マニュアル等の整備

を行う。 

 

【84】 
「第２期中期施設整備計画」に基づき，安

心・安全のための耐震改修・セキュリテ
ィ強化・バリアフリー推進・予防保全を
行う。 

【84】 

セキュリティ強化の観点から，２か

年計画で外灯増設を行う。バリアフ

リー推進の観点から，附属中学校に

スロープを設置する。教養教育棟の

耐震改修を行う。 

Ⅳ 

【84】 

旦野原，挾間及び王子の各キャンパスにおける安全面を強化す

るための防犯外灯整備については,当初 2 か年で計画していた

が，単年度で増設整備した。 

バリアフリーの推進のため,附属中学校の体育館にスロープを

設置し,また教養教育棟及び教育福祉科学部に多目的トイレを設

置するなど，トイレの全面改修を行い，学生・教職員の環境整備

を図った。 

安心・安全な施設環境を整えるため,教養教育の講義実験室棟

を耐震改修及び，機能改善改修を行った。 

また，新たに平成 22 年度国立大学法人等施設整備実施事業と

して，施設整備費予算を確保し，挾間体育館の耐震化に伴う全面

改修を行い，安心・安全な体育施設とした。 

 

 ウエイト小計  
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 

（４）その他業務運営に関する重要目標 

  ③法令遵守に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

○ 経理の適正化等，法令等を遵守するとともに，適正な運営・管理の基盤となる環境の整備を行う。 
 

 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 

【85】 
コンプライアンス室を中心に，公的研究費
の不正使用の防止のための具体的取組を
推進する。 

【85】 

研究費不正の発生防止のため，「研究

不正防止計画」に基づき，具体的な

不正防止体制を整備する。 
Ⅲ 

【85】 

研究不正防止コンプライアンス室を所掌する事務が 3 課にま

たがり担当業務が明確でなかったため，3課に分担していた体制

を見直し 1課体制とすることによって，不正防止のための業務体

制を整備した。 

さらに，研究費不正の防止に関する意識の徹底を図るため，平

成 23 年 2 月「大分大学における公的研究費の使用に関する行動

規範」を策定し，学内ホームページ等で周知した。 

 

【86】 
法令遵守に係る状況を検証し，その結果を
定期的に公表する。 

【86】 

平成２２年度は，利益相反等の法令遵

守の状況を調査し，その状況について

公表する。 

Ⅲ 

【86】 

産学官連携活動における利益相反等の法令遵守状況について，

前年度 1 年間に受けた特定の金銭的利益の状況等を調査するた

め，本学役職員（非常勤職員，再雇用職員を含む。）に「利益相

反自己申告書」を提出させた。 

調査の結果，対象者 2,315 人の約 90％にあたる 2,085 人から

回答があり，そのうち産学連携活動を行っている者は 104 人，利

益相反マネジメントの対象となった者は 12 人であった。12 人に

ついて産学連携活動状況を確認した結果，特に重篤な事案は認め

られなかったため，マネジメント委員会から必要な助言を行っ

た。調査結果については平成 23 年 1 月に公開ホームページで公

表した。 

また，職員研修・意識啓発を目的として，平成 23 年 3 月 8 日

に利益相反セミナーを開催し，他大学から招いた講師により，利

益相反の判断基準及び産学連携活動により発生する利益相反事

 

平成２２年度実績報告書 

進捗状況の評価基準 
Ⅳ：年度計画を上回って実施している Ⅲ：年度計画を十分に実施している 
Ⅱ：年度計画を十分には実施していない Ⅰ：年度計画を実施していない 
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例等について講演があった。  

 ウエイト小計  

ウエイト総計  

 

 

 


